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沖縄振興特別推進交付金の事後評価について

沖縄振興特別推進交付金は、沖縄の実情に即してより的確かつ効果的に施策を
展開するため、沖縄振興に資する事業を沖縄県が自主的な選択に基づいて実施で
きる制度として、沖縄振興特別措置法により創設されました。

本交付金を活用した事業の推進にあたっては、時代潮流や地域特性を踏まえた
沖縄の優位性・潜在力を見極めつつ、事業が効果的・効率的なものであるか等を
勘案して、事業の選択と集中を図るとともに、必要に応じて見直し・改善を行うことが
必要です。

このため、沖縄振興特別推進交付金交付要綱において、交付対象事業の成果目
標を設定し、成果目標の達成状況について評価を行い、これを公表するとともに、
大臣に報告することとされています。

今回の事後評価については、平成26年度分が267事業（平成26年度沖縄振興特別
推進交付金事業計画に掲げた271事業※１のうち、「遂行困難」※２４事業を除く）、平成
25年度分が27事業（平成25年度沖縄振興特別推進交付金事業計画に掲げ、平成26
年度に繰越された事業）を対象に実施しました。

これらの対象事業毎に設定された成果目標の達成状況について、共通のものさしと
して、目標に対する実績値を達成率（％）に換算した上で、評価を行いました。

さらに、各事業単位で「検証シート」を作成し、ＰＤＣＡサイクルによる取り組みの
見直し改善や、さらなる効率化に向けた検証を行っています。

※１ 評価を的確に実施する観点から、１つの事業について細分化して評価対象とした事業があるため、
事業計画の事業数（266事業）より多くなっている。

※２ 事業計画策定後、事情変更により実施されなかった事業。

【成果目標の評価の流れ】

１．事業毎に設定した成果目標に対する実績値について、下記により達成率を算出する。

当該年度の実績値
達成率 ＝ × １００（％）

当該年度の目標値

※定性的な目標については、目標達成の場合は１００％とし、それ以外は０％とする。
※１事業で複数の目標を設定している場合は、平均値を当該事業の達成率とする。

２．算出された達成率に応じて、各事業毎に下記の評価基準により区分する。

「達成」 ：達成率が１００％以上
「概ね達成」：達成率が７０％以上１００％未満
「一部達成」：達成率が７０％未満かつ、一部の目標値を達成している場合
「未達成」 ：達成率が７０％未満かつ、すべての目標値を達成していない場合

事後評価の基本的な考え方

事後評価の方法
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評価結果について

267
202

うち達成158

概ね達成44

3 33 29

76%
うち達成59%

概ね達成17%

1% 12% 11%

※繰越： 当該会計年度内（平成26年度）に使用し終わらなかった歳出予算の経費の

　　　　　　金額を特別な事由があることにより特例的に翌会計年度(平成27年度)の

　　　　　　歳出経費として使用することが認められたもの。

              なお、繰越事業については、事業が完了した翌年度に事後評価を実施する

　　　　　　事としている。

評価対象
事業数 達成・

概ね達成
一部達成 未達成

繰越※

評価

【参考】H25年度評価結果

平成26年度の沖縄振興特別推進交付金交付対象事業の成果目標の達成状況は、
評価対象全267事業のうち、「達成」及び「概ね達成」が202事業（76％）、 「一部達成」
が３事業（１％）、「未達成」が33事業（12％）、「繰越」が29事業（11％）となっています。

約８割の事業について、成果目標を「達成」または「概ね達成」しており、沖縄２１世紀
ビジョン基本計画に掲げる各施策の推進に寄与することができました。

その一方、平成25年度の評価結果と比較し、「達成及び概ね達成」の割合が１％の減
少、「未達成」の割合が４％の増加等となっています。

沖縄県としては、本評価の結果を踏まえ、必用に応じ、事業の見直し・改善を図りなが
ら、より効果的・効率的に事業を実施し、沖縄振興の取組を推進してまいります。

241
185

うち達成149

概ね達成36

9 20 27

77%
うち達成62%
概ね達成15%

4% 8% 11%

評価対象
事業数

評価

繰越達成・
概ね達成

一部達成 未達成

2



平成26年度 評価結果一覧表（沖縄２１世紀ビジョン基本計画基本施策別）

14 11 1 0 1 1

1 0 0 0 0 1

4 3 0 1 0 0

10 6 1 0 2 1

7 6 1 0 0 0

3 1 1 0 1 0

1 0 0 0 0 1

40 27 4 1 4 4

68% 10% 3% 10% 10%

8 4 0 0 2 2

7 4 1 0 0 2

12 7 2 0 2 1

8 3 2 0 2 1

2 2 0 0 0 0

1 1 0 0 0 0

1 0 0 0 1 0

39 21 5 0 7 6

54% 13% 0% 18% 15%

7 1 0 0 0 6

32 21 8 0 2 1

9 6 2 0 1 0

5 3 0 0 0 2

14 8 2 1 3 0

5 4 0 0 1 0

52 33 9 1 5 4

4 3 0 0 1 0

8 7 0 0 1 0

13 6 5 0 2 0

11 5 1 0 0 5

3 2 1 0 0 0

1 1 0 0 0 0

164 100 28 2 16 18

61% 17% 1% 10% 11%

2 0 2 0 0 0

1 1 0 0 0 0

3 1 2 0 0 0

33% 67% 0% 0% 0%

2 1 0 0 1 0

3 1 1 0 1 0

12 5 3 0 4 0

2 1 1 0 0 0

1 1 0 0 0 0

1 0 0 0 0 1

21 9 5 0 6 1

43% 24% 0% 29% 5%

267 158 44 3 33 29

59% 17% 1% 12% 11%

　　（２）子育てセーフティーネットの充実

　　（６）沖縄の魅力や優位性を生かした新たな産業

　　（６）地域社会を支える人材の育成

総　計

　　（３）健康福祉セーフティーネットの充実

　　（４）社会リスクセーフティーネットの充実

将来像Ⅲ：希望と活力にあふれる豊かな島を目指して

割合（％）

将来像Ⅴ：多様な能力を発揮し、未来を拓く島を目指して

割合（％）

　　（８）地域を支える中小企業等の振興

　　（９）ものづくり産業の振興と地域ブランド形成

　　（７）亜熱帯性気候等を生かした農林水産業振興

割合（％）

　　（１）沖縄らしい個性を持った人づくりの推進

　　（３）自ら学ぶ意欲を育む教育の充実

計

割合（％）

　　（１）世界との交流ネットワークの形成

　　（２）国際協力・貢献活動の推進

　　（７）その他

　　（２）公平な教育機会の享受に向けた環境整備

繰越

　　（５）米軍基地から派生する諸問題及び戦後処理

未達成

将来像Ⅰ：沖縄らしい自然と歴史、伝統、文化を大切にする島を目指して

達成

　　（１）健康長寿おきなわの推進

　　（４）国際性と多様な能力を涵養する教育システム

　　（４）伝統文化の保全・継承及び新たな文化の創造

評価対象
事業数

割合（％）

一部達成

評価

概ね達成

　　（12）離島の特色を生かした産業振興と新たな展開

　　（２）世界水準の観光リゾート地の形成

　　（６）価値創造のまちづくり

将来像Ⅱ：心豊かで、安全・安心に暮らせる島を目指して

　　（３）低炭素島しょ社会の実現

計

　　（７）人間優先のまちづくり

沖縄２１世紀ビジョン基本計画基本施策

　　（３）情報通信関連産業の高度化・多様化

　　（５）文化産業の戦略的な創出・育成

　　（１）自然環境の保全・再生・適正利用

　　（２）持続可能な循環型社会の構築

割合（％）

　　（６）地域特性に応じた生活基盤の充実・強化

　　（７）共助・共創型地域づくりの推進

　　（１）自立型経済の構築に向けた基盤の整備

計

　　（13）駐留軍用地跡地の有効利用の推進

　　（10）雇用対策と多用な人材の育成

　　（11）離島における定住条件の整備

　　（４）アジアと日本の架け橋となる国際物流拠点

　　（５）科学技術の振興と知的・産業クラスター形成

計

将来像Ⅳ：世界に開かれた交流と共生の島を目指して

計
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主な成果目標（指標）の達成状況及び今後の取組み方針等

将来像Ⅰ：沖縄らしい自然と歴史、伝統、文化を大切にする島を目指して

No.30 サンゴ礁保全再生事業「◎：達成」

豊かな自然環境の基盤であるサンゴ
礁の保全再生を図るため、サンゴ種苗
生産、植え付けによるサンゴ礁再生の
実証事業、調査研究、民間団体等への
支援を行う。

無性生殖法によるサンゴの植付け（移植）技術、サンゴ種苗の中間育成技術をほぼ確立し、植付け面積の拡大を行い、サンゴ
群集再生手法の確立に向けた取組みの実施やサンゴ礁保全活動を行う団体への支援など、サンゴ礁の保全再生に向けて成果目標
を達成することができた。

成果目標

サンゴ群集再生実証 面積

1.5ha

遺伝的多様性に配慮した植え付

けを行うための科学的情報の蓄積

及び技術開発

サンゴ礁保全活動の拡充

【推進上の留意点】
・平成25年度の夏期の高水温により、白化の影響を受けた親サンゴから採卵した卵が原因と思われる低受精率や発達障害等

の事象が確認された。

・遺伝的に近いサンゴ種苗のみを植付けた場合、遺伝的多様性の喪失が懸念されるため、自然界と同等の遺伝的多様性に配慮
したサンゴ群集を再生させる必要がある。

取組みの検証

【改善余地の検証】
・低受精率や発達障害等の事象を回避するための方策を検討する必要がある。

・遺伝子が異なる親株からサンゴ種苗を生産し、異なる生殖法を組み合わせたサンゴ植付けを実施することにより、自然界と
同等の遺伝的多様性に配慮されたサンゴ群集を再生する。

今後の取組み方針

・外部環境による影響の少ないサンゴ植付適地に植付けを行うとともに、白化を経験していない健全な親サンゴから採卵した
卵を用いることにより、低受精率や発達障害等の事象を回避する。

・無性生殖法と有性生殖法をあわせたサンゴ植付けを実施するとともに、本事業で実施した遺伝子解析の成果を応用し、
生物多様性に配慮されたサンゴ群集を再生する。

成果実績

サンゴ群集再生実証 面積

1.76ha

遺伝的多様性に配慮した植え付け

を行うための科学的情報の蓄積及び

技術開発

サンゴ礁保全活動の拡充 14団体
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No.31 環境保全型自然体験活動推進事業「未：未達成」

自然資源の過剰な利用による自然環
境の劣化を防ぎ、自然環境の持続可能
な利用と保全のバランスをとりながら、
次世代に豊かな自然・文化を継承し、
同時に観光産業の持続的な発展を図る
ため、保全利用協定制度を利用したモ
デル地域の構築、同制度の普及啓発事
業及びブランド化等を実施する。

保全利用協定締結モデル地域へのコーディネーター派遣による協定締結に向けた支援や、保全利用協定制度の普及啓発及
び協定締結の促進を目的としたシンポジウムを開催等により、保全利用協定認定数の増加を図る取組みを実施し、新たに３
地域の保全利用協定が認定されたが、成果目標は未達成である。

成果目標

保全利用協定認定数の増加

２地域 → ８地域

【推進上の留意点】
・保全利用協定制度に関する認知度が低い

・協定締結の過程において、各種調整や申請手続きが煩雑なため、同協定への認定件数が少ない

取組みの検証

【改善余地の検証】
・保全利用協定制度の認知度向上のための取り組みを強化する必要がある。

・各種調整や申請手続きにおいて、コーディネーターの派遣など支援の検討が必要である。

今後の取組み方針

・保全利用協定の認知度向上およびブランド化の構築のため、県のホームページなどを活用し効果的な広報を検討する。

・各種調整や申請手続きにおいて、コーディネーターの派遣など適切な支援を行う。

成果実績

保全利用協定認定数の増加

２地域 → ５地域
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No.150 工芸産地組合高度化促進事業「◎：達成」

本県工芸産業の中核を担う工芸産地組
合の経営を高度化し、工芸産業の振興と
魅力ある雇用の場を創出するため、工芸
産地組合の高度化支援と次世代経営者の
育成を行う。

工芸産地組合に対して、経営診断による経営管理運営の改善や新商品開発支援を行うほか、次世代経営者に対する養成セミ
ナー等を行うことで、工芸産地組合の高度化支援と次世代経営者の育成に向けて成果目標を達成することができた。

成果目標

工芸産地組合の経営高度化支援

２産地組合

次世代経営者の育成 17名

成果実績

工芸産地組合の経営高度化支援

４産地組合

次世代経営者の育成 20名

【推進上の留意点】
・離島産地組合においてはセミナーへの参加ができていない。その理由として、交通費等の参加負担が大きいことが

あげられる。

・従来の伝統工芸品生産だけでなく、市場ニーズに合った新たな感性価値を有する製品を開発し、需要拡大を図る必要が
あるが、製品開発のための人材が不足している。

取組みの検証

【改善余地の検証】
・離島産地の負担が軽減できるような開催の仕方を検討する。

・市場ニーズを把握した、新たな感性を活かした製品開発のための人材育成に取り組む必要がある。

今後の取組み方針

・平成27年度は、離島産地の負担が軽減できるように出張セミナー（離島産地での開催）を検討することで全産地が参加
できる委員会開催に努める。

・また、工芸振興センターで蓄積した「工芸コンテンツデータ」を元に、市場ニーズに合った新たな感性価値を有する製品の
開発企画力有する人材を育成する事業を実施する。
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No.223 沖縄フラワークリエイション事業「◎：達成」

観光地沖縄の魅力を増大するため、観
光地アクセス道路等において花木・プラ
ンター等を設置し、花いっぱいの道路空
間を形成する。

観光地へのアクセス道路27路線において、年間を通してコンテナ飾花や草花の植付等による道路緑化を行うことで成果目
標を達成することができた。

成果目標

沖縄らしい道路緑化に対する観

光客の満足度 85%

成果実績

沖縄らしい道路緑化に対する観

光客の満足度 85%

【推進上の留意点】
・コンテナに鉢植えの花木を入れ替えることで、年間を通して花を見せることを可能としているが、台風時の対応や鉢植えの

品質の向上と維持が課題である。

・植物の管理が主であるため、気象条件や環境などの影響を受けやすく、品質向上や技術力向上のために、管理手法や苗の生産
状況の把握、新たな苗の品種や飾花手法等を検討するなど、関係機関と連携して取り組んでいく必要がある。

取組みの検証

【改善余地の検証】
・鉢植えについて、品質の確保と向上が重要であり、生産者を含め関係機関と連携しながら、各種課題解決に取り組む

必要がある。

・より印象的な緑化による道路空間を形成させるため、花木の種類の組合せや立体的な配置などの検討が必要である。

今後の取組み方針

・生産者を含めた関係機関と連携しながら、鉢の品質向上や効率的な管理技術の向上に取り組む。

・観光部局と連携し、イベントと連携した道路飾花を行うことで相乗効果を高め、観光客へのイメージアップが図れるよう
取り組む。
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将来像Ⅱ：心豊かで､安全・安心に暮らせる島を目指して

No.40 被虐待児等地域療育支援体制構築事業「◎：達成」

児童養護施設等を地域の社会的養護の
支援拠点とすることを目的に、専門の心
理療法士や療育支援コーディネーター等
を配置し、特別なケアを必要とする地域
の被虐待児等要保護児童やその家庭等へ
の支援体制を構築する。

専門の心理療法士、療育支援コーディネーター等の配置やパンフレットによる事業内容の周知活動等を実施することで、特別
なケアを必要とする地域の被虐待児等要保護児童やその家庭等への支援体制の構築が図られたことから、成果目標を達成するこ
とができた。

成果目標

機能強化した支援拠点におけ

る特別なケアを必要とする児童

の支援数 ２８人

【推進上の留意点】
本県は、里親委託率やファミリーホーム設置率等が全国よりも高く、機能強化した支援拠点における特別なケアを必要とする児童

やその家庭等への支援のニーズは高い。

取組みの検証

【改善余地の検証】
・より効果的に里親や児童への支援を実施するためには、更なる利用促進につながるよう本事業の周知を図っていく必要がある。

・支援を必要とする児童や家庭等が利用しやすい環境整備の取り組みを検討する必要がある。

今後の取組み方針

・利用促進につながるようパンフレットの内容を検討し事業の周知に努める。

・里親サロン、交流会や研修会の場などを活用して周知活動を行い、利用促進を図る。

・児童養護施設で実施する各種プログラムや勉強会等の内容を検討し、支援を必要とする児童や家庭等が利用しやすい環境
を構築していく。

成果実績

機能強化した支援拠点におけ

る特別なケアを必要とする児童

の支援数 ５３人
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No.46 障害者就労チャレンジ事業「未：未達成」

就労支援事業所等の総売上高の向上を図
るため、商品開発・祭り出展を行うほか、
企業マッチングコーディネーターによる新
規取引先の拡大、農業マッチングコーディ
ネーターによる担い手不足の農家と事業所
のマッチング等を行う。

売上総利益の向上を図るため、産業祭り等への出展や企業マッチングコーディネーターの配置等を実施したが、新規参入の事業所
が多く、職業支援の体制が初期段階で脆弱な事業所が多かったことから、成果目標の達成には至らなかった。

成果目標

就労支援事業所売上総利益の向上

実績値：4.6億円（H24年度）

→ 目標値：6.7億円

【推進上の留意点】
・安定した生産量と売上高を確保することが難しいケースがある。

・新商品開発としてオリジナルブランド化した製品の広報や販売促進による売上向上が課題である。

・障害者優先調達推進法の施行により、官公需発注の窓口も強化する必要がある。

取組みの検証

【改善余地の検証】
・各障害者就労支援事業所の技術力、生産力は事業所により差があるため、共同受発注の体制強化を図る必要がある。

・産業まつり等への出展の他、ＷＥＢサイトや情報誌等での広報内容を検討する。

・障害者優先調達推進法による官公需発注については、沖縄県セルプセンターの共同受注窓口を強化し、官公庁のニーズに
適正に対応できる事業所の供給体制を整備し、発注増に努める。

今後の取組み方針

・総売上向上のため、オリジナルブランドの定着により売れる商品を継続して販売できる体制をつくる。

・県外向けのオリジナルブランド商品については、開設したオリジナルサイトの充実を図り、県外での販売促進・広報を重
点的に行う。

・共同受注への参加を希望する事業所などに働きかけることで、一般財団法人沖縄県セルプセンターの会員を増やし、共同
受注窓口体制を強化していく。

・障害者優先調達推進法に基づく官公需発注に対応するため、沖縄県セルプセンターに配置されている共同受注ポータル
サイトの専門コーディネーターを活用し、マッチングの強化を図り、比較的規模の大きい受注に対応可能な体制をつくる。

成果実績

就労支援事業所売上総利益の向上

実績値：4.6億円（H24年度）

→ 目標値：5.5億円
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No.59 長寿復活健康づくり事業「◎：達成」

沖縄県の長寿復活に向けて、市町村や
地域を巻き込んだ県民全体での健康づく
りに取り組むため、普及啓発、次世代へ
の健康教育、市町村の行う健康づくりモ
デル事業への助成など総合的な健康づく
りを推進する。

テレビ、ラジオCM等による広報や小中学校における副読本の配布、市町村の行う健康づくりモデル事業への支援に取り組み
、総合的な健康づくりの推進に向けて成果目標を達成することできた。

成果目標

健康おきなわ21の認知度

目標値 50%

小中学校での健康教育体制の充実

事業実施体制の確立

【推進上の留意点】
・健康おきなわ２１の認知度は高まっているところであるが、今後はどのように健康行動の実践に結びつけていくか、さらに広

報内容の工夫が必要である。

・副読本とあわせて教員用テキストの内容充実を図った。今後、学校現場での活用を促していく必要がある。

・市町村の行う健康づくりモデル事業の活動実績及び成果実績については、目標としていた５市町村を採択し、各地域の特性や課
題を踏まえた事業を実施することができた。

取組みの検証

【改善余地の検証】
・働き盛りの世代の接触が高い媒体やイベント等を検討するとともに、健康行動の実践につなげるための広報内容を検討する。

・副読本の活用を促進するため、学校現場にどのように働きかけていくか検討する必要がある。

・市町村の行う健康づくりモデル事業については、実施市町村の独自性や自主性をいかしながら、他市町村へ普及可能なモデル
事業となるよう、より効果的に推進する。

今後の取組み方針

・働き盛りの世代の接触が高い媒体やイベント等において、健康行動の実践につなげるための広報を検討し、実施する。

・副読本の活用を促進するため、教育庁と連携し、教員向けの研修会の充実を図るともに、活用状況を把握し、今後の活用促進の
方策を検討する。

・市町村の行う健康づくりモデル事業については、他市町村へ普及可能なモデル事業の実施体制確立のため、実施市町村と
意見調整を行いながら、効果の検証や普及の可能性について実証していく。

成果実績

健康おきなわ21の認知度

目標値 73%

小中学校での健康教育体制を充実

事業実施体制を確立
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将来像Ⅲ：希望と活力にあふれる豊かな島を目指して

No.19 沖縄離島体験交流促進事業「◎：達成」

将来を担う児童生徒が離島の重要性、
特殊性及び魅力に対する認識を深める
とともに、沖縄本島と離島との交流促
進による離島地域の活性化を図るため、
沖縄本島の児童生徒を離島に派遣し、
地域の人々や児童生徒との交流のもと、
体験学習や民泊等を実施する。

県内の18離島（16市町村）に沖縄本島の児童生徒3,457人を派遣し、体験学習や民泊等を実施することで、離島の重要
性、特殊性及び魅力に対する認識が深まり、成果目標を達成することができた。

成果目標

離島に派遣した沖縄本島の児童生

徒の離島の重要性、特殊性及び魅

力に対する認識が深まった割合

85%

【推進上の留意点】
・受入体制について、地元の理解を得る必要があることや、離島毎の受入体制の違いや風土によって体験プログラムの評価・

課題に差がある。

・当事業の認知度向上もあり、応募校が大幅に増加しているが、全ての応募校を派遣できていない状況である。

取組みの検証

【改善余地の検証】
・受入体制が整っていない離島に対し、適宜、事業目的や効果を説明し、地元の核になるコーディネーターを育成する

必要がある。

・受入先が応募校（応募数）の大幅な増加に対応するには限界があるため、別の観点からも取組効果の向上を図る
必要がある。

今後の取組み方針

・受入体制が整っていない離島に対し、適宜、事業目的や効果の説明を行う。

・地元の核になるコーディネーターを育成するためコーディネートの資質のあるリーダーを選定し、異なる取り組みを
している離島を視察してもらうことによって、島の良さや特徴に気づいてもらい、島特有の体験プログラム作りを行っていく。

・簡易宿所の許可取得による民泊の推進、体験プログラムの更新やガイドの養成などに取り組み、体験交流の質の向上を図る
こととする。

成果実績

離島に派遣した沖縄本島の児童生

徒の離島の重要性、特殊性及び魅

力に対する認識が深まった割合

93%
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No.77 プレミアム加工品開発支援事業「◎：達成」

県産農林水産物を活用したプレミア
ム加工品の開発・販路拡大を図るため、
商品開発研修を行うなど人材育成支援
や販路拡大を促進するプレミアム認証
の支援を行う。

付加価値の高い商品の開発支援として、国際的な評価認証取得支援を実施し、モンドセレクションへ2件申請し「銀賞」を
受賞、ｉTQｉ（優秀味覚賞）へ1件申請し、「一つ星」を受賞し、成果目標を達成することができた。

成果目標

モンドセレクション・ｉＴＱｉへ

の申請 ２件

【推進上の留意点】
・農業経営規模が小さい零細事業者が多いため、商品開発に必要な機材・施設の整備を行う際、資金面での課題が大きい。

・一定の経営基盤を有したうえで、今後は新たな商品開発や、他業種との連携で事業拡大を目指す等、更なるステップアップ
を目指す事業者もおり、個々の成熟度に合わせた支援が求められている。

・開発された商品については、テストマーケティングや販売会など、更なる県内外への販路開拓支援が求められている。

取組みの検証

【改善余地の検証】
・商品開発プロセスの実効性をより高めるためには、人材育成や販路拡大支援と併せて初期投資にかかる資金面をサポート

できる施策が必要である。

・更なるステップアップに取り組む事業者に対しては、国の6次産業化ネットワーク交付金を活用できるよう、総合的な
サポートが必要である。

・テストマーケティングや商談会と併せて商品PRを行う販促イベントの開催が必要である。

今後の取組み方針

・後継事業において、人材育成と併せて商品開発に必要な機材等の整備を支援することにより、初期投資の負担軽減を行う。

・更なるステップアップに取り組む事業者に対しては、6次産業化支援事業において、サポートセンターによる総合化事業計画
の作成支援や、施設整備の補助など認定事業者に対するフォローアップを実施する。

・後継事業において、開発商品のPRやテストマーケティング等の場として加工品グランプリ（仮称）を開催する。

成果実績

モンドセレクション・ｉＴＱｉへ

の申請 ３件
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No.127 新産業研究開発支援事業「未：未達成」

沖縄をイノベーションの拠点とするた
め、技術力の高いベンチャー企業の優れ
た研究や研究成果の事業化について、支
援する。

商品化に向けてハンズオンマネージャーによる採択企業への各種支援に取り組んだところであるが、研究活動及び研究成
果の事業化に時間を要したことから、成果目標を達成することはできなかった。

成果目標

採択企業による商品化 ２件

【推進上の留意点】
・支援企業の研究及び研究内容の事業化に向けた開発期間が長期化している。

・補助期間内に事業化に至らない場合はもとより、事業化に至ったとしても、その後の事業拡大のために資金調達が
必要である。

取組みの検証

【改善余地の検証】
・基礎的な研究が既に完了し、商品化に向けた研究段階に進展している企業に対して支援を行い、早期に商品化に繋げる必要

がある。

・研究の進捗、事業化に関するハンズオン支援とは別に、資金調達や経営に関するハンズオン支援（ノウハウを有する人材
とのマッチングを含む）が必要である。

今後の取組み方針

・ハンズオンマネージャーによる研究進捗管理及び研究成果の事業化計画への反映、研究機関やベンチャーキャピタル等との
マッチング支援等を行うことで、研究内容の事業化に向けた開発期間の短縮化を図る。

・営業人材の育成や資金調達などの経営面の支援について、他の事業と連携して取り組むことで、研究成果の事業化を
促進する。

・補助企業の選定に当たっては、採択審査委員会で商品化に向けた研究段階等を分析し、早期に実現可能な事業の採択を行う。

・委託事業者及び補助事業先の選定を早め、ハンズオン支援活動及び研究事業期間の長期化により、目標とする商品化数の
実現を図る。

成果実績

採択企業による商品化 ０件
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No.158 ＩＴ人材力育成強化事業「◎：達成」

情報通信関連産業の振興を担う人材を
育成するため、システム開発業務を通し
た講座等を実施し、県内ITエンジニアの
知識・技術の高度化、強化を図る。

講座受講企業のニーズを再調査したこと等により、当初計画から講座の種類や1講座あたりの開講日数に変動が生じたも
のの、情報通信関連産業の振興を担う人材の育成を行い、成果目標を達成することができた。

成果目標

県内エンジニアの知識や技

術の高度化・強化のための高

度IT講座受講者数 600人

【推進上の留意点】
・人材育成講座の需要は新入社員の入社等のある4月、5月に集中していることから、年度当初から取組が実施できるよう事業

スキームを検討する必要がある。

・県内における指導者育成プログラムが十分でなく、県内のIT関連講師が少ないことから、IT技術者に加えてIT関連講師の育成
が必要である。

・現時点で、県内の高度IT人材がどの程度増えたか指標がないため、「人材育成の見える化」が課題となっている。

取組みの検証

【改善余地の検証】
・事業効果の向上を図るため、講座需要の高い時期に事業を早期執行する必要がある。

・県内IT関連講師の育成に力を入れ、県内講師の派遣を増加させる必要がある。

・「人材育成の見える化」により現状を把握することで、受講者の更なるスキルアップを促進する必要がある。

今後の取組み方針

・人材育成講座の早期実施について、年度前公募の実施等、事業実施体制を見直すことで、引き続き年度当初からIT人材育成
の講座を開始する。

・講座受講者の中から、講師人材を発掘して育成を行うとともに、県内IT関連団体と連携して県内のIT関連企業における
講師人材等について調査を実施する。

・新たに資格取得講座を開講し、県内IT人材のスキルアップを図るとともに、県内IT企業の資格保有者の調査を実施し、
今後の比較資料として活用する。

成果実績

県内エンジニアの知識や技

術の高度化・強化のための高

度IT講座受講者数 759人
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No.166 金融人材育成支援・投資環境ＰＲ事業「◎：達成」

経済金融活性化特区の創設に伴い、
本県における経済金融の活性化を図る
ため、人材確保・育成、金融投資環境
のPR、構想実現のための調査を行う。

金融講座受講者の資格試験合格率やPRセミナー参加者数について、目標を上回る実績となっており、金融人材の育成と
金融投資環境のPRが図られた。

構想推進にあたり、アジアPTS市場の実現イメージや中長期的に取り組む課題が明確となったほか、金融事業者から、
新たな金融ビジネスの提案をとりまとめ、次年度以降の取組テーマを整理することができ、目標を達成することができた。

成果目標

金融人材育成支援事業による求

職者講座における資格試験合格率

50.0％

PRセミナー参加者 200名

構想推進にあたっての課題の明

確化と解決手法の検討

【推進上の留意点】
・金融関連企業が求める金融人材について求職者と雇用のミスマッチがあることから、より的確に企業ニーズを把握・検証し、

キャリアアップにつながるよう講座内容の改善を検討する必要がある。

・制度創設間もないことから、国内外において、経済金融活性化特別地区の周知が必要である。

取組みの検証

【改善余地の検証】
・金融人材育成講座の更なる充実を図るとともに、特区内の立地企業や求職者のニーズ等に合った内容の講座を開催する必要

がある。

・経済金融活性化特別地区に関するセミナーに加え、新聞や情報誌等の活用を含めて、沖縄の投資環境をＰＲする必要がある。

・また、効果的なセミナーの実施に向け、国内外の企業に対してアンケート調査を行い、経済金融活性化特区への立地可能性
を把握する必要がある。

今後の取組み方針

・経済金融活性化特区内の立地企業へ継続的にヒアリングを行うことにより、金融関連企業の求める人材を把握・検証し、
金融関連企業でキャリアアップできるよう体系的な講座を実施する。

・経済金融活性化特別地区の認知状況等を把握するため、国内外企業にアンケート調査を実施し、次年度以降のＰＲの手法に反
映する。

・アンケートから得られた情報を基に、国内外の企業を訪問し、誘致活動を実施する。

・経済金融活性化特別地区に立地している金融関連企業と連携したＰＲを行う。

成果実績

金融人材育成支援事業による求

職者講座における資格試験合格率

65.1％

PRセミナー参加者 204名

構想推進にあたっての課題の明

確化と解決手法の検討の実施
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No.169 戦略的雇用対策事業「○：概ね達成」

若年者・中高年・一人親家庭の親な
ど、様々な背景を持つ求職者に対応す
るため、これらのニーズに応じたきめ
細かな研修・訓練事業を実施すること
により人材育成を図りつつ、企業説明
会・合同面接会などマッチング機会を
増やすことで、効果的な雇用対策を行
う。

成果目標である新規就職者数については、合同企業説明会・面接会への参加者数が減少したことにより、目標値には届か
なかったことから、概ね達成とする。

成果目標

フォローアップ調査における

事業の支援による新規就職者

数 445人

【推進上の留意点】
・長期の座学研修受講が必要な求職者が一部いる。

・近年ハローワーク求職登録者数が減少しており、本事業の参加求職者も同様に減少していることから、合同企業説明会以
外の取組みを含め、事業周知を図り、参加求職者を増加させることが課題である。

取組みの検証

【改善余地の検証】
・長期の座学研修が必要なひとり親の求職者については、座学研修期間を１ヶ月受講できるメニューを新設し、受入企業との

マッチングができるよう対応する。

・新たに「職場見学」の機会を設け、求職者が企業の雰囲気や業務内容をより詳しく知った上で、応募できる流れも追加し、
求職者がより参加しやすい合同企業説明会を実施する。また、就職セミナーも新たに開催し、求職者の掘り起こしを図る。

今後の取組み方針

・座学研修期間を５日または１ヶ月の２コースを設置し、求職者のレベルに応じた研修を行い、就職支援を行う。

・「職場見学」を新たに加え、求職の流れを広く周知し、参加求職者の増加を図る。

成果実績

フォローアップ調査における

事業の支援による新規就職者

数 420人
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No.182 沖縄特例通訳案内士育成事業「○：概ね達成」

外国人観光客に対する通訳案内士の絶
対的不足に対応するため、沖縄振興特別
措置法に盛り込まれた「沖縄特例通訳案
内士」の育成を図る。

沖縄特例通訳案内士の育成研修を沖縄本島中南部・北部・宮古・八重山の４地域において実施したが、登録者は成果目標
には至らず概ね達成となっている。

成果目標

沖縄特例通訳案内士登録者数

100人

【推進上の留意点】
・今年度の外国人観光客は過去最高の約99万人に達し、引き続き外国人受入体制の強化を図るため本事業の推進を図る必要

がある。

・資格取得者に対するアンケート調査によると、未就労者が43.2％存在し、就業していない主な理由として一定の収入が
見込めないため（仕事の量が少ない）が25％であることから資格取得者の就業の機会確保のためのフォローアップ対策が
必要である。

取組みの検証

【改善余地の検証】
登録者に対するフォローアップ支援（マッチング会の実施やOJTツアー研修等）を実施することで就業の機会の確保を

図る必用がある。

今後の取組み方針

研修の充実及び周知広報を実施し、今年度資格取得者の活動状況を踏まえ、フォローアップ支援の中でも特にマッチング会を
2回以上及び参加企業を10社から20社に増やすことで、多くの資格取得者に情報交換の機会を与え、ガイド活動につながる支援
を行う。

成果実績

沖縄特例通訳案内士登録者数

82人
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No.１ おきなわ国際協力人材育成事業「○：概ね達成」

国際協力に貢献できる人材を育成す
るため、国際協力出前授業を実施すると
ともに、県内学生を海外に派遣し、ＯＤ
Ａ・NGO現場の視察や現地の人々との
交流等を体験させる。

青年海外協力隊ＯＢなどによる出前授業の実施や、アジア・太平洋地域の開発途上国３ヵ国（ラオス、フィリピン、バングラ
デシュ）への派遣を行うことで、国際協力に貢献できる人材の育成に向けて概ね成果目標を達成することができた。

成果目標

出前授業の実施により国際協

力の必要性が理解できた生徒の

割合 100%

開発途上国への派遣により将

来、国際協力活動に携わりたい

と思うようになった生徒の割合

100%

【推進上の留意点】
・受講対象に合わせた講義内容の調整、幅広い国際協力のあり方の提示といった、目標達成に向けたきめ細かい取り組みが必要

・長期の海外滞在で体調を崩す学生や、夏の実施のため台風発生による緊急対応などが生じたことから、安全対策のさらなる強化
を要する。

取組みの検証

【改善余地の検証】
・出前授業の実施前に受講者達の習熟度を予め調査したり、受講規模にあわせて複数の出前授業のプログラムを用意するなど工夫

が必要である。

・海外派遣に関しては、学生の体調管理、天候不良等による緊急対応等、安全管理や危機管理に関して、より具体的なマニュアルや
管理体制を整える必要がある。

今後の取組み方針

・出前授業では、事前に実施校に調査するなどして受講者達の国際協力への習熟度を把握し、受講規模や人数によって伝え方を
工夫するなど、実施対象に合わせた講義内容の充実を図り受講生の理解度を高めるよう努める。

・海外派遣の学生達の健康面や治安面の安全確保については、常に、現地国情勢について情報収集を行うとともに、委託契約の中で
看護師の随行や、台風時など緊急事態における危機管理マニュアルの策定を義務づけるなど、健康、安全両面での管理体制を整え
る。

将来像Ⅳ：世界に開かれた交流と共生の島を目指して

成果実績

出前授業の実施により国際協

力の必要性が理解できた生徒の

割合 97%

開発途上国への派遣により将

来、国際協力活動に携わりたい

と思うようになった生徒の割合

92%
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将来像Ⅴ：多様な能力を発揮し、未来を拓く島を目指して

No.255 離島・へき地における学習支援事業「◎：達成」

離島・へき地における進学に不利な
条件を改善し、進路の選択幅拡大及び進
路実現を図るため、学習支援員を配置し
て生徒の進学を支援する事業を実施する
離島・へき地の市町村に対する支援を行
う。

６市町村９箇所において学習支援室を開設し、学習支援員による進学支援を実施することにより、離島・へき地における生徒
の進路の選択幅拡大及び進路実現が図られ、成果目標を達成することできた。

成果目標

○高校入試の県平均点と支援す

る地域の平均点の差

H24年度実績：-23点

H26年度目標：-10点以内

○支援する中３生徒全員が志望

する高等学校へ合格する。

【推進上の留意点】
・離島・へき地のため、学習支援員の確保が難しい状況である。

・高校入試の県平均点と支援する地域の平均点の差は縮まりはしたものの、依然差がある。

取組みの検証

【改善余地の検証】
・学習支援員の確保につなげるため、中学校で勤務している非常勤講師を学習支援員として採用するような、学校との連携を

考える必要がある。

・基礎学力等の確かな学力の定着に向け、教師の授業力向上を講じる必要がある。

今後の取組み方針

・学習支援員の確保につなげるため、学校との意見交換の場を設定し、中学校の非常勤講師を学習支援員として採用するなどの

連携を考える必要がある。

・離島へき地における公平な教育機会の提供のため、教育課程における教師の授業力向上が求められる。具体的な授業改善に

当たっては、学校への支援訪問等において、教材分析力や発問、板書や生徒への接し方等に関する指導助言を行う。

成果実績

○高校入試の県平均点と支援す

る地域の平均点の差

H24年度実績：-23点

H26年度実績：-7.7点

○支援する中３生徒全員が志望

する高等学校へ合格できた。
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No.253 戦中戦後の混乱期における義務教育未修了者支援事業「○：概ね達成」

戦中戦後の混乱のために義務教育を修
了できなかった者のうち、学習機会の提
供を希望する者の学習支援の要望に対応
するため、県民への広報活動を行うとと
もに、ＮＰＯ法人等の民間教育施設等へ
業務委託し、対象者に応じた学習を実施

対象者の実態調査やチラシ配布などの広報活動により、新たな学習支援希望者を把握するとともに、新たな地区における学習
支援施設を開設することで、概ね成果目標を達成することができた。

成果目標

学習支援希望者の地区内での

就学率

H24年度までの実績：38％

H26年度目標：70％

【推進上の留意点】
・国勢調査に基づく対象者約1,600人に対し、把握できている希望者は41人に留まっている。

・地区によっては、希望者２～３人と少なく、学習支援施設としてＮＰＯ等の応募がない地区もあり、学習機会の提供が困難で
あった。

取組みの検証

【改善余地の検証】
・希望者の増加や事業効果を上げる観点から、対象者への周知方法について見直す必要がある。

・希望者が少なく、学習支援施設がない地区の方々への学習支援について、市町村と連携を図りながら、学習支援方法等を
含めて検討が必要である。

・本事業対象希望者と実態調査以外に学習支援を希望する方の詳しい実態把握が必要である。(実態とニーズの把握)

今後の取組み方針

・広く県民に事業を周知できるよう、マスコミ等を活用したり、各市町村教育委員会を訪問し担当者との情報連携を進める
とともに、地域への広報を実施する。

・各事業所の受け入れ可能状況を把握し、近隣市町村の就学希望者を、通学可能な３地区で就学できるよう近隣市町村教育委員会
と連携して就学を支援していく。

・本事業対象者(昭和7年～16年生まれ)と、これまで対象外(昭和16年以降生まれ)で戦前戦後の状況で学習が困難で学習支援を
希望する方も在籍していることから、実態把握を行いニーズを調べ、今後の本事業の継続等を検討する。

成果実績

学習支援希望者の地区内での

就学率

H24年度までの実績：38％

H26年度目標：55％
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事業概要

H26事業内容

30
H24
～

H28

　豊かな自然環境の基盤であるサンゴ礁
の保全再生を図るため、サンゴ種苗生
産、植え付けによるサンゴ礁再生の実証
事業、調査研究、民間団体等への支援を
行う。

・サンゴ群集再生実証　面積1.5ha
・遺伝的多様性に配慮した植え付けを行う
　ための科学的情報の蓄積及び技術開発
・サンゴ礁保全活動の拡充

・サンゴ群集再生実証　面積1.76ha
・遺伝的多様性に配慮した植え付けを行う
　ための科学的情報の蓄積及び技術開発
・サンゴ礁保全活動の拡充（14団体）

◎

32
H24
～

H29

　豊かな自然環境の基盤であるサンゴ礁
をオニヒトデの食害から保全するため、定
期的に繰り返されるオニヒトデの大量発
生の予察及びメカニズムを解明する調査
研究や駆除対策の検討を実施する。

  実証海域（恩納村、慶良間）での確実なデー
タ収集及び海外研究機関との連携による研究
の推進

  実証海域（恩納村、慶良間）での確実なデー
タ収集及び海外研究機関との連携による研究
の推進

◎

34
H24
～

H33

　沖縄本島北部地域（やんばる地域）にお
ける希少種の生息域の回復を図るため、
マングースの捕獲及び希少種回復調査を
行う。

　沖縄県北部地域におけるヤンバルクイナの
推定生息範囲の増加

173メッシュ（H23)　→　177メッシュ

　沖縄県北部地域におけるヤンバルクイナの
推定生息範囲の増加

173メッシュ（H23)　→　189メッシュ

◎

226
H26
～

H33

　ヤンバルクイナ等のロードキル（野生生
物の交通事故等、道路に関わる事故）防
止、道路利用者の走行に対する安全確
保のため、社会資本整備を行う。

対策箇所における事故原因を把握し、箇所ご
との対策実施計画を策定　５箇所

－ 繰

28
H24
～

H33

　県内海域における赤土等の堆積状況を
経年的に把握し、海洋環境の保全を図る
ため、①赤土等堆積状況調査、②生物生
息状況調査を実施する。

　サンゴ礁等の海洋環境保全に向けた重点監
視海域等における赤土等堆積状況及び生物
生息状況の把握

　サンゴ礁等の海洋環境保全に向けた重点監
視海域等における赤土等堆積状況及び生物
生息状況の把握

◎

29
H25
～

H33

　赤土等流出防止対策の推進を図るた
め、赤土等流出防止活動を行う団体への
支援のほか、環境教育等を実施する。

①赤土等流出防止活動への参加人数･･･500
人(H25)→640人
②環境教育等への参加人数･･･350人(H25)→
500人
③上記の人数のうち、活動への継続的な参加
意思を示した方の割合70％

①赤土等流出防止活動への参加人数･･･500
人(H25)→919人
②環境教育等への参加人数･･･350人(H25)→
627人
③上記の人数のうち、活動への継続的な参加
意思を示した方の割合57％

○

33
H25
～

H28

　「奄美・琉球」の世界自然遺産登録の実
現を図るため、世界自然遺産候補地にお
ける自然環境の利用と保全の現状と将来
の利用予測をした上で対策を検討する。

　世界自然遺産候補地における自然環境を利
用したサイトの現況調査と将来利用予測の適
正かつ確実な実施

　世界自然遺産候補地における自然環境を利
用したサイトの現況調査と将来利用予測の適
正かつ確実な実施

◎

85
H24
～

H28

　赤土等流出防止対策について自立的で
持続的な取組を推進するため、農業環境
コーディネーター育成や支援組織の構
築、対策に伴う資金や労働力を確保する
ための手法を確立する。

・コーディネーター業務試行の地区数　５地区
(コーディネーターの人数７人)

・コーディネーター業務試行の地区数　５地区
(コーディネーターの人数７人)

◎

101
H24
～

H28

 排水規制の強化に適切に対応する処理
技術や液肥化による再利用技術等の検
討及び普及を図るため、技術者育成、農
家普及に資する優良技術の検証等を実
施する。

畜産排水対策指針の策定
技術指導者用マニュアルの作成

畜産排水対策指針を策定
技術指導者用マニュアルを作成

◎

111
H25
～

H26

「農地」における赤土等の流出量を推算
し、流出防止対策の効果検証及びその進
捗を視覚的に管理・運用するためのシス
テム開発を行う。

　農地からの赤土等流出の現状を踏まえた進
捗管理システムの構築　６市町村
（H25年度５市町村→11市町村へ増加）

　農地からの赤土等流出の現状を踏まえた進
捗管理システムの構築　６市町村
（H25年度５市町村→11市町村へ増加）

◎

116
H24
～

H28

　沖縄の観光、文化及び産業の振興を図
り、沖縄らしい亜熱帯島しょ特有の自然
環境や景観を病害虫から保全するため、
被害調査や防除技術の研究、防除対策
を実施する。

・天敵昆虫の増殖技術のマニュアル化(暫定
版）
・松くい虫被害量
（H26年度）14,330m3→13,100m3

・天敵昆虫の増殖技術のマニュアル化(暫定
版）
・松くい虫被害量
（H26年度）14,330m3→1,979m3

◎

ｳ．自然環境の再
生

26
H24
 ～
H33

　失われた沖縄らしい自然環境の再生を
図るため、自然環境の変遷等の実態調
査・検討等を行い、自然環境再生指針を
策定し、普及啓発等を行う。併せて、自然
環境再生モデル事業の実施に向けた検
討等を行う。

自然環境再生指針の策定 自然環境再生指針を策定 ◎

ｴ．自然環境の適
正利用

27
H24
 ～
H26

　潮流の変化に伴う汚染物質の拡散等に
よる環境影響を的確に把握し、より効果
的な環境保全措置を講じるため、本県の
サンゴ礁地形に適した精度の高い潮流シ
ミュレーションモデルを構築し、当該モデ
ルの普及を図る。

　サンゴ礁地形に適した潮流シミュレーション
モデルの構築

　サンゴ礁地形に適した潮流シミュレーション
モデルを構築

◎

（
１

）
自
然
環
境
の
保
全
・
再
生
・
適
正
利
用

基
本
施
策

施
策
展
開

事
業
番
号

ｲ．陸域・水辺環境
の保全

事　業　名

計
画
期
間

H26成果実績（指標）

うちなーロードセーフティ事業

赤土等流出防止海域モニタ
リング事業

オニヒトデ総合対策事業

赤土等流出防止活動支援事
業

世界自然遺産登録推進事業

沖縄らしいみどりを守ろう事
業

H26成果目標（指標）

マング－ス対策事業費

サンゴ礁地形に適した潮流
シミュレーションモデル構築
事業

サンゴ礁保全再生事業

自然環境の保全・再生・防災
機能戦略的構築事業

評価

ｱ．生物多様性の
保全

沖縄の自然環境保全に配慮
した農業活性化支援事業

沖縄型畜産排水対策モデル
事業

赤土対策進捗管理システム
開発事業

平成26年度沖縄振興特別推進交付金事業成果一覧（沖縄２１世紀ビジョン体系別）

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰

将来像Ⅰ：沖縄らしい自然と歴史、伝統、文化を大切にする島を目指して
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事業概要

H26事業内容

（
１

）
自
然
環
境
の
保
全
・
再

生
・
適
正
利
用

ｴ．自然環境の適
正利用

31
H24
～

H26

　自然資源の過剰な利用による自然環境
の劣化を防ぎ、自然環境の持続可能な利
用と保全のバランスをとりながら、次世代
に豊かな自然・文化を継承し、同時に観
光産業の持続的な発展を図るため、保全
利用協定制度を利用したモデル地域の構
築、同制度の普及啓発事業及びブランド
化等を実施する。

保全利用協定認定数の
増加  ２地域 → ８地域

保全利用協定認定数の
増加  ２地域 → ５地域

未

（
２

）
持
続
可
能
な
循
環
型
社

会
の
構
築

ｱ．３Ｒの推進 100
H24
～

H26

　養豚における環境問題の改善効果に優
れ、効率的に豚ふん尿の再利用が図れ
るオガコ養豚方式普及のため、実証展示
ほによる課題検証やオガコ養豚転換に係
る費用の助成を実施する。

オガコ養豚方式導入農家数　 6戸
(県内養豚農家のうち、オガコ養豚方式採用農
家割合6％→8％)

－ 繰

ｱ．地球温暖化防
止対策の推進推進

24
H24
～

H28

　沖縄の観光資源である自然環境を保全
しながら、観光振興を図るため、観光関
連事業者が行う総合的・複合的な環境対
策に対する補助及び省エネ効果等の検
証を行う。

　持続的な観光振興に向けた環境保全効果

　※事業実施による二酸化
　　炭素排出削減量：1,455t

　持続的な観光振興に向けた環境保全効果

　※事業実施による二酸化
　　炭素排出削減量：1,810t

◎

130
H24
～

H26

　島しょ型スマートグリッドモデル地域の
形成を目指すため、再生可能エネルギー
導入に伴う系統安定化対策技術等の実
証実験や、ＥＶ及び省エネ住宅等の普及
促進を図る。

クリーンエネルギー
推定発電量

4.9×10
6
kWh （Ｈ24実績　0.9×10

6
kWh）

クリーンエネルギー
推定発電量

6.1×10
6
kWh

◎

131
H24
～

H26

　沖縄県において、十分に利活用されて
いない地産エネルギーの有効活用を促進
し、エネルギー自給率の向上を図るととも
に、産業の振興を図るため、海洋深層水
を利用した海洋温度差発電の実証実験
及び天然ガスの試掘調査を行う。

・実証試験設備の12ヶ月連続運転とデータ取
得（海洋温度差）

・県内での試掘結果による天然ガス可能性評
価。３試掘地の天然ガスの利活用計画を検討
し、方針を決定（天然ガス）（Ｈ24実績　試掘場
所選定３か所）

・実証試験設備の12ヶ月連続運転とデータ取
得（海洋温度差）

・県内での試掘結果による天然ガス可能性評
価（天然ガス）

△

132
H24
～

H26

　離島地域における自然エネルギー地産
地消の循環型社会を目指すため、宮古島
のバイオエタノール生産プラントを活用
し、その生産過程で産出される原料由来
の有価物を高付加価値化する研究開発
等の支援を行い、バイオ燃料製造に伴う
複合的システムを確立する。

栽培試験を実施し、規格・品質管理方法を確
立する。（６件）
※　土地に適した配合率、散布量、成長促進
有効成分濃度、保存濃度等の決定。

・肥料登録―４件

栽培試験を実施し、規格・品質管理方法を確
立する。（１１件）
※　土地に適した配合率、散布量、成長促進
有効成分濃度、保存濃度等の決定。

・肥料登録―４件

◎

4
H26
～

H33

　離島住民を含め多くの県民が琉球政府
文書を利用できるようにするため、紙資料
をデジタル化し、インターネットで閲覧でき
るようにする。劣化の激しい資料について
は、デジタル化の前に修復を行う。

　離島住民を含む県民の利用に向けた琉球
政府文書のデジタル化の推進

H25　1,280簿冊　→　H26　12,800簿冊
　　　　　　　　　　　（11,520簿冊増） (累計)

　離島住民を含む県民の利用に向けた琉球
政府文書のデジタル化の推進

H25　1,280簿冊　→　H26　25,454簿冊
　　　　　　　　　　　（23,356簿冊増） (累計)

◎

212
H26
～

H28

　沖縄文化の基層である「しまくとぅば」を
次世代へ普及・継承するため、全県的か
つ横断的な普及活動や県民運動等を行
う。

「しまくとぅば」読本を作成し、県内の全小５、
中２の児童生徒に配布する数 各18,000部

しまくとぅば県民大会参加者数 600人

「しまくとぅば」読本を作成し、県内の全小５、
中２の児童生徒に配布する数 各18,000部

しまくとぅば県民大会参加者数 610人

◎

213
H24
～

H29

　本県独特の自然・歴史・文化を沖縄遺
産と位置づけ、沖縄遺産の目玉となる旧
石器時代の人骨を発掘することにより、
遺跡を利用した新たな観光資源を創出す
る。

旧石器人骨化石の発見　１件

旧石器人類関係イベント（記者発表、現地見
学会、講演会等）への参加者数
　626名(H25)→1,000名

旧石器人骨化石の発見　１件

旧石器人類関係イベント（記者発表、現地見
学会、講演会等）への参加者数
　626名(H25)→1,046名

◎

260
H26
～

H30

　組踊とこれに関連する琉球舞踊、琉球
古典音楽等の無形文化財について、教育
普及を推進し次世代への保存継承を図る
ため、県内の児童生徒に鑑賞させる。

組踊等に関する理解・関心を深めた児童生徒
2,450人

組踊等に関する理解・関心を深めた児童生徒
1,590,人

未

261
H24
～

H33

　琉球史の教育への利活用や研究の進
展等を図るため、琉球王国の外交文書
「歴代宝案」や交流史等に関する資料を
編集・刊行するとともに、保存・活用のた
めのデジタル化、テキスト化を行う。

琉球史の教育への利活用や研究の進展等を
図るため、

○琉球王国外交文書等の編集刊行　５冊（配
布900件）

○琉球王国交流史料等のデジタル化　800枚
/頁

琉球史の教育への利活用や研究の進展等を
図るため、

○琉球王国外交文書等の編集刊行　５冊（配
布935件）

○琉球王国交流史料等のデジタル化　945枚
/頁

◎

（
４

）
伝
統
文
化
の
保
全
・
継
承
及
び
新
た
な
文
化
の
創
造

沖縄遺産のブランド開発・発
信事業

しまくとぅば普及継承事業

環境保全型自然体験活動推
進事業

事　業　名

オガコ養豚普及促進事業

スマートエネルギーアイラン
ド基盤構築事業

評価

（
３

）
低
炭
素
島
し
ょ
社
会
の
実
現

ｲ．クリーンエネル
ギーの推進

基
本
施
策

施
策
展
開

事
業
番
号

観光施設等の総合的エコ化
促進事業

ｱ．沖縄の文化の
源流を確認できる
環境づくり

未利用資源・エネルギー活
用促進事業

離島地域エネルギー自給高
度化支援事業

H26成果実績（指標）

計
画
期
間

H26成果目標（指標）

琉球政府文書デジタル・アー
カイブズ推進事業

組踊等教育普及事業

琉球王国外交文書等の編集
刊行及びデジタル化事業

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰

将来像Ⅰ：沖縄らしい自然と歴史、伝統、文化を大切にする島を目指して
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事業概要

H26事業内容

208
H26
～

H28

　沖縄独自の文化の保全・継承や芸術文
化創造活動等を持続可能なものとするた
め、文化・芸能の受発信機能、新たな芸
能の創造機能、専門人材の育成機能を
持つ文化発信交流拠点の整備を行う。

事業計画及び実施運営モデルの作成 事業計画及び実施運営モデルの一部作成 未

209
H24
～

H28

　本県の多様で豊かな地域の伝統芸能・
文化の保存継承、芸術文化の創造発信
を行うため、文化資源を活用した芸術文
化の創造発信に 取り組む団体等に支援
する。加えて、PDCAサイクルによる事業
評価システムを導入し、補助事業の成果
の充実及び効果的な支援をし、「沖縄版
アーツカウンシル」のあるべき姿を構築す
る。

・支援団体等が実施する沖縄文化を活用した
事業による文化芸術の保存継承、創造発信
(ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの開催、公演、Hp開設など）。

・継続的に沖縄文化を活用した事業実施を可
能とする支援団体等の組織強化。
法人化率　80％

・支援団体等が実施する沖縄文化を活用した
事業による文化芸術の保存継承、創造発信
(ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの開催、公演、Hp開設など）32件

・継続的に沖縄文化を活用した事業実施を可
能とする支援団体等の組織強化。
法人化率　５７％

○

206
H25
～

H27

　沖縄を発祥の地とする沖縄伝統空手
を、独自の文化遺産として保存・継承・発
展させるための拠点として、空手道会館
（仮称）を建設する。

空手道会館（仮称）実施設計の完了

空手道会館（仮称）本体工事の着手
－ 繰

210
H25
～

H29

　沖縄を発祥の地とする沖縄伝統空手道
を保存・継承・発展させるため、セミナー
の開催や指導者の海外派遣等を実施し、
国内外での沖縄伝統空手道の普及・啓発
並びに世界中の空手愛好家の来訪促進
を図るとともに、指導者・継承者の育成を
図る。

沖縄伝統空手・古武道国際セミナーの参加者
数　120名

指導者海外派遣者数
 ６名程度

沖縄伝統空手・古武道国際セミナーの参加者
数　124名

指導者海外派遣者数
 ８名

◎

259
H26
～

H30

　沖縄の歴史・文化への普及・啓発を行う
ため、国指定文化財、県指定文化財、市
町村指定文化財を紹介する書籍、６冊を
刊行する。刊行後は、県内の学校及び公
立図書館を中心に配布するとともに、ハ
ンドブック版については、観光客へのサー
ビスとして世界遺産などの文化財と関連
する施設に配布し、目に触れるようにす
る。

文化財普及書６冊（有形文化財編、無形・民
俗文化財編、史跡･名勝編、天然記念物編、
埋蔵文化財編、ハンドブック編）刊行のための
編集・刊行計画策定

文化財普及書６冊（有形文化財編、無形・民
俗文化財編、史跡･名勝編、天然記念物編、
埋蔵文化財編、ハンドブック編）刊行のための
編集・刊行計画を策定

◎

150
H26
～

H28

　本県工芸産業の中核を担う工芸産地組
合の経営を高度化し、工芸産業の振興と
魅力ある雇用の場を創出するため、工芸
産地組合の高度化支援と次世代経営者
の育成を行う。

　工芸産地組合の経営高度化支援　２産地組
合　次世代経営者の育成　17名

　工芸産地組合の経営高度化支援　４産地組
合　次世代経営者の育成　20名

◎

151
H26
～

H30

　本県工芸品の認知度を向上し需要開拓
を図るため、高額品を中心とした工芸品
の常設展示に併せ、製作実演などを行う
ことにより、工芸品を宣伝普及する。

商談業者数　５社
（小売、卸等）

取材メディア数　10社

商談業者数　５社
（小売、卸等）

取材メディア数　11社

◎

152
H26
～

H29

　本県工芸産業を振興、発展させるため、
技術や技法の高度化、市場ニーズに対
応した製品開発、工芸分野の起業家の育
成推進する「沖縄工芸産業振興拠点施設
（仮称）」の整備に向けた基本計画策定を
行う。

基本計画の策定　１件 基本計画を策定　１件 ◎

153
H24
～

H26

　伝統工芸の新商品開発を促進するた
め、県外博物館等に所蔵されている沖縄
の伝統工芸資源（素材や技術、図案な
ど）の調査・収集・分析を行い、そのコンテ
ンツに由来する試作品開発等により市場
流通に結びつけるための取り組みを実施
する。

伝統文様などのデータベース(リスト)
H26：100%(1000点/1000点)

伝統文様などのデータベース(リスト)
H26：100%(1000点/1000点)

◎

154
H24
～

H29

　本県の工芸品を活用した工芸縫製製
品、金細工製品の製造が出来る技術者を
養成し工芸産業の振興を図るため、県外
の高度技術者を招へいし、伝統工芸品を
現代用途へと二次加工するための実践
的な研修等を実施する。

○工芸二次加工技術者の育成　12名 ○工芸二次加工技術者の育成　11名 ○

205
H24
～

H28

　沖縄の文化等を活用したコンテンツを創
出し、県の新たな成長産業としてのコンテ
ンツ産業を振興するため、制作プロジェク
トに対して投資ファンドによる制作資金の
供給を行うとともに、事業者に対して制作
段階に応じたハンズオン支援を行う。

投資プロジェクトの配給件数　２件 投資プロジェクトの配給件数　２件 ◎

211
H25
～

H29

　沖縄の多様な文化資源を活かした文化
産業の創出と育成及び観光をはじめとし
た関連産業への経済的波及を目的に、経
営的視点を持って文化芸術活動をマネジ
メントできる人材「アーツマネージャー」を
育成する。

ＯＪＴ派遣研修による人材の育成 ３名程度

講座受講者数 30名程度

講座の受講や派遣研修によって、スキルアッ
プが図られ、帰任後就職に至る人数（無職の
応募者も想定）

ＯＪＴ派遣研修による人材の育成 ７名

講座受講者数 107名程度

講座の受講や派遣研修によって、スキルアッ
プが図られ、帰任後就職に至る人数（無職の
応募者も想定）４名

◎

（
４

）
伝
統
文
化
の
保
全
・
継
承
及
び
新
た
な
文
化
の
創
造

基
本
施
策

施
策
展
開

事
業
番
号

ｳ．文化活動を支え
る基盤の形成

沖縄伝統空手道継承・発展
事業

（
５

）
文
化
産
業
の
戦
略
的
な
創
出
・
育
成

ｳ．文化コンテンツ
産業の振興

工芸産地組合高度化促進事
業

沖縄文化活性化・創造発信
支援事業

空手道会館（仮称）建設事業

事　業　名

工芸・ファッション産業宣伝普
及事業

H26成果実績（指標） 評価

計
画
期
間

H26成果目標（指標）

アーツマネージャー育成事業

ｲ．伝統工芸品等を
活用した感性型も
のづくり産業の振
興

工芸コンテンツ産業活用促
進事業

工芸縫製・金細工技術者養
成事業

沖縄工芸産業振興拠点施設
（仮称）整備事業

ｴ．文化の発信・交
流

みんなの文化財図鑑刊行事
業

沖縄文化等コンテンツ産業
創出支援事業

文化発信交流拠点整備事業

将来像Ⅰ：沖縄らしい自然と歴史、伝統、文化を大切にする島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰
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事業概要

H26事業内容

ｱ．沖縄らしい風景
づくり

235
H24
～

H33

　普遍的観光資源である沖縄独特の風
景・まちなみ景観の創生を図ることを目的
に、県民の風景づくりに対する意識向上
に向けたシンポジウム開催等広報啓発を
行うとともに、風景づくりに係る人材の育
成、景観向上に係る技術研究開発、県実
施公共事業に係る景観評価システムの
構築検討及び試行に係る取り組みを行
う。

県民の風景づくりに対する意識向上に向けた
シンポジウム参加者数　200名

地域の景観向上ヘの取り組みをリードする地
域人材数60名（６地区）

地域の景観活動への指導・助言・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ等
に係るスキルアップ研修受講者数　50名

景観評価システム案試行により景観配慮設計
等を行った事業数　９件

景観向上に係る技術開発件数　１件

県民の風景づくりに対する意識向上に向けた
シンポジウム参加者数　238名

地域の景観向上ヘの取り組みをリードする地
域人材数661名（６地区）

地域の景観活動への指導・助言・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ等
に係るスキルアップ研修受講者数　226名

景観評価システム案試行により景観配慮設計
等を行った事業数　８件

景観向上に係る技術開発件数　１件

○

35
H26
～

H28

　亜熱帯の特性を活かした沖縄らしい「花
と緑の名所づくり」を推進するため、「花と
緑の人材育成」、自立的かつ持続的に活
動する緑化団体の構築に向けた支援を
実施する。

自立的・持続的な緑化活動に向け緑化技術
の向上が図られた団体数　10団体

自立的・持続的な緑化活動に向け緑化技術
の向上が図られた団体数　６団体

未

223
H24
～

H33

　観光地沖縄の魅力を増大するため、観
光地アクセス道路等において花木・プラン
ター等を設置し、花いっぱい道路空間を
形成する。

沖縄らしい道路緑化に対する観光客の
満足度85％

沖縄らしい道路緑化に対する観光客の
満足度85％

◎

（
７

）
人
間
優
先
の
ま
ち
づ

く
り

ｳ．人に優しい交通
手段の確保

9
H24
～

H28

　県民及び外国人を含めた観光客の移動
利便性向上に資する公共交通の利用環
境改善を図るため、ＩＣ乗車券システム、ノ
ンステップバス、多言語対応機器の導入
支援等を実施する。

　公共交通の利用環境改善及び移動利便性
向上

・沖縄県における低床
　バスの導入率
　　4.39％ → 21.39％
　　（H23） 　（H26）

・ＩＣ乗車券システム
　導入事業者数　５社

－ 繰

事業概要

H26事業内容

58
H24
～

H28

　早世予防と平均寿命(健康寿命）の延伸
を図ることを目的として、生活習慣病のリ
スクの高い青壮年期の健康意識の向上、
行動変容（食事、運動、消費）に誘導する
新たな方法の開発・実証等を行う。

実証事業の体制確立 実証事業の体制を確立 ◎

59
H26
～

H27

　沖縄県の長寿復活に向けて、市町村や
地域を巻き込んだ県民全体での健康づく
りに取り組むため、普及啓発、次世代へ
の健康教育、市町村の行う健康づくりモ
デル事業への助成など総合的な健康づく
りを推進する。

健康おきなわ21の認知度　目標値　50%

小中学校での健康教育体制の充実

事業実施体制の確立

健康おきなわ21の認知度　　73%

小中学校での健康教育体制を充実

事業実施体制を確立

◎

217
H24
～

H26

　スポーツキャンプ誘致における環境を整
えるため、芝生管理の専門知識と技術を
兼ね備えた人材を養成するとともにグラン
ドのモデル管理などを行う。

・専門的芝生管理技術を有する人材の確保
（技術者５名）

・グラウンド芝生環境の向上
２箇所

・専門的芝生管理技術を有する人材の確保
（技術者10名）

・グラウンド芝生環境の向上
２箇所

◎

218 H26

　空手を観光資源として活用することで、
スポーツコンベンションのさらなる推進を
図るとともに、今後の空手道振興に寄与
するため、「世界空手道連盟プレミアリー
グ」の沖縄開催を支援する。

世界空手道連盟プレミアリーグの開催
　
　大会参加者数 約1，200名

世界空手道連盟プレミアリーグの開催
　
　大会参加者数 715名

未

219
H26
～

H28

　県民の健康増進と体力の向上を図るた
めに、総合型地域スポーツクラブを活用
し、継続的な体力測定の実施とスポーツ
指導、交流イベント等を行う。

総合型クラブにおける体力測定者数 600名 総合型クラブにおける体力測定者数 225名 未

220
H25
～

H26

　スポーツアイランド沖縄のさらなる発展
のため、スポーツキャンプやスポーツツー
リズムを支援する組織体制の強化及び一
元的な推進体制の構築、情報の共有と活
用、人材育成、県民のスポーツ振興など
を総合的に行う拠点施設の整備を支援す
る。

沖縄スポーツアイランド拠点会館（仮称）の完
成

－ 繰

ｲ．「スポーツアイラ
ンド沖縄」の形成

（
１

）
健
康
・
長
寿
お
き
な
わ
の
推
進

基
本
施
策

施
策
展
開

事
業
番
号

事　業　名 評価

健康行動実践モデル実証事
業

芝人養成事業

世界空手道連盟プレミアリー
グ開催支援事業

地域健康力アップ推進事業

沖縄スポーツアイランド拠点
会館（仮称）整備支援事業

H26成果目標（指標）

評価

公共交通利用環境改善事業

H26成果実績（指標）

計
画
期
間

H26成果実績（指標）

計
画
期
間

基
本
施
策

事
業
番
号

（
６

）
価
値
創
造
の
ま
ち
づ
く
り

ｱ．沖縄の食や風
土に支えられた健
康づくりの推進

沖縄らしい風景づくり推進事
業

施
策
展
開

沖縄グリーンプロモーション
事業

ｲ．花と緑あふれる
県土の形成

事　業　名

長寿復活健康づくり事業

H26成果目標（指標）

沖縄フラワークリエイション事
業

将来像Ⅱ：心豊かで、安全・安心に暮らせる島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰

将来像Ⅰ：沖縄らしい自然と歴史、伝統、文化を大切にする島を目指して
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事業概要

H26事業内容

225
H26
～

H33

　ウォーキング等に利用しやすい道路空
間を形成し、県民の健康づくりを推進する
ため、道路空間の調査及び計画の策定
等を行う。

実施計画策定　５路線 実施計画策定　５路線 ◎

236
H24
～

H27

　プロサッカーを通した観光振興や人材
育成等のため、沖縄県総合運動公園陸
上競技場でJ２規格サッカー公式戦を開
催できるように改修する。

J２公式戦開催に伴う観光産業振興のための
施設工事完了
(スタンド改修・大型映像装置新設・外構改修)

－ 繰

43
H24
～

H33

　放課後児童クラブの公的施設活用を促
進するため、市町村の設置計画策定等の
支援、公的施設移行までの家賃補助や
市町村に対する施設整備補助を行い、ク
ラブの環境改善、質の向上、利用料の引
下げを図る。また、公的施設移行の可能
性の低い民間施設の老朽化等に伴う施
設改修経費の助成を行い、環境改善を図
る。

・公的施設活用施設数の増加　10カ所増
（H23：122カ所、H24：136カ所、H25：143カ所）

・利用料の低減
（H22：11,000円、H24：10,711円）

－ 繰

44
H24
～

H33

　認可外保育施設の認可化促進による待
機児童の解消及び同施設の質の向上を
図るため、施設改善、児童の処遇向上等
の支援を行う市町村に対する補助等を行
うとともに、待機児童解消を加速化するた
め、ヒト・モノ・サポート体制を総合的に推
進する多角的な取組を実施する。

・認可外保育施設の認可化による待機児童減
少数
513人

－ 繰

45
H26
～

H29

　待機児童の解消と働きやすい環境の整
備のため、コーディネーターを配置し、事
業所内保育施設の実態調査、企業の意
向調査、設置に向けた課題等を調査す
る。

各種調査結果等を基に、地域型保育事業の
認可を受ける施設等を支援していくための補
助制度、体制について検討を行う。

補助制度を創設
支援体制を充実

◎

39
H24
～

H28

　子育て世帯（町村教育委員会が認定し
た準要保護児童の世帯等）が生活保護に
陥らないよう防止するとともに、親に対す
る就労支援や養育支援を行うとともに、子
どもに対する学習支援等を実施する。

＜小中学生＞
・高校進学率　対象児童（生徒）の９割
・養育意欲の向上　対象者保護の９割

＜高校生＞
・大学進学率　対象児童（生徒）の５割

＜小中学生＞
・高校進学率　対象児童（生徒）の９割
・養育意欲の向上　対象者保護の９割

＜高校生＞
・大学進学率　対象児童（生徒）の９割

◎

40
H25
～

H29

　児童養護施設等を地域の社会的養護
の支援拠点とすることを目的に、専門の
心理療法士や療育支援コーディネーター
等を配置し、特別なケアを必要とする地
域の被虐待児等要保護児童やその家庭
等への支援体制を構築する。

機能強化した支援拠点における特別なケアを
必要とする児童の支援数　28人

機能強化した支援拠点における特別なケアを
必要とする児童の支援数　53人

◎

41
H24
～

H28

　母子家庭の生活の安定と子どもの健全
育成を図るため、さまざまな課題を抱えて
支援が必要な母子家庭に対し、民間ア
パート等を活用した生活や就労等の支援
を行う。

本事業の支援により自立した母子家庭世帯数
10世帯

本事業の支援により自立した母子家庭世帯数
10世帯

◎

42
H25
～

H28

　ひとり親家庭の就労支援や生活基盤の
安定を図るため、親に対し技能習得の支
援を行うとともに、受講中の一時預かり等
の子育て支援を行う。

技能習得により、生活基盤の安定に繋がった
ひとり親家庭の親数　15人

技能習得により、生活基盤の安定に繋がった
ひとり親家庭の親数　11人

○

ｱ．高齢者が住みな
れた地域で生き生
きと暮らせる環境
づくり

37
H26
～

H33

　離島地域における介護サービスの提供
確保、基盤拡充を図るため、離島市町村
に対し事業運営に要する経費等の一部を
補助する。

　離島地域における介護サービスの提供確保
（離島に所在する介護サービス事業所の数
22事業所）

　離島地域における介護サービスの提供確保
（離島に所在する介護サービス事業所の数
21事業所）

○

ｲ．障害のある人が
活動できる環境づく
り

46
H24
～

H26

　就労支援事業所等の総売上高の向上
を図るため、商品開発・祭り出展を行うほ
か、企業マッチングコーディネーターによ
る新規取引先の拡大、農業マッチング
コーディネーターによる担い手不足の農
家と事業所のマッチング等を行う。

就労支援事業所売上総利益の向上
　
実績値：4.6億円（H24年度）→ 目標値：6.7億
円

就労支援事業所売上総利益の向上
　
実績値：4.6億円（H24年度）→ 5.5億円

未

ｳ．県民ニーズに即
した保健医療サー
ビスの推進

50
H24
～

H33

　無医地区の医療体制を確保するため、
離島診療所に配置された医師が研修へ
の参加等により不在になる期間、代診医
を派遣する。

常勤の医師が確保されている離島診療所数
20診療所

常勤の医師が確保されている離島診療所数
20診療所

◎

（
１

）
健
康
・
長
寿
お
き
な
わ
の
推
進

ｲ．「スポーツアイラ
ンド沖縄」の形成

（
３

）
健
康
福
祉
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ

ッ
ト
の
充
実

基
本
施
策

施
策
展
開

事
業
番
号

（
２

）
子
育
て
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ

ッ
ト
の
充
実

ｲ．地域における子
育て支援の充実

ｴ．要保護児童やひ
とり親家庭等への
支援

ひとり親家庭技能習得支援
事業

代診医派遣事業

待機児童対策特別事業

島しょ型福祉サービス総合
支援事業費

計
画
期
間

障害者就労チャレンジ事業

事業所内保育総合推進事業

放課後児童クラブ支援事業

沖縄県総合運動公園プロ
サッカースタジアム事業

H26成果目標（指標） H26成果実績（指標） 評価事　業　名

子育て総合支援モデル事業

被虐待児等地域療育支援体
制構築事業

母子家庭生活支援モデル事
業

がんじゅーどー事業

将来像Ⅱ：心豊かで、安全・安心に暮らせる島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰
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事業概要

H26事業内容

52
H24
～

H33

　離島・へき地の医師不足解消を図るた
め、県立病院の臨床研修事業を活用し、
医師の育成、離島・へき地の県立病院へ
医師の派遣を行う。

離島県立病院への医師派遣　10名以上 離島県立病院への医師派遣　７名 ○

53
H26
～

H33

　県立病院の医師確保を図るため、医療
機器の整備、専門医資格取得のため医
師の研修及びスキルアップのための海外
研修 等を実施する。

医師確保による離島へき地における安定した
医療提供体制の確立

医師確保による離島へき地における安定した
医療提供体制を確立

◎

54
H24
～

H33

　沖縄県ドクターヘリの安定継続的運航
を図るため、沖縄県ドクターヘリの運航に
関して、地理的特性等の沖縄特有の事情
により全国に比べ割高となっている運営
経費に対する補助を実施する。

ドクターヘリ運航体制の安定的確保
運航日数　365日

ドクターヘリ運航体制の安定的確保
運航日数　365日

◎

55
H24
～

H33

　自衛隊及び海上保安本部の協力により
実施している急患空輸ヘリ等への添乗医
師等の安定的確保を図り、県内の救急医
療体制を強化・維持するため、添乗医師
等派遣協力病院の運営費を補助する。

添乗医師等派遣協力病院の当番日数　365日 添乗医師等派遣協力病院の当番日数　365日 ◎

57
H25
～

H33

無医地区の医療体制を確保するため、離
島診療所に配置された看護師が研修へ
の参加等により不在になる期間に代替看
護師を派遣するための経費を支援する。

県立離島診療所における安定した看護師確
保

県立離島診療所における安定した看護師を確
保

◎

61
H24
～

H33

　咬症時の治療薬について､現行のうま
型抗毒素より効果が高く､より人間の成分
に近く副作用が起きにくい抗ハブ毒ヒト抗
毒素の研究開発に取り組む。

抗ハブヒト抗毒素の遺伝子組換による製造の
生産効率と製造物の性能評価による「製造可
否の確認」

抗ハブヒト抗毒素の遺伝子組換による製造の
生産効率と製造物の性能評価による「製造可
否を確認」

◎

62
H24
～

H33

　ハブ咬症時の県民及び観光客の安全な
治療環境を確保するため、治療薬である
ハブ抗毒素を､県内の医療機関に配備す
る。また、ハブ咬症時の応急処置方法の
改訂及び被害防止啓発資材を作成し、広
報啓発を実施する。

ハブ咬症による死亡者
０件の維持

ハブ咬症による死亡者
０件の維持

◎

63
H24
～

H28

　危険外来ハブ類の効果的な防除手法を
確立するため、本島等に定着し、分布を
拡大している危険外来ハブ類の基礎生態
調査を実施する他、高密度化及び拡散の
仕組みを調査研究する。

各モデル地域での駆除実験データを基にした
効果的な駆除方法の検証（報告書作成）

各モデル地域での駆除実験データを基にした
効果的な駆除方法の検証を行ったが、データ
整理等に時間を要したことから、報告書は未
完成

未

262
H26
～

H27

　副作用の少ない安全な抗ハブ毒ヒト抗
毒素の基礎研究により、一定の成果をあ
げ、医療関係者からも研究成果の活用が
期待されているハブ関連研究業務の効率
性の向上、開発等の機能強化の観点か
ら、沖縄の特殊性を踏まえた研究施設で
あるハブ研究棟を整備する。

　平成27年度中の新施設完成に向けた工事
着工及び工事進捗率30％の達成

－ 繰

38
H24
～

H28

　ＤＶ被害者等が、女性相談所の一時保
護所の退所後に、地域で自立した生活を
送るために、心のケアや自立に向けた準
備等をするための中間施設として、ステッ
プハウスを運営（民間事業者に委託）し、
自立に向けた支援を実施する。

支援により自立した世帯数　４世帯 支援により自立した世帯数　４世帯 ◎

49
H26
～

H28

　性暴力・ＤＶの再発防止・未然防止施策
の効果的な実施のため、女性のための
セーフティネット施策の実証を行う。

性暴力・ＤＶ被害者支援ネットワーク構築 性暴力・ＤＶ被害者支援ネットワーク一部構築 未

3
H24
～

H26

　平成16年４月に運用を開始した「沖縄県
防災情報システム」の機能強化を図るた
め、システム再構築を実施する。

次期システムの完成

・住民に対する緊急時の情報伝達手段の確
保
　（０ → ５媒体）

・情報収集機能の強化（市町村等から県に対
する報告業務の効率化）

・システム停止を回避するバックアップ機能の
構築

次期システムの完成

・住民に対する緊急時の情報伝達手段の確
保
　（０ → ６媒体）

・情報収集機能を強化（市町村等から県に対
する報告業務の効率化）

・システム停止を回避するバックアップ機能を
構築

◎

112
H25
～

H29

　沖縄県の特性にふさわしい海岸の創出
を図るため、「利用、親しみやすい海岸」、
「亜熱帯特有の生態系の保全」及び「本
県の特殊な暑さ対策、海岸環境保全」を
目的とした沖縄型海岸整備指針（仮称）
（案）を策定し、指針に沿った整備を実施
するためのモデル地区を検討する。

・沖縄型海岸整備指針（仮称）（案）の策定
・沖縄型海岸整備指針（仮称）（案）モデル地
区選定

・沖縄型海岸整備指針（仮称）（案）を策定
・沖縄型海岸整備指針（仮称）（案）モデル地
区選定

◎

（
３

）
健
康
福
祉
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ

ッ
ト
の
充
実

ｳ．県民ニーズに即
した保健医療サー
ビスの推進

（
４

）
社
会
リ
ス
ク
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ

ッ
ト
の
確
立

ｲ．災害に強い県土
づくりと防災体制の
強化

基
本
施
策

施
策
展
開

ｱ．安全・安心に暮
らせる地域づくり

代替看護師派遣事業

抗毒素配備事業費

女性のためのセーフティネッ
ト実証事業

ｵ．保健衛生の推
進

医学臨床研修事業費

沖縄県防災情報システム機
能強化事業

危険外来種咬症対策モデル
事業

沖縄県衛生環境研究所ハブ
研究棟施設整備事業

評価

抗ハブ毒ヒト抗毒素の実用
化事業

事　業　名

ヘリコプター等添乗医師等確
保事業

県立病院医師確保環境整備
事業

H26成果実績（指標）

事
業
番
号

ステップハウス運営事業

救急医療用ヘリコプター活用
事業

計
画
期
間

H26成果目標（指標）

沖縄型海岸整備促進事業

将来像Ⅱ：心豊かで、安全・安心に暮らせる島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰
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事業概要

H26事業内容

117
H25
～

H27

　保安林内の樹木による、隣接する住
宅、農地等への被害の防止及び隣接す
るビーチの利用者の安全を確保するた
め、衰退したモクマオウの幹、枝の剪定
等と危険木及び枯れ木の伐採及び保安
林の機能を維持するため伐採後に潮風
害に強い他の樹種を植栽する。

　衰退したモクマオウの処理

　２地区で360本
（１地区当たり180本）

　衰退したモクマオウの処理

　２地区で271本
○

224
H24
～

H33

　台風襲来時の電柱倒壊による緊急輸送
道路の寸断を防ぐこと及び沖縄のリー
ディング産業である観光リゾート産業の更
なる発展を図るため、無電柱化を推進す
る。

電線共同溝整備
H26実施設計
（L(延長)＝４Km）
  ↓
 H24～H26累積
 L(延長)=18km

－ 繰

237
H24
～

H33

　建築物の耐震促進のため、普及啓発活
動及び人材育成に関する事業を実施す
る。

・耐震技術者数：36名
・民間住宅・建築物の倒壊防止
　耐震診断、改修等件数  18件

・耐震技術者数：22名
・民間住宅・建築物の倒壊防止
　耐震診断、改修等件数  42件

○

238
H24
～

H26

　地震による民間住宅・建築物の倒壊を
防ぎ県民の生命・財産保護のため、台風
常襲地域である沖縄県で導入の進んだ
RC造の住宅の耐震診断・改修に対し、補
助を行うモデル事業を実施する。

民間住宅・建築物の倒壊防止
・耐震診断、改修等件数　18件

民間住宅・建築物の倒壊防止
・耐震診断、改修等件数　1件

未

ア．戦後処理問題
の解決

25
H26
～

H28

　返還予定地及び既返還地における環境
問題への対応や、米軍の活動に基因す
る環境問題を解決するため、米軍施設に
関する環境対策方針等を整備しながら、
国と連携した新たな環境保全のしくみづく
りを推進する。

　米軍施設における環境情報の基礎構築 　米軍施設における環境情報の基礎構築 ◎

ｲ．戦後処理問題の
解決

2
H24
～

H30

　旧軍飛行場により、地域社会が分散し、
伝統・文化等の進展が阻害された地域の
振興・活性化を図るため、各市町村が取
りまとめた取り組みを支援する。

　地域社会の再構築に向けた取り組み計画案
の策定（(仮称)那覇市複合施設建設基本計画
案）

　地域社会の再構築に向けた取り組み計画案
を策定（(仮称)那覇市複合施設建設基本計画
案）

◎

（
６

）
地
域
特
性
に
応
じ
た
生
活
基
盤
の
充

実
・
強
化

ｱ．地域特性に応じ
た生活基盤の整備

133
H26
～

H27

慶良間諸島における電力の安定供給の
確保を図るため、沖縄本島と渡嘉敷島間
を結ぶ電力供給設備の整備として、新た
に22kV海底ケーブルの敷設工事を行う。

・海底ケーブル陸揚げに係る陸上側メイン工
事（管路・人孔工事）の完了

・電気料金【※（基本料金＋電力量料金単価）
に係る分】の上昇抑制を図る

・海底ケーブル陸揚げに係る陸上側メイン工
事（管路・人孔工事）を完了

・電気料金【※（基本料金＋電力量料金単価）
に係る分】の上昇抑制が図られた

◎

（
７

）
共
助
・
共
創
型
地
域
づ
く
り
の
推
進

ｱ．県民の社会参
加活動の促進と協
働の取り組みの推
進

48
H25
～

H27

　県内の日本語指導支援の必要なアメラ
ジアン等児童生徒の円滑な学籍校復学
に寄与するため、日本語指導教材及び指
導案を開発する。

・日本語指導教材及び指導案を活用した公立
校への復学促進

・日本語指導教材及び指導案を活用した公立
校への復学促進
（復学人数：目標６名　→　実績３名）

未

（
４

）
社
会
リ
ス
ク
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ

ッ
ト
の
確
立

ｲ．災害に強い県土
づくりと防災体制の
強化

基
本
施
策

（
５

）
米
軍
基
地
か
ら
派
生
す
る
諸
問
題
及
び
戦
後
処
理

問
題
の
解
決

施
策
展
開

事
業
番
号

日本語指導教材研究事業

民間建築物耐震診断、改修
等事業

事　業　名

無電柱化推進事業（要請者
負担方式）

建築物の耐震化促進支援事
業

特定地域特別振興事業

米軍施設環境対策事業

小規模離島電力安定供給支
援事業

H26成果目標（指標）

計
画
期
間

H26成果実績（指標） 評価

保安林環境整備事業

将来像Ⅱ：心豊かで、安全・安心に暮らせる島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰
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事業概要

H26事業内容

233
H25
～

H33

　離島の玄関口である空港を花で彩るこ
とにより、離島観光のブランドイメージを
高める景観整備を行う。

離島空港の飾花に対する満足度　60％ 離島空港の飾花に対する満足度　85％ ◎

234
H26
～

H27

  離島の観光振興及び定住化促進を図る
ため、新たに19人乗り航空機の就航する
粟国空港と波照間空港において、交流拠
点となるターミナルビルを整備する。

実施設計完了数　２空港

工事進捗率　40％
－ 繰

227
H24
～

H26

　産業振興の基盤である那覇港の機能強
化と臨港型産業の育成に繋げるため、コ
ンテナの取扱能力を増大し、サ－ビス水
準の大幅な向上となるガントリークレーン
の増設を実施する。

・コンテナ取扱能力増大等に向けた港湾機能
強化
ガントリークレーン
４号機製作設置完了

－ 繰

228 H26

　那覇港の国際流通港湾としての機能充
実を図るため、那覇港（新港ふ頭地区）に
おける港湾物流機能を改善し、県全体の
物流の効率化に資する那覇港総合物流
センタ－を整備するとともに、航路ネット
ワークの拡大や輸出貨物等の増大による
物流コストの低減を図るため、香港直行
航路定着に資する社会実験を実施する。
また、経済効果の大きい那覇港発着のク
ルーズ船を誘致するため、那覇港クルー
ズ船ターミナルに起点港として必要な
チェックインカウンター等の整備等を行
う。

・総合物流センター実施設計業務の完了

・香港直行航路開設

・クルーズ船起点港機能の整備完了

－ 繰

230 H26
　本部港本部地区の整備に伴い、物流及
び人流の受け入れ態勢を整えるため、上
屋等の整備を行う。

一時保管貨物のための上屋及び変電設備の
整備完了

－ 繰

231
H24
～

H29

  流通加工港湾機能の強化を図るため、
平成23年度から実施している志布志港、
鹿児島港及び新港地区間の実証実験に
加え、大都市圏（福岡・大阪）への航路拡
充を実施している。平成26年度は大都市
圏航路とともに、先島航路への拡充を実
施し、中城湾港新港地区における定期船
就航を目指す。

○（鹿児島航路）週１便あたりの平均取扱貨
物量
   750ｔ/１航海

－ 繰

232
H25
～

H26

貨物量増加に伴い、西ふ頭に１棟ある既
存上屋施設は満杯状態が続き、野外露
出不可の貨物保管・荷捌きに支障をきた
している状況である。現状の解消及び今
後も貨物量の増加に対応する目的で上
屋の増設を図る。

　野外露出不可貨物の保管・荷捌きのための
上屋範囲の拡大（1,000㎡）

－ 繰

180
H26
～

H28

　観光産業等の持続的な発展を図るた
め、沖縄観光閑散期対策として策定する
「沖縄感動体験プログラム」に基づき、地
域観光資源を活用した感動体験モデルの
実証事業等を行う。

感動体験メニューの造成数　３件 感動体験メニューの造成数　９件 ◎

184
H24
～

H26

　環境共生型観光を推進し、沖縄観光の
持続的発展を図るため、沖縄振興特別措
置法に基づく保全利用協定の締結箇所
及び締結予定箇所に対し、市町村が行う
自然環境等の保全に配慮した観光地づく
りへの取組みを支援する。

次回来沖した際の、エコツアーへの参加意向
度　1.9％

次回来沖した際の、エコツアーへの参加意向
度　1.2％【速報値】

未

185
H24
～

H26

　多様化する観光客の観光ニーズに対応
するため、地域が主体となった新たな観
光資源の創出事業等に対する支援や、
事業を継続・発展できる人材の育成や組
織体制の強化を図ることにより、地域にお
ける観光メニューの充実や地域の継続的
な事業展開を図る。

観光メニューの造成数　５件

セミナー受講者数 100名

観光メニューの造成数　５件

セミナー受講者数 223名
◎

194
H24
～

H33

　国内外から新たな需要を取り込むことで
市場の拡大を図るため、MICEの誘致活
動や開催地としての認知度向上のための
広報、開催支援、関連人材の育成、受入
体制の整備等を実施するための経費。

MICE開催件数 531件(H24)→600件

MICE参加者数 85,963人(H24)→97,900人

MICE開催件数 531件(H24)→574件

MICE参加者数 85,963人(H24)→148,222人
○

200
H25
～

H27

　本県への観光客の誘客拡大を図るた
め、沖縄型ウェルネスツーリズム・医療
ツーリズム等に関連した事業に先進的に
取組む県内企業・医療機関及び県内旅
行社などに対して、プロモーション、情報
発信ツール作成、人材育成の支援等を行
う。

・沖縄型ウェルネスツーリズム等のコンテンツ
開発数　５件

・沖縄型ウェルネスツーリズム等のコンテンツ
開発数　５件

◎

（
２

）
世
界
水
準
の
観
光
リ
ゾ
ー
ト
地
の
形
成

ｱ．国際的な沖縄観
光ブランドの確立

（
１

）
自
立
型
経
済
の
構
築
に
向
け
た
基
盤
の
整
備

ｱ．国際交流・物流
拠点の核となる空
港の整備

施
策
展
開

基
本
施
策

ｲ．人流・物流を支
える港湾の整備

事　業　名 評価H26成果目標（指標）

計
画
期
間

H26成果実績（指標）

離島空港ちゅらゲートウェイ
事業

那覇港における人流・物流拠
点港湾整備事業

事
業
番
号

中城湾港新港地区物流拠点
化促進調査

中城湾港新港地区物流拠点
化促進整備事業

沖縄型ウェルネスツーリズム
等推進事業
（旧沖縄観光ブランド形成事
業　）

沖縄感動体験プログラム実
証事業

環境共生型観光地づくり支
援事業

戦略的ＭＩＣＥ誘致促進事業

地域観光資源創出支援事業

離島空港交流拠点形成事業

那覇港物流機能等強化事業

本部港物流拠点化強化事業

将来像Ⅲ：希望と活力にあふれる豊かな島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰
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事業概要

H26事業内容

201
H24
～

H26

　安心安全なダイビング環境を提供する
ため、受入体制整備を進めるとともに、世
界に通用する「沖縄型リゾートダイビング」
を構築し、更なるダイビング客の誘客を図
る。

セミナー参加者数 120人

ダイバー客数の増加
 (H24実績) 560,000人
→（H26目標）640,000人

セミナー参加者数 47人

ダイバー客数の増加
 (H24実績) 560,000人
→559,252人【速報値】

未

202
H24
～

H26

　教育分野における沖縄観光の魅力の多
様化・高度化を図るため、「新・教育旅行」
の商品化支援及び教育関係者等の相互
交流支援を行う。

商品化実現数　４件

外国からの学校交流受入人数
　 19人(H24)→45人

商品化実現数　８件

外国からの学校交流受入人数
　19人(H24)→46人

◎

203
H25
～

H27

　リゾートウエディングの取り組みを強化
し、沖縄観光振興に貢献するため、国内
外でのプロモーション、商談会等による販
路拡大、受入体制強化を行う。

沖縄リゾートウエディング挙式組数
　9,118組(H24)→13,000組

沖縄リゾートウエディング挙式組数
　9,118組(H24)→12,068組

○

207
H24
～

H33

　沖縄独自の魅力ある新たな観光コンテ
ンツの創出のため、平成23年度に策定し
た「文化観光戦略」に基づき、沖縄の特色
ある文化・芸能等を資源として活用した新
たな観光メニューの確立や、海外向け観
光プロモーション展開と連携しながら沖縄
文化や芸能の魅力を発信する。

マグネットコンテンツ観客動員数 7,000人

海外公演への来場者数 6,000人

マグネットコンテンツ観客動員数 8,073人

海外公演への来場者数 4,144人
○

214
H26
～

H28

　県民をはじめ県外・海外からの観光客
や修学旅行生等の来館者の大幅増を目
指し、博物館・美術館の中長期計画を策
定するとともに、来館者の多様なニーズを
踏まえた各種事業を実施する。

常設展・コレクション展入館者数
　110,197人(H24)→110,000人

常設展・コレクション展入館者数
　110,197人(H24)→113,658人

◎

216
H24
～

H27

　沖縄観光の新たな魅力の創出や着地
型観光の拡充を目的とし、スポーツの活
用により観光を推進・活性化するスポー
ツ・ツーリズムを全県的に根付かせるため
のモデル事業やそれと連携した誘客促進
等の実施と新たなスポーツ・ツーリズム受
入体制の整備、スポーツコンベンション調
査などを行う。

スポーツイベント参加者数590人

離島におけるスポーツイベント参加者数 1,500
人

スポーツ環境、認知度 10 ％増

スポーツキャンプ県外客来訪者数
43,000人(H24)→55,000人

キャンプ・合宿・自主トレ 開催件数
280（件H24)→300件

スポーツコンベンション誘致のための戦略策
定

スポーツイベント参加者数2,532人

離島におけるスポーツイベント参加者数 1,307
人

スポーツ環境、認知度 38％増

スポーツキャンプ県外客来訪者数
43,000人(H24)→54,000人

キャンプ・合宿・自主トレ 開催件数
280（件H24)→326件

スポーツコンベンション誘致のための戦略策
定

－

216
-1

H24
～

H27

沖縄観光の新たな魅力の創出や着地型
観光の拡充を目的とし、スポーツの活用
により観光を推進・活性化するスポーツ
ツーリズムを沖縄に根付かせるためのモ
デル事業と連携した誘客促進等の実施と
新たなスポーツツーリズムの受入体制の
整備を行う。

スポーツイベント参加者数　590人 スポーツイベント参加者数　2,532人 ◎

216
-2

H24
～

H26

離島等において県内スポーツ資源を活用
したスポーツ教室や島外の児童生徒との
スポーツ交流などにより、スポーツを通し
た離島の活性化を促す。これらの取組に
より離島におけるスポーツへの関心や理
解を深めるとともに、スポーツツーリズム
推進の機運を醸成する。

離島におけるスポーツイベント参加者数
　1,500人

離島におけるスポーツイベント参加者数
　1,307人

○

216
-3

H25
～

H27

県外・海外などの観光客を戦略的に誘致
するため、マラソン、サイクリングイベント
やゴルフなど沖縄のスポーツイベント及び
スポーツ環境のプロモーション等を行う。
またスポーツ観戦を目的とした来訪促進
を図るため、プロスポーツの公式戦等を
活用したプロモーションによる実証を行
う。

スポーツ環境、認知度 10 ％増 スポーツ環境、認知度 38％増 ◎

（
２

）
世
界
水
準
の
観
光
リ
ゾ
ー
ト
地
の
形
成

ｱ．国際的な沖縄観
光ブランドの確立

基
本
施
策

施
策
展
開

博物館・美術館魅力アップ事
業

スポーツ・ツーリズム戦略推
進事業

スポーツ・ツーリズム戦略推
進事業（スポーツ・ツーリズム
戦略推進事業）

スポーツ・ツーリズム戦略推
進事業（離島等スポーツ交流
活性化事業）

H26成果実績（指標） 評価H26成果目標（指標）

計
画
期
間

事
業
番
号

スポーツ・ツーリズム戦略推
進事業（スポーツ観光誘客促
進事業）

文化観光戦略推進事業
（旧沖縄観光ブランド形成事
業　）

事　業　名

沖縄リゾートウエディング誘
致強化事業
（旧沖縄観光ブランド形成事
業　）

沖縄型リゾートダイビング戦
略モデル構築事業
（旧沖縄観光ブランド形成事
業　）

エデュケーショナル・ツーリズ
ム推進事業
（旧沖縄観光ブランド形成事
業　）

将来像Ⅲ：希望と活力にあふれる豊かな島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰
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事業概要

H26事業内容

216
-4

H24
～

H27

キャンプ開催チーム、受入関係団体等と
の連携を図り、スポーツキャンプ集積地な
らではの全県的な取り組みを行い、ス
ポーツキャンプ開催地としてのブランド化
や、スポーツキャンプ来訪者の増加、経
済効果の向上を図る。

スポーツキャンプ県外客来訪者数
　43,000人(H24)→55,000人

スポーツキャンプ県外客来訪者数
　43,000人(H24)→54,000人

○

216
-5

H25
～

H27

スポーツイベントや、各種スポーツキャン
プ・合宿等の誘致・受入・斡旋を行うワン
ストップの窓口としてスポーツコミッション
沖縄（仮称）設立準備事務局を設置し、ス
ポーツを目的とした来訪者の利便性向上
など受入体制の整備を行うと共に、ス
ポーツアイランドとしての沖縄の認知度向
上を図り、沖縄への誘客拡充を図る。

キャンプ・合宿・自主トレ 開催件数
　280（件H24)→300件

キャンプ・合宿・自主トレ 開催件数
　280（件H24)→326件

◎

216
-6

H26
～

H27

　スポーツコンベンションの実績及び沖縄
での開催の可能性、課題、受入体制や支
援のあり方などを調査・検討し、スポーツ
コンベンションの誘致・開催のための総合
的な戦略を構築する。

スポーツコンベンション誘致のための戦略策
定

スポーツコンベンション誘致のための戦略策
定

◎

192
Ｈ25
～

Ｈ27

　修学旅行市場の変化等に対応し、沖縄
への修学旅行を安定的に確保するため、
学校に対する事前・事後学習の支援、継
続実施学校に対する新たなメニュー等の
提案・提供、県外説明会、関係者招聘、
県内関係者が意見交換する機会の提供
等を実施する。

沖縄への修学旅行者数
　43.1万人(H24)→44万人超

沖縄への修学旅行者数
　43.1万人(H24)→45.5万人【速報値】

◎

193
Ｈ24
～

Ｈ28

　那覇空港旅客ターミナルの狭隘化のた
めに貨物ターミナル内に暫定的に設置さ
れたLCC（格安航空会社）仮設ターミナル
の交通環境を改善し、利用者の利便性を
確保するとともにLCCの新規誘致及び事
業拡大を促進するため、LCC仮設ターミ
ナルとモノレール駅やバス停等の交通機
関がある旅客ターミナル地域間を結ぶ巡
回バスを運行する。

LCCの運航状況に即した巡回バスの適切な
運航による利用者の利便性の確保

LCCの運航状況に即した巡回バスの適切な
運航による利用者の利便性を確保

◎

195
H24
～

H33

　クルーズ船の寄港促進を図るため、国
内外での船会社へのセールス活動や展
示会出展等のプロモーション展開、受入
体制の拡充等を実施し、クルーズ船誘致
活動を推進する。

海路による外国人観光客数（特例上陸者を除
く） 8.4万人(H24)→13.2万人

海路による外国人観光客数（特例上陸者を除
く） 8.4万人(H24)→24.0万人

◎

196
H24
～

H33

　平成27年（2015年）の「沖縄観光国際化
ビッグバン年」に向けて、集中的に航空路
線の誘致や知名度向上に向けたプロモー
ション等を実施し、外国人観光客200万人
を実現する国際観光地沖縄の基礎的需
要を創出する。

外国人観光客数 38.2万人(H24)→70万人 外国人観光客数 38.2万人(H24)→98.6万人 ◎

197
H24
～

H33

　国内観光客の安定的かつ継続的な確
保を図るために、ターゲットを特定した季
節ごとのきめ細やかなプロモーションの実
施や、新規路線就航・既存路線の増便等
路線拡大を促すためのプロモーション活
動を行う。

タイアップ旅行商品による県外からの誘客数
10万人

タイアップ旅行商品による県外からの誘客数
118,669人

◎

199
H25
～

H33

　映画・TVドラマ等の映像コンテンツを通
して沖縄の知名度を高めるとともに映像
を活用した産業の振興を推進するため、
沖縄フィルムオフィスによる撮影誘致活動
への支援、国内外で開催される映画祭で
のブース出展、制作関係者の招聘事業等
を実施し、沖縄のロケ地としての魅力を国
内外に発信する。

ロケ誘致数 250件
　（うち提案型ロケ実施数 1件)

ロケ誘致数 437件
　（うち提案型ロケ実施数 1件)

◎

183
H24
～

H26

　沖縄を訪れる障害者等の観光客の受入
体制の充実を図るため、観光事業者への
セミナーや、沖縄観光バリアフリーマニュ
アル（仮称）を作成するとともに、障害者
等の観光客の受入れを行っているNPO団
体等を支援する。

那覇空港障害者・高齢者観光案内所利用者
数　8,676人(H24)→9,000人

那覇空港障害者・高齢者観光案内所利用者
数　8,676人(H24)→13,736人

◎

186
H24
～

H28

　外国人を含む観光客の利便性向上・観
光客の周遊促進による観光消費の拡大
を図るため、多言語観光案内サインの統
一的な整備を行う。

重点整備箇所整備率 75.0%(H25)→82.0% 重点整備箇所整備率 75.0%(H25)→92.5% ◎

188
H24
～

H26

　外国人観光客の両替利便性の向上を
図り、満足度向上に資するため、海外
カード対応ATM及び外貨両替機を設置す
るとともに、外国人観光客向けの周知パ
ンフレットを作成する。

端末の利用回数　8,462回(H24)→80.300回 端末の利用回数　8,462回(H24)→64.564回 ○

基
本
施
策

（
２

）
世
界
水
準
の
観
光
リ
ゾ
ー
ト
地
の
形
成

H26成果目標（指標） H26成果実績（指標） 評価事　業　名

計
画
期
間

スポーツ・ツーリズム戦略推
進事業（スポーツアイランド
受入体制整備事業）

スポーツ・ツーリズム戦略推
進事業（スポーツコンベンショ
ン誘致戦略調査事業）

クルーズ船プロモーション事
業

ＬＣＣ仮設ターミナル交通対
策事業

修学旅行推進強化事業

誰にでもやさしい観光地づく
り形成事業

多言語観光案内サイン整備
事業

沖縄観光国際化ビッグバン
事業

国内需要安定化事業

フィルムツーリズム推進事業

外国人対応基盤整備事業
（旧観光客受入体制整備事
業）

ｲ．市場特性に対応
した誘客活動の展
開

ｳ．観光客の受入
体制の整備

スポーツ・ツーリズム戦略推
進事業（スポーツキャンプ訪
問観光促進事業）

ｱ．国際的な沖縄観
光ブランドの確立

施
策
展
開

事
業
番
号

将来像Ⅲ：希望と活力にあふれる豊かな島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰
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事業概要

H26事業内容

189
H24
～

H26

　国内外の観光誘客の拡大につながるエ
ンターテイメントの創出や新たな着地型観
光メニューについて、民間企業等の自主
的な取り組みを促進するため、公募によ
り有望なプロジェクトを選定し集中的に支
援する。

エンターテイメント創出・観光メニューに参加し
た県外観光客数 8,000人

エンターテイメント創出・観光メニューに参加し
た県外観光客数 24,206人

◎

190
H24
～

H28

　観光地としての安心・安全を確保すると
いう課題に対応するため、市町村、地域
観光協会、観光業界等と連携して全県的
な観光危機管理計画を策定するととも
に、観光危機管理に関する先導的な取組
を実施する。

地域支援参加機関数（累計）
143団体(H24)→250団体

災害情報配信システム利用者数
1,500人(H24)→4,000人

地域支援参加機関数（累計）
143団体(H24)→260団体

災害情報配信システム利用者数
1,500人(H24)→5,124人

◎

191
Ｈ26
～

Ｈ28

　県内の中小ホテル業が共通して抱える
喫緊の課題に対してホテル専門のアドバ
イザーを派遣し、改善策の策定を推進す
るとともに、ホテル関係者を対象としたシ
ンポジウムを開催し、経営改善のモデル
ケースを発信することで、県内のホテル業
界への波及を図る。
　アドバイザー業務とともに、これまで充
分に分析できていなかった、県内の中小
ホテルの課題について、聴取・分析業務
を行い、次年度での課題解決のための事
業実施に繋げる。

課題解決策の提案件数　３件 課題解決策の提案件数　４件 ◎

229
H24
～

H26

  沖縄本島東海岸（中城湾港西原与那原
地区）に海洋性レジャー拠点を創出する
ため、マリーナ用地に、プレジャーボート
等を保管するための浮桟橋等を整備す
る。

  海洋性レジャー拠点を創出するためのマ
リーナ施設整備の完了

－ 繰

182
H25
～

H29

　外国人観光客に対する通訳案内士の
絶対的不足に対応するため、沖縄振興特
別措置法に盛り込まれた『沖縄特例通訳
案内士』の育成を図る。

沖縄特例通訳案内士登録者数 100人 沖縄特例通訳案内士登録者数 82人 ○

187
H24
～

H26

　「世界水準の観光リゾート地の形成」に
向け、観光関連経営者向けの人材確保
啓発セミナーの開催、観光関連企業・団
体による人材育成への支援、語学研修支
援などの実施により、沖縄を訪れる国内
外の観光客が満足する質の高いサービ
スを提供できる人材の育成・確保を図る。

研修受講者数(累計) 4,092名 研修受講者数(累計) 5,999名 ◎

オ．産業間連携の
強化

181
H26
～

H28

　観光客ニーズや売れ筋トレンドを調査・
分析すると共に、巡回アドバイス支援を実
施する。また、調査・分析の結果を踏ま
え、商品改良から広報・販売を実施するこ
とで、観光土産品の消費額の増加や満足
度の向上に向けた一連のモデルを提示
する。

モデル事業で作成した試作品のモニター調査
の満足度（「大変満足」の率）50%

モデル事業で作成した試作品のモニター調査
の満足度（「大変満足」の率）36%

○

159
H24
～

H26

　県内情報通信関連産業の多様化、高度
化を図るため、モバイル機器等の検証・
認証ビジネスに必要な基盤の構築を行う
県内事業者を支援する。

検証基盤を活用したビジネス受注額
　15億円

検証事業者の雇用者数
　380名

検証基盤を活用したビジネス受注額
　13億円

検証事業者の雇用者数
　350名

○

160
H24
～

H26

　クラウド･コンピューティングの拠点を形
成し県内情報通信関連産業の振興を図
るため、クラウド共通基盤システムの構築
を支援するとともに、具体的なクラウド･ア
プリケーション及びリスク分散開発等に係
るモデル事業を公募し支援する。

クラウド共通基盤の整備
　100％

新規サービス創出数
　５件

クラウド共通基盤の整備
　100％

新規サービス創出数
　６件

◎

163
H25
～

H27

　国内外の企業・ビジネス・人材が活発に
交流・集積する拠点の形成並びに県内企
業・人材の高度化を図るため、次世代型
ネットワークとクラウド技術を融合する最
先端国際研究開発機関の県内設置及び
研究開発等を支援する。

国内外企業等の研究活動参画数　30団体 国内外企業等の研究活動参画数　37団体 ◎

165
H26
～

H28

県内情報通信関連企業の受注体制を強
化するため、県内企業が行うU･Iターン技
術者の採用活動を支援する。

専用サイト登録者数　200名 専用サイト登録者数　287名 ◎

（
３

）
情
報
通
信
関
連
産
業
の
高
度
化
・
多
様
化

基
本
施
策

評価H26成果実績（指標）

計
画
期
間

H26成果目標（指標）

Ｕ・Ｉターン技術者確保支援事
業

施
策
展
開

事
業
番
号

ｲ．県内立地企業の
高度化・活性化

クラウドオープンネットワーク
国際研究開発拠点形成事業

観光危機管理推進事業
（旧観光客受入体制整備事
業）

ｳ．観光客の受入
体制の整備

モバイル機器等検証拠点形
成促進事業

沖縄観光消費額向上モデル
事業

東海岸における海洋性レ
ジャー拠点創出事業

ｴ．世界に通用する
観光人材の育成

沖縄特例通訳案内士育成事
業

世界に通用する観光人材育
成事業

観光産業経営強化事業

エンターテイメント創出・観光
メニュー開発等支援事業
（旧観光客受入体制整備事
業）

クラウド拠点形成等促進事
業

事　業　名

（
２

）
世
界
水
準
の
観
光
リ
ゾ
ー
ト
地
の
形
成

将来像Ⅲ：希望と活力にあふれる豊かな島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰
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事業概要

H26事業内容

158
H24
～

H28

　情報通信関連産業の振興を担う人材を
育成するため、システム開発業務を通し
た講座等を実施し、県内ITエンジニアの
知識・技術の高度化、強化を図る。

　県内エンジニアの知識や技術の高度化・強
化のための高度IT講座受講者数　600人

　県内エンジニアの知識や技術の高度化・強
化のための高度IT講座受講者数　759人

◎

161
H24
～

H26

　アジアのIT企業の県内誘致を促進する
とともに、県内IT関連産業のアジア市場
への展開を図るため、アジアIT企業の経
営者及び高度技術者を招へいし、研修や
フォーラム等を実施する。

　本事業を利用して構築した人的ネットワーク
によるアジアIT関連企業との業務案件数
１件

　当該事業へ参加したアジアIT企業　６社

　本事業を利用して構築した人的ネットワーク
によるアジアIT関連企業との業務案件数
４件

　当該事業へ参加したアジアIT企業　17社

◎

162
H24
～

H26

　県内ＩＴ関連産業の活性化、更なる企業
集積及び将来のIT人材供給を促進するた
め、人材・ビジネスマッチングを兼ねたIT
関連産業の広報イベントや、IT企業と情
報技術系学科を有する高校等との相互
交流・訪問事業等を実施する。

広報イベント参加者数 4,000人

広報イベントにおけるシンポジウム参加者数
300人

広報イベント出展学校数　18校

広報イベント参加者数 3,200人

広報イベントにおけるシンポジウム参加者数
274人

広報イベント出展学校数　19校

○

164
H26
～

H27

 アジア－沖縄－首都圏間を海底光ケー
ブルで直接接続し、通信回線網（ネット
ワーク）を構築することで、沖縄を東アジ
アの情報通信のハブとして形成促進す
る。

 海底光ケーブルの敷設・陸揚げ  海底光ケーブルの一部敷設・陸揚げ着手 未

264
H26
～

H27

　データセンターに設置するサーバ数（企
業ニーズ）の増大に伴う特別高圧受変電
設備、非常用発電機設備、無停電電源設
備、サーバ用空調設備、サーバ用電源設
備の設計を実施する。

サーバ用電源設備工事等の実施設計完了 サーバ用電源設備工事等の実施設計完了 ◎

136
H24
～

H33

　臨空・臨港型産業の集積による国際物
流拠点の形成、県内事業者等による海外
展開の促進のため、企業誘致、県産品販
路拡大、全国流通プラットフォーム形成を
図る。具体的には、沖縄の物流機能や投
資環境を説明する展示会出展やセミナー
開催、海外で開催される物産フェア支援、
海外向け航空コンテナ借上げ、沖縄の物
流機能を活用した全国特産品の輸出に
関する説明会等を行う。

　臨空・臨港型産業における新規企業立地数
63社（累計）

　沖縄からの航空貨物による食料品等輸出額
500百万円

　臨空・臨港型産業における新規企業立地数
63社（累計）

　沖縄からの航空貨物による食料品等輸出額
517百万円

◎

138
H25
～

H28

　那覇空港に航空機整備事業用の格納
庫施設等を整備することにより、航空機
整備産業の誘致を図るとともに、同産業
に関連する企業の集積を促進し、航空関
連産業クラスターの形成を図る。

・実施設計の完了
　
・造成工事等の敷地整備の完了

－ 繰

156 H26

　うるま市の国際物流拠点産業集積地域
において、立地する企業の初期投資の軽
減や早期操業を支援することにより企業
誘致を促進するため、賃貸工場の整備を
行う。

賃貸工場整備　５棟 － 繰

157
H26
～

H28

　県外・海外企業の立地を促進するため、
国内外において沖縄経済特区をPRする
ための広報事業及びその検証等を行う。

　具体的に沖縄への立地を検討するに至った
企業数（視察ツアーへの製造系参加企業数）
12社

　具体的に沖縄への立地を検討するに至った
企業数（視察ツアーへの製造系参加企業数）
22社

◎

263 H26

　国際物流拠点産業集積地域那覇地区
を拡張し、国際物流拠点施設（ロジスティ
クスセンター）を整備することで、本県の
国際物流機能を高めるとともに、臨空・臨
港型産業の集積を図り、那覇空港を基軸
とする国際物流拠点の形成を目指す。

国際物流拠点施設の完成 国際物流拠点施設の完成 ◎

10
H24
～

H26

　沖縄科学技術大学院大学等を核とする
知的クラスター形成に向け、研究拠点と
なる共用研究施設を運営するほか、県内
外の研究機関の連携による共同研究事
業等を実施する。

・知的クラスター形成に向けたネットワークの
構築（県内研究機関・企業等との共同研究・
連携件数）12機関/１プロジェクト(H26)

・研究の成果（学会発表　３件）

・知的クラスター形成に向けたネットワークの
構築（県内研究機関・企業等との共同研究・
連携件数）23機関/１プロジェクト

・研究の成果（学会発表　９件）

◎

12
H24
～

H28

　知的・産業クラスターの形成を図るた
め、大学等発ベンチャー創出及び国際共
同研究に対して支援するとともに、研究開
発型企業へ転換を図る企業に対して研究
機器購入補助等を行う。

・ベンチャー企業の中核技術となる特許等知
財
　出願件数　３件

・国際共同研究機関連携数　20機関

・国際共同研究にかかる国際シンポジウム参
加者数　140名

・既存企業の研究開発型企業移転数　５件

・ベンチャー企業の中核技術となる特許等知
財
　出願件数　０件

・国際共同研究機関連携数　57機関

・国際共同研究にかかる国際シンポジウム参
加者数　128名

・既存企業の研究開発型企業移転数　2件

△

（
３

）
情
報
通
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関
連
産
業
の
高
度
化
・
多
様
化

ｳ．多様な情報系人
材の育成・確保

基
本
施
策

（
４

）
ア
ジ
ア
と
日
本
の
架
け
橋
と
な
る
国
際
物
流
拠
点
の
形
成

H26成果実績（指標）

沖縄型クラウド基盤構築事
業

計
画
期
間

事　業　名

沖縄国際航空物流ハブ活用
推進事業

航空機整備基地整備事業

H26成果目標（指標） 評価

アジアＩＴ人材交流促進事業

国際物流拠点産業集積地域
賃貸工場整備事業

ｱ．臨空・臨港型産
業の集積による国
際物流拠点の形成

知的クラスター形成に向けた
研究拠点構築事業

知的・産業クラスター形成推
進事業

エ．情報通信基盤
の整備

ｲ．知的・産業クラ
スター形成の促進

沖縄経済特区プロモーション
推進事業

国際物流拠点施設整備事業

ＩＴ産業人材確保支援事業

アジア情報通信ハブ形成促
進事業

施
策
展
開

事
業
番
号

ＩＴ人材力育成強化事業

（
５

）
科
学
技
術
の
振
興
と
知
的
・
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
の
形
成

将来像Ⅲ：希望と活力にあふれる豊かな島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰
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事業概要

H26事業内容

13
H24
～

H26

　感染症やＡＴＬ（成人Ｔ型細胞白血病）等
を対象とした医療研究ネットワークの基盤
構築を図るため、医療機関、研究機関及
び企業等による共同研究事業を実施する
とともに、国際的な共同研究ネットワーク
の強化に向け、国際会議の開催を支援す
る。

・研究機関等との共同研究・連携機関数
　13機関

・国際会議における研究成果の報告件数
　３件

・研究成果（学会の発表等） 15件

・研究機関等との共同研究・連携機関数
　35機関

・国際会議における研究成果の報告件数
　１件

・研究成果（学会の発表等） 113件

○

14
H24
～

H28

　亜熱帯・島しょ地域に適したエネルギー
産業の創成に向け、産学連携による技術
開発に対して補助を行うとともに、エネル
ギーの最適な組合せの検討と海外展開
に向けた調査事業を実施する。

　研究開発テーマの事業化に向けたモデルの
早期創出　１件

　研究開発テーマの事業化に向けたモデルの
早期創出　２件

◎

15
H25
～

H27

　沖縄の医療技術を発展させるため、こ
れまでに整備した医療基盤を活用し、県
民に有用な医療技術の研究開発を推進
する。

・医療機関・研究機関との共同研究・連携機
関数　17機関（H25）　→　20機関

・臨床試験症例数　10症例

・医療機関・研究機関との共同研究・連携機
関数　17機関（H25）　→　26機関

・臨床試験症例数　９症例

○

16
H26
～

H28

　これまで形成された基礎研究成果の産
業利用を促進するため、県内外研究機
関・企業が連携協力した共同研究を実施
するとともに、これまでの基礎研究のネッ
トワークを発展させ、産業創出へ向けた
研究のネットワーク形成を図る。

　共同研究・連携機関数　６機関 　共同研究・連携機関数　19機関 ◎

17 H26

　国内及びアジア圏域の先端医療拠点化
を図るため、日本発の最先端医療である
重粒子線治療施設を核とした、基本構想
を策定する。

　医療拠点形成の核となる重粒子線治療施設
導入に向けた基本構想を策定する。

　医療拠点形成の核となる重粒子線治療施設
導入に向けた基本構想を策定した。

◎

127
H26
～

H30

　沖縄をイノベーションの拠点とするた
め、技術力の高いベンチャー企業の優れ
た研究や研究成果の事業化について、支
援する。

採択企業による商品化　２件 採択企業による商品化　０件 未

147
H24
～

H26

　バイオベンチャーや健康食品産業の研
究開発速度を向上させる環境を構築し、
県内バイオ関連産業の振興と更なる企業
誘致を図るため、医療データを効率的に
集積し活用する仕組み（ビジネスモデル）
の有用性を検証する取り組みを支援す
る。

　2,000人分の患者データのLHRシステムへの
取り込み

　4,230人分の患者データのLHRシステムへの
取り込み

◎

148
H24
～

H26

　県内バイオ関連産業の振興を図るた
め、研究成果を円滑に実用化につなげる
ための専門アドバイザー、異業種とのマッ
チング促進コーディネーターや研究アドバ
イザー等を配置するとともに、波及効果
の高い先行研究を支援する。

新規先行研究の実施　（新規４件：累計11件） 新規先行研究の実施　（新規６件：累計12件） ◎

149
H25
～

H27

　細胞医療産業の集積をとおしたバイオ
産業を振興するため、県外大手バイオ企
業誘致の呼び水となる共同推進体制を県
内医学部に整備する。

企業との共同研究体制の構築　１件 企業との共同研究体制の構築　１件 ◎

267
H26
～

H27

  バイオ関連企業等の研究開発及び事業
化を支援するとともに、バイオ関連企業等
の県内集積を促進するため、沖縄健康バ
イオテクノロジー研究開発センターの研究
機器等の整備を行う。

  導入機器の利用企業へのアンケート調査
で、研究領域の拡大や研究活動の効率化に
繋がったとする企業の割合80％以上

平成27年3月に全機器の導入が完了したた
め、アンケート調査の実施に十分な期間が経
過していないことから未実施

未

ｳ．研究開発成果
の技術異端による
地場産業の高度化

129
H26
～

H28

　大学等の有望な研究成果を活用した県
内中小企業の高度化及び新事業の創出
を図るため、県内外の大学研究機関等と
県内企業とのマッチング支援及び産業振
興や県民生活の向上に結びつく産学共
同研究開発等を実施する。

・本事業支援による大学等との共同研究に取
り組む企業の商品化実現　３件

・本事業支援による大学等との共同研究に取
り組む企業の商品化実現　１件

未

ｴ．科学技術を担う
人づくり

11
H24
～

H26

　沖縄の科学技術・産業振興の未来を担
う子供達を育成するため、NPO法人等の
コーディネートにより地域の関係機関が
一体となった科学コミュニケーションシス
テムの構築を目的に、出前講座や研修会
などを実施する。

　参加した子供達のアンケートにおいて「理科
が好き」又は「興味がわいた」等の科学に対す
る前向きな回答の割合が80％以上（平成25年
度目標値　出前講座の開催件数 20件）

　参加した子供達のアンケートにおいて「理科
が好き」又は「興味がわいた」等の科学に対す
る前向きな回答の割合が90％以上

◎

ア．沖縄のソフトパ
ワーを活用した新
事業・新産業の創
出

215
H26
～

H29

　スポーツ関連産業の創出を図るため、
本県のスポーツ資源や優位性を活かした
新たな価値を創造するモデル事業を実施
するとともに、スポーツ関連産業振興戦
略を構築する。

スポーツ関連産業振興戦略構築調査 スポーツ関連産業振興戦略策定 ◎

ｲ．環境関連産業の
戦略的展開

145
H24
～

H26

　県内中小企業の海外展開を促進し雇用
の創出を図るため、県内で安定的に稼動
している廃棄物や水処理等の島しょ型環
境システムを、海外島しょ地域に対し展開
を図ろうとする県内中小企業を支援する。

海外島しょ地域における技術の有効性確認
４件

　海外島しょ地域における技術の有効性確認
４件

◎

（
５

）
科
学
技
術
の
振
興
と
知
的
・
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
の
形
成

（
６

）
沖
縄
の
魅
力
や
優
位
性
を
生
か
し

た
新
た
な
産
業
の
創
出

ｲ．知的・産業クラ
スター形成の促進

施
策
展
開

H26成果目標（指標） H26成果実績（指標） 評価

ライフスタイルイノベーション
創出推進事業

新産業研究開発支援事業

バイオ産業活性化支援事業

計
画
期
間

医療拠点形成基本構想策定
事業

先端医療産業開発拠点形成
事業

沖縄健康バイオテクノロジー
研究開発センター機器整備
事業

ライフサイエンスネットワーク
形成事業

事　業　名

電子医療情報を活用したビ
ジネスモデル事業性評価事
業

沖縄サイエンスキャラバン構
築事業

スポーツ関連産業振興戦略
構築事業

沖縄感染症医療研究ネット
ワーク基盤構築事業

医療基盤活用型クラスター
形成支援事業

基
本
施
策

事
業
番
号

亜熱帯・島しょ型エネルギー
基盤技術研究事業

島しょ型環境システム海外展
開推進事業

将来像Ⅲ：希望と活力にあふれる豊かな島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰
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事業概要

H26事業内容

ｲ．環境関連産業の
戦略的展開

146
H24
～

H26

　微生物等の生物資源を活用し、油やダ
イオキシン等の有害物質に汚染された土
壌を浄化する技術を持つ企業の創出及
び育成を図るため、県内企業・大学・コン
サル等で構成する企業コンソーシアムを
支援する。

微生物を活用した土壌浄化技術を持つ企業
数　５社

微生物を活用した土壌浄化技術を持つ企業
数　５社

◎

128
H24
～

H26

　県内ベンチャー企業の上場を促すととも
に、国内外の投資家による県内ベン
チャー企業への投資を促進するため、ベ
ンチャー企業の育成及び上場の支援を行
う機関（J-Adviser）の活動に対し補助す
る。

TOKYO PRO Marketへの上場企業件数
　３社

TOKYO PRO Marketへの上場企業件数
　２社

未

166
H24
～

H26

　経済金融活性化特区の創設に伴い、本
県における経済金融の活性化を図るた
め、人材確保・育成、金融投資環境の
PR、構想実現のための調査を行う。

　金融人材育成支援事業による求職者講座
における資格試験合格率　50.0％

　PRセミナー参加者　200名

　構想推進にあたっての課題の明確化と解決
手法の検討

　金融人材育成支援事業による求職者講座
における資格試験合格率　65.1％

　PRセミナー参加者　204名

　構想推進にあたっての課題の明確化と解決
手法の検討の実施

◎

86
H24
～

H27

　さとうきびの安定生産を図るため、イネ
ヨトウに対する交信かく乱技術の普及及
び低コスト化交信かく乱技術の開発を行
う。

・今年度防除を実施した面積
1,500ha／年度(H26年度）

・前年度交信かく乱法により防除した地区での
防除効果の確認面積
1,500ha／年度(H26年度）

・今年度防除を実施した面積
1,562ha／年度(H26年度）

・前年度交信かく乱法により防除した地区での
防除効果の確認面積
2,314ha／年度(H26年度）

◎

88
H24
～

H29

　自然災害や気象変動に左右されず、安
定した農作物を供給できる産地形成を図
るため、強化型パイプハウス等災害に強
い農産物栽培施設の整備に対する補助
を行う。
平成26年度は、強化型パイプハウス及び
気象災害対応型平張施設の整備を実施
する。

農業生産基盤が整備された農用地面積（施設
整備面積）
100%(28.6ha)

－ 繰

89
H24
～

H26

　園芸品目のおきなわブランドを確立する
ため、園芸作物ブランド産地に対し、選花
選別機などの機械設備等の整備に対す
る補助を行う。

園芸作物ブランド産地の育成強化を図るため
農業機械が整備された産地数　5産地

園芸作物ブランド産地の育成強化を図るため
農業機械が整備された産地数　４産地

○

91
H25
～

H27

おきなわ果樹のブランド産地の育成を図
るため、光センサーによる選果データ等を
活用した高品質果実生産支援システム等
の開発、栽培環境の改善等に対する支
援を行う。

・高品質果実生産支援システム構築の為の
データ修正・更新

・栽培環境の改善に向けた制御設備の整備
率
（３地区／５地区、整備台数20台）

・高品質果実生産支援システム構築の為の
データ修正・更新

・栽培環境の改善に向けた制御設備の整備
率
（２地区／５地区、整備台数１５台）

○

92
Ｈ25
～

Ｈ29

　県産紅茶の生産・品質の安定化を図
り、ブランド化を促進するため、紅茶やフ
レーバーティーの安定生産技術に関する
研究を行い、県内茶生産者への研究成
果の普及を行う。

○紅茶加工技術研究施設における研究活動
の実施

○フレーバーティーに適した素材の選定
　1品目

○紅茶加工技術研究施設における研究活動
の実施

○フレーバーティーに適した素材の選定
　1品目

◎

98
H24
～

H28

　生産性の高い効率的な養豚経営を支援
するため、市町村等が行う優良種豚の貸
付事業における、種豚購入に対して補助
を行う。

系統造成豚等を年176頭貸し付けることによ
る、養豚農家の生産性向上に向けた種豚改
良の推進による産子数増

産子数
　10頭（目標値）　→　９頭（実績）

○

99
H24
～

H26

　繁殖性及び産肉性の高い山羊の作出・
普及のため、研究・肉質調査を実施する。
また、山羊飼養頭数の増頭と生産消費拡
大を推進するため、飼養試験や試食会な
どを行う。

産肉性の高い山羊肉の作出に向けたデータ
蓄積　14項目

試食会参加者数 15事業者

産肉性の高い山羊肉の作出に向けたデータ
蓄積　14項目

試食会参加者数 20事業者

◎

103
H25
～

H27

　自立した新しい酪農経営を展開するた
め、モデル地区にケーングラス（飼料用サ
トウキビ）等の長大飼料作物の導入と専
用収穫機械を一体的に整備して飼料生
産基盤を構築する。

　モデル地区における長大飼料作物の作付面
積　10ha（8ha増/年度）

　モデル地区における長大飼料作物の作付面
積　10ha（8ha増/年度）

◎

104
H25
～

H27

　飼料高騰による養豚経営への影響を緩
和し、自立した足腰の強い生産者を育成
するため、生産性向上に繋がる取組計画
を策定・実施することを要件として、生産
者に対して飼料費の一部を補助する。

家畜頭数
142,334頭（H25年度）　→　153,356頭（H26年
度）

（内訳：豚）
43,948頭（H25年度）→　45,948頭（H26年度）

家畜頭数
142,334頭（H25年度）　→　139,773頭（H26年
度）

（内訳：豚）
43,948頭（H25年度）→　42,166頭（H26年度）

未

基
本
施
策

（
７

）
亜
熱
帯
性
気
候
を
生
か
し
た
農
林
水
産
業
の
振
興

ｱ．おきなわブランド
の確立と生産供給

体制の整備

事　業　名

（
６

）
沖
縄
の
魅
力
や
優
位
性
を
生
か
し
た
新
た
な
産
業

の
創
出

おきなわ山羊飼養・流通消費
促進事業

H26成果目標（指標） H26成果実績（指標） 評価

計
画
期
間

災害に強い栽培施設の整備
事業

微生物等を活用した汚染土
壌の浄化処理技術開発事業

金融人材育成支援・投資環
境ＰＲ事業

イネヨトウの交信かく乱法に
よる防除技術普及事業

施
策
展
開

事
業
番
号

おきなわ紅茶ブランド化支援
事業

系統造成豚等利活用推進事
業

園芸モデル産地育成機械整
備事業

果樹生産イノベーション事業

沖縄型上場基盤整備促進事
業

ｴ．金融関連産業
の集積促進

自給型畜産経営飼料生産基
盤構築事業

養豚生産性向上緊急対策事
業

将来像Ⅲ：希望と活力にあふれる豊かな島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰
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事業概要

H26事業内容

114
H25
～

H27

　林業及び山村地域の振興を促進するた
め、造成未利用地等を有効活用し、本県
特有の亜熱帯性気候を活かした早生樹
種等の有用未利用樹種による森林整備
を実施し、沖縄に適した資源循環型施業
の確立を図る。また、今後の県産材活用
に係る新たなシステムの構築を図る。

・造成未利用地における早生樹種による造成
システムの構築に係るデータ（活着率、初期
生長データ）の収集及び県指定造林樹種への
追加指定のための樹種の絞り込み

・県産材活用に係る新たなシステムの提案
（製品開発、流通システム、プロモーション等）

・造成未利用地における早生樹種による造成
システムの構築に係るデータ（活着率、初期
生長データ）の収集及び県指定造林樹種への
追加指定のための樹種の絞り込み

・県産材活用に係る新たなシステムの提案
（試作品の製作）

◎

115
H25
～

H27

　環境と調和したやんばるの森林の利活
用を図るため、環境に配慮した収穫伐
採、森林施業（保育）の手法の検討及び
実証試験等を行う。

やんばるに適した収穫伐採の作業システム案
の策定

やんばるに適した収穫伐採の作業システム案
の策定

◎

118
H24
～

H28

　減少傾向が顕著である沿岸性水産資源
の回復・持続的利用を図るため、漁獲実
態、資源動向、生態情報、沿岸及び陸域
の環境情報を集積、分析を行い、水産
物、沿岸環境の総合的な管理手法、利活
用法を検討する。

水産重要種生態情報
新たに10種

重要２魚種の資源管理策の実施
６漁協（H25)⇒９漁協

水産重要種生態情報
新たに10種

重要２魚種の資源管理策の実施
６漁協（H25)⇒９漁協

◎

124
H24
～

H26

　養殖ハタ類の量産及び消費拡大を図る
ため、低コスト型陸上養殖システムの開
発,水無し輸送技術の普及及び県内にお
ける販売促進事業を実施する。

①実用化規模（養殖密度30～50㎏/kL：一般
的な陸上養殖における養殖密度の2～3倍）に
おける養殖システムの確立

②水無し活魚輸送の生残率
100%

③養殖ハタを常時提供する店舗の拡大
5店舗

①実用化規模（養殖密度30～50㎏/kL：一般
的な陸上養殖における養殖密度の2～3倍）に
おける養殖システムの確立

②水無し活魚輸送の生残率
100%

③養殖ハタを常時提供する店舗の拡大
８店舗

◎

125
H24
～

H28

　漁業者の安全操業を確保し、緊急時の
迅速な通報体制を整備するため、広域通
信が可能な無線機の設置に対する補助
を行う。

漁業者の安全操業の確保（無線機を整備した
漁船の海難事故による死亡者及び行方不明
者数
０人）

漁業者の安全操業の確保（無線機を整備した
漁船の海難事故による死亡者及び行方不明
者数
０人）

◎

76
H24
～

H26

　県中央卸売市場に出荷される県産農産
物を長期安定的に供給し、地産地消を推
進するため、冷蔵配送施設を整備すると
ともに、産地から消費地までのコールド
チェーンを実現し、農産物の品質劣化を
低減するため、冷蔵配送車の導入に対す
る補助を行う。

・県産青果物の通年での安定供給による地産
地消の推進。
・県産青果物の鮮度保持を図ることにより不
良品発生率を3％から2％へ軽減する。
・冷蔵配送車の導入により県産青果物の運送
費を20％軽減する。

－ 繰

77
H24
～

H26

　県産農林水産物を活用したプレミアム
加工品の開発・販路拡大を図るため、商
品開発研修を行うなど人材育成支援や販
路拡大を促進するプレミアム認証の支援
を行う。

　モンドセレクション・ｉTQｉへの申請　２件 　モンドセレクション・ｉTQｉへの申請　３件 ◎

78
H24
～

H26

　県産農林水産物の販売力強化に資す
る戦略人材の育成を図るため、首都圏の
飲食や販売等に関連する企業でOJT研
修等を実施する。

１,戦略人材の育成数15人

２,人材育成の受け皿組織の自走化
・総会の開催
・会則の制定
・自主財源の確保

１,戦略人材の育成数14人

２,人材育成の受け皿組織の自走化
・総会の開催（年２回開催）
・会則を制定
・自主財源を確保（会費、補助金等）

○

79
H24
～

H26

　地産地消の推進に対応した、直売所と
観光産業との連携による県産食材の消
費拡大及び県民の健康改善を図るため、
直売所の実態調査や飲食業界とのマッチ
ング、県産食材フェアなどの誘客、販促イ
ベント、県産野菜を中心とした料理講習
会等を実施する。

直売所からホテル等への供給開始　　２件

1直売所あたりの
・年間来場者数
　164千人
・年間農林水産物売上高
　9,600万円

直売所からホテル等への供給開始　　２件

1直売所あたりの
・年間来場者数
　214千人
・年間農林水産物売上高
　15,645万円

◎

80
H24
～

H33

　本土向けに出荷する農林水産物（戦略
品目）の輸送コストを直近他県と同一条
件とし、出荷時期・出荷量の拡大を図るた
め、沖縄－本土間の輸送費の一部に対
する補助を行う。

出荷団体の県外出荷量
　60,000ﾄﾝ

出荷団体の県外出荷量
　57,000ﾄﾝ

○

81
H24
～

H26

　沖縄県産農林水産物について海外への
販路拡大を図るため、輸出品目の検討及
び海外における商談会の開催等海外市
場におけるプロモーションを強化する。

商談会等参加者数　20社 商談会等参加者数　18社 ○

94
H24
～

H33

　分みつ糖製造事業者の経営安定を図る
ため、分みつ糖製造コスト及び気象災害
によりコスト増嵩分、設備整備等に対する
補助を行う。

地域社会の維持・形成を目指した分みつ糖企
業の経営安定　10工場
甘蔗糖の産糖量 （分みつ糖産糖量）
75,642t(H24年度)　→　108,769t

地域社会の維持・形成を目指した分みつ糖企
業の経営安定　10工場
甘蔗糖の産糖量 （分みつ糖産糖量）
75,642t(H24年度)　→　76,037t

○

施
策
展
開

ｱ．おきなわブランド
の確立と生産供給

体制の整備

ｲ．流通・販売・加工
対策の強化

（
７

）
亜
熱
帯
性
気
候
を
生
か
し
た
農
林
水
産
業
の
振
興

基
本
施
策

H26成果目標（指標） H26成果実績（指標） 評価

計
画
期
間

分みつ糖振興対策支援事業
費

事
業
番
号

県産農林水産物販売力強化
事業

直売所を核とした県産食材
消費拡大事業

農林水産物流通条件不利性
解消事業

漁業者の安全操業の確保を
支援する事業

中央卸売市場活性化事業

沖縄県産農林水産物海外販
路拡大支援事業

プレミアム加工品開発支援
事業

事　業　名

沖縄型資源循環利用システ
ム構築事業

養殖ハタ類の国際的産地形
成推進事業

やんばる多様性森林創出事
業

沖縄沿岸域の総合的な利活
用推進事業

将来像Ⅲ：希望と活力にあふれる豊かな島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰
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事業概要

H26事業内容

95
H24
～

H28

　製糖事業者の安定操業を確保すること
により、地域の基幹産業「さとうきび・糖
業」の持続的振興を図るため、製糖事業
者の経営体質強化のための製糖事業者
が取り組む製造コストの低減、品質の向
上及び衛生管理の徹底等のための施設
整備等に対する補助を行う。

地域社会の維持・形成を目指し、効率的な含
蜜糖生産による含蜜糖企業の経営安定
１工場(H25)→１工場
甘蔗糖の生産量
（含蜜糖産糖量）
7，627ｔ（H24年度）→　8，937ｔ

－ 繰

96
H24
～

H33

　含みつ糖を生産する離島地域のさとうき
び農家及び製糖事業者の経営安定化を
図るため、含みつ糖製造コスト及び気象
災害によりコスト増嵩分、設備整備や安
定供給・差別化等に向けた協同の取組等
に対する補助を行う。

地域社会の維持・形成を目指した含みつ糖製
糖企業の経営安定
８工場（H25年度）→８工場
甘蔗糖の産糖量
（含みつ糖産糖量）
7，627ｔ（H24年度）
　→8，937ｔ

地域社会の維持・形成を目指した含みつ糖製
糖企業の経営安定
８工場（H25年度）→８工場
甘蔗糖の産糖量
（含みつ糖産糖量）
7，627ｔ（H24年度）
　→7，078ｔ【見込み】

○

97
H24
～

H28

　国内外における県産食肉ブランド力強
化及び販売促進を図るため、香港におけ
る県産食肉の流通保管施設によるコール
ドチェーン運用やアグーブランド豚トレー
サビリティ導入等を行う。

海外輸出にかかる流通量(香港への県産食肉
および食肉加工品の輸出量）前年比20％増

アグートレーサビリティシステムの試験運用に
よる流通販売段階における課題の把握と消費
者段階でのシステム構築、汎用性強化に向け
たシステム調整

海外輸出にかかる流通量(香港への県産食肉
および食肉加工品の輸出量）前年比７％減

アグートレーサビリティシステムの試験運用に
よる流通販売段階における課題の把握と消費
者段階でのシステム構築、汎用性強化に向け
たシステム調整

未

120
H24
～

H26

　我が国唯一の熱帯性海域で漁獲される
水産素材の付加価値向上と観光需要へ
の対応を図るため、各地域の地先水産物
の新商品開発の補助等を行う。

新しい水産加工品の創出
　15商品

新しい水産加工品の創出
　19商品

◎

121
H24
～

H28

　漁業生産額の拡大を図るため、市場調
査による魚種毎のマーケティング方策の
作成、業界一体となったプロモーションを
実施する。

マーケティング方策の策定
　４魚種

プロモーションの実施による流通量増大（プロ
モーション実施期間中、対象店舗等における
対前年取扱量の増）

マーケティング方策の策定
　４魚種

プロモーションの実施による流通量増大（プロ
モーション実施期間中、対象店舗等における
対前年取扱量の増）

◎

122
H25
～

H28

　オキナワモズクが含有する機能性成分
を用いた付加価値の高い市場の創出を
図るため、特定保健用食品の開発、フコ
イダン等を用いた新市場創出活動、抗が
ん作用のエビデンス蓄積等に対する補助
を行う。

商品開発に向けた試験データの蓄積
　３課題

商品開発に向けた試験データの蓄積
　３課題

◎

123
H26
～

H28

　沖縄美ら海まぐろのブランド化を推進す
るため、認定基準の高度化、ブランドの維
持管理及び普及活動を行う。

・基準の数値化に向けた試験データの蓄積（２
手法）

・沖縄美ら海まぐろの流通量増加

・基準の数値化に向けた試験データの蓄積（２
手法）

・沖縄美ら海まぐろの流通量増加

◎

84
H25
～

H27

　ペレット堆肥使用による農業労働力の
軽減及び地力増強を図るため、実証展示
ほ場を設置し、その作業性軽減や土壌改
善等の検証を行う。

・実証展示ほ場でのデータ蓄積数　→16ヶ所 ・実証展示ほ場でのデータ蓄積数　→20ヶ所 ◎

87
H24
～

H33

　特殊病害虫の侵入防止、根絶防除等の
ため、侵入警戒調査、侵入防止防除及び
根絶防除等を実施する。

ウリミバエ発生件数　０件
ミカンコミバエの発生件数　０件
イモゾウムシ類根絶達成地区数　０地区
ナスミバエ発生市町村数　11市町村

ウリミバエ発生件数　０件
ミカンコミバエの発生件数　３件
イモゾウムシ類根絶達成地区数　０地区
ナスミバエ発生市町村数　23市町村

△

ｴ．農林漁業の担い
手の育成・確保及
び経営安定対策等
の強化

82
H24
～

H33

　農業担い手の育成・確保を図るため、就
農相談体制の充実、研修農場の整備、初
期投資や６次産業化のための支援等を
行い、相談から定着まで一貫した支援を
行う仕組みを構築する。

・新規就農者数300名/年 ・新規就農者数360名/年 ◎

含みつ糖振興対策事業費

計
画
期
間

（
７
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熱
帯
性
気
候
を
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か
し
た
農
林
水
産
業
の
振
興

ｲ．流通・販売・加工
対策の強化

基
本
施
策

施
策
展
開

事
業
番
号

ｳ．農林水産物の
安全・安心の確立

事　業　名 H26成果目標（指標） H26成果実績（指標） 評価

沖縄県新規就農一貫支援事
業

県産食肉ブランド国内外流
通対策強化事業

産地漁協ビジネス連携新商
品開発支援事業

環境にやさしい土づくり推進
事業

含みつ糖製糖施設近代化事
業

海藻成分の保健的価値向上
による新商品開発事業

マグロの産地ＯＫＩＮＡＷＡ認
知度向上化事業

持続的な漁業生産額拡大の
ためのマーケティング支援事
業

特殊病害虫特別防除事業

将来像Ⅲ：希望と活力にあふれる豊かな島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰
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事業概要

H26事業内容

ｴ．農林漁業の担い
手の育成・確保及
び経営安定対策等
の強化

93
H24
～

H33

　農業共済加入率向上及び被害率軽減
により、共済掛金の低減を図るため、畑
作物共済及び園芸施設共済加入者の営
農資材等への支援など加入促進活動に
対する補助を行う。

・畑作物共済加入率
　　60％

・園芸施設共済加入率
　　35％

・畑作物共済加入率
　　50.7％

・園芸施設共済加入率
　　19.8％

未

64
H24
～

H28

　小ギク生産日本一の産地である沖縄県
のブランド維持のため、白熱電球に替わ
る代替電照（ＬＥＤ等）資材の開発及び利
用技術の確立を行う。

　活動目標の研究課題から、生産現場で活用
できる技術を研究開発するには、複数年かか
ることから、研究開発の進捗状況を勘案して、
H26年度は普及に移す技術として２件確立す
る。
１）代替電照（LED等）の利用技術の確立
２）露地向け低コスト電照資材（LED等）の開発

普及に移す技術１件確立 未

65
H24
～

H29

　「売れる島ヤサイを作る」への転換を進
め、島ヤサイの商品性向上を図るため、
収集系統の特性評価や商品力強化品
目・系統の栽培体系の確立等を行う。

　活動目標の研究課題から、生産現場で活用
できる技術を研究開発するには、複数年かか
ることから、研究開発の進捗状況を勘案して、
H26年度は普及に移す技術として２件確立す
る。
１）消費者ニーズの把握
２）島ヤサイの特性解明

普及に移す技術２件確立 ◎

66
H24
～

H29

　黒糖の原料生産、加工、販売までの関
連技術開発を統合的に展開し、黒糖のﾌﾞ
ﾗﾝﾄﾞ化及び生産地の活性化を図るため、
黒糖の高度利用向け品種の栽培技術の
確立や新たな需要開拓調査を行う。

　活動目標の研究課題から、生産現場で活用
できる技術を研究開発するには、複数年かか
ることから、研究開発の進捗状況を勘案して、
H26年度は普及に移す技術として２件確立す
る。
１）卓上で可能な小規模黒糖製造システムに
おける条件
２）新規黒糖製品および製造技術

普及に移す技術３件確立 ◎

67
H24
～

H29

　ゴーヤー、キク、マンゴー等の沖縄ブラ
ンド作物の競争力を高めるため、品質向
上対策技術、加工技術、品種開発を加速
化させるオンデマンド育種システムや沖
縄ブランドの権利保護技術等を開発す
る。

　活動目標の研究課題から、生産現場で活用
できる技術を研究開発するには、複数年かか
ることから、研究開発の進捗状況を勘案して、
H26年度は普及に移す技術として５件確立す
る。
○次世代ブランド品種の開発とブランド力強
化支援
1)県産ニガウリの特性評価。
2)県産ニガウリの機能性評価。
3)県産マンゴーの特性評価。
〇オンデマンド育種システムと権利保護技術
の開発
1)主要園芸作物のゲノムサイズ。
2)パインアップル葉のとげに連鎖するDNA
マーカーの開発

普及に移す技術３件確立 未

68
H25
～

H30

　果樹産業の振興を図るため、気候変動
に対応した果樹品種及び安定生産技術
の開発と果実加工品開発など、生産から
流通・加工までの一貫した沖縄型果樹産
業支援技術を開発する。

　活動目標の研究課題から、生産現場で活用
できる技術を研究開発するには、複数年かか
ることから、研究開発の進捗状況を勘案して、
H26年度は普及に移す技術として１件確立す
る。
１）気候変動に対応した果樹品種の開発と安
定生産技術の確立

普及に移す技術４件確立 ◎

69
H25
～

H29

　冬春期野菜花き類の生産量向上を図る
ため、二酸化炭素施用による増収技術の
開発など、農業者の慣行栽培による生産
力の限界を超えるような革新的環境制御
技術を開発する。

　活動目標の研究課題から、生産現場で活用
できる技術を研究開発するには、複数年かか
ることから、研究開発の進捗状況を勘案して、
H26年度は普及に移す技術として１件確立す
る。
１）沖縄県の冬春期栽培における施設内環境
の解明

普及に移す技術１件確立 ◎

70
H24
～

H28

　肉用牛生産コストの低減を図るため、国
内外の有望品種を素材とする牧草を育種
し、ＴＤＮ収量（可消化養分総量）が普及
品種より高く、本県の栽培環境に適応す
る沖縄型牧草戦略品種を作出する。

有望系統を20系統に絞ることによる本県の気
象環境に適応した新品種の候補の選抜

有望系統を20系統に絞ることによる本県の気
象環境に適応した新品種の候補の選抜

◎

（
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亜
熱
帯
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候
を
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か
し
た
農
林
水
産
業
の
振
興

ｵ．農林水産技術
の開発と普及 次世代沖縄ブランド作物特

産化推進事業

気候変動対応型果樹農業技
術開発事業

野菜花き類の施設管理高度
化技術開発事業

肉用牛生産拡大沖縄型牧草
戦略品種作出総合事業

基
本
施
策

施
策
展
開

事
業
番
号

沖縄型農業共済制度推進事
業

計
画
期
間

H26成果目標（指標） H26成果実績（指標） 評価

うちなー島ヤサイ商品化支
援技術開発事業

新たな時代を見据えた糖業
の高度化事業

事　業　名

キク日本一の沖縄ブランド維
持のための生産基盤強化技
術開発事業

将来像Ⅲ：希望と活力にあふれる豊かな島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰

37



事業概要

H26事業内容

71
H25
～

H29

　「アグーブランド豚肉」を世界一おいしい
豚肉へと飛躍させるため、ゲノム情報を
活用したアグー肉質の効率的な育種改良
システムを構築する。

・他の品種と比較してアグー特有の塩基配列
の違い（３万ヵ所）を判別する。
判別した塩基配列の違いの累計
３万ヵ所（H25年度）→６万ヵ所

・アグーの肉質データを蓄積する（400頭）。
蓄積した肉質データの累計
200頭（H25年度）→600頭

・他の品種と比較してアグー特有の塩基配列
の違い（３万ヵ所）を判別する。
判別した塩基配列の違いの累計
３万ヵ所（H25年度）→６万ヵ所

・アグーの肉質データを蓄積する（400頭）。
蓄積した肉質データの累計
200頭（H25年度）→600頭

◎

72
H24
～

H28

　持続可能な森林管理手法の確立を図
り、本県のヤンバル地域の振興及び森林
の保全、資源の利用を支援するため、森
林環境の変動監視システムの研究、環境
負荷が軽減される小面積造林技術の開
発など新たな生産システムの研究開発等
を行う。

　森林の持つ多面的な機能や林管理手法、社
会・経済的評価を加味した様々なデータを森
林GIS情報として地図化し、環境と調和のとれ
た森林管理手法を確立する。

　森林の持つ多面的な機能や林管理手法、社
会・経済的評価を加味した様々なデータを森
林GIS情報として地図化し、環境と調和のとれ
た森林管理手法を確立する。

◎

73
H24
～

H26

　亜熱帯性海域に適した魚介類の養殖振
興を図るため、ヤイトハタ及びシャコ貝類
について、生残率が高く、低コストの養殖
生産技術の開発を行う。

効率的且つ高歩留まりな養殖技術の開発と
養殖技術マニュアルの作成

効率的且つ高歩留まりな養殖技術の開発と
養殖技術マニュアルの作成

◎

74
H24
～

H28

　オキナワモズクの付加価値強化と消費
拡大のため、機能性成分（フコイダン、フ
コキサンチン）に着目した①品種育成と②
加工技術の開発及び③新規機能性成分
の抽出技術の開発を行う。

・育種試験の結果及び機能性成分分析結果
を元に優良株を選定　1株

・機能性成分を高含有で加工するための技術
開発 1技術

・機能性成分の抽出技術の開発　1技術

・育種試験の結果及び機能性成分分析結果
を元に優良株を選定　1株

・機能性成分を高含有で加工するための技術
開発 1技術

・機能性成分の抽出技術の開発　1技術

◎

75
H26
～

H29

　広大な沖縄島南海域で効率的な漁獲操
業を可能にするため、漁業や漁場環境等
の情報収集・解析を行い、マグロ・カジキ
類の好漁場予測など漁業支援システムを
構築する。

　好漁場予測など漁業支援システムの構築に
必要な基礎データの収集・解析に係る途中経
過の報告

　好漁場予測など漁業支援システムの構築に
必要な基礎データの収集・解析に係る途中経
過を報告

◎

90
H24
～

H26

　植物工場のランニングコストを低減させ
夏場の葉野菜類の安定供給を図るため、
太陽光やバガス炭等を活用した沖縄型植
物工場の実証・検討を行う。

沖縄型植物工場ランニングコスト低減30% 沖縄型植物工場ランニングコスト低減30% ◎

119
H25
～

H27

　太陽の光を利用した養殖業の振興を図
るため、海藻類及びシャコガイ類につい
て、養殖対象種に適した養殖技術開発と
実用化試験を行う。

一地区一件以上の実用化に向けたデータ蓄
積及び抽出課題の対策
・海藻類
　キリンサイ　２件
　オゴノリ　　４件
　ヒジキ　　　１件

・シャコガイ　　４件

一地区一件以上の実用化に向けたデータ蓄
積及び抽出課題の対策
・海藻類
　キリンサイ　１件
　オゴノリ　　５件
　ヒジキ　　　１件

・シャコガイ　　５件

○

102
H25
～

H31

　機械化による家畜の飼養規模拡大、農
作業の軽減のため、農業機械導入、農業
機械格納のための農具庫整備、畜産担
い手育成総合整備事業で導入した農業
機械の更新の費用を補助する。

草地面積の拡大による自給粗飼料の確保及
び品質・生産性向上
新たに事業実施地区草地面積20ha増／年度

草地面積の拡大による自給粗飼料の確保及
び品質・生産性向上
新たに事業実施地区草地面積66ha増／年度

◎

109
H25
～

H27

　農業用水の安定確保（量、水質）が困難
な地域における、水源確保手法の一つと
して下水放流再生水の利活用による水資
源循環型システムの導入の可能性につ
いて各種調査を実施する。

再生水農業利用管理マニュアル（素案）の作
成

再生水農業利用管理マニュアル（素案）の作
成

◎

110
H26
～

H28

　湛水被害が発生し易い地域において、
効果的な排水対策を図るため、必要な各
種調査・検討を行う。

・湛水箇所の地形把握 　54.7ha
・湛水状況(メカニズム)の把握　65.1ha
・有効な探査手法の絞り込み

・湛水箇所の地形把握 　54.7ha
・湛水状況(メカニズム)の把握　65.1ha
・有効な探査手法の絞り込み

◎

113
H24
～

H27

　本県特有の特殊土壌地域（石灰岩地
域）に起因する構造物の亀裂等の防止を
図るため、地盤条件に適応した貯水池の
管理補修手法等、沖縄型貯水池建設工
法を検討・確立する。

沖縄型貯水池建設工法の確立に向けた課題
整理（底盤）

－ 繰

計
画
期
間

H26成果目標（指標） H26成果実績（指標） 評価

（
７

）
亜
熱
帯
性
気
候
を
生
か
し
た
農
林
水
産
業
の
振
興

ｵ．農林水産技術
の開発と普及

基
本
施
策

施
策
展
開

事
業
番
号

ｶ．亜熱帯・島しょ性
に適合した農林水
産業の基盤整備

世界一おいしい豚肉作出事
業

事　業　名

太陽の恵み利用型養殖実用
化事業

肉用牛生産振興特別対策事
業

再生水等循環利用型農業確
立モデル事業

沖縄型植物工場実証事業

琉球石灰岩地帯における貯
水池の建設工法確立事業

マグロ・カジキ類漁場開発事
業

琉球石灰岩地域排水対策検
討事業

モズク消費拡大に向けた機
能性成分高含有品種育成と
加工技術開発

県産魚介類の安定供給に向
けた生産性高度化事業

南西諸島の環境・生物相に
配慮した森林管理手法に関
する研究事業

将来像Ⅲ：希望と活力にあふれる豊かな島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰
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事業概要

H26事業内容

106
H24
～

H27

　農山漁村地域における都市農村交流の
需要に対応するため、継続的かつ計画的
な受入れが可能な広域の交流拠点体制
の構築、育成、取組の支援を行う。

広域的な交流拠点体制の構築　１箇所

広域的な交流拠点体制の育成支援　１箇所

広域的な交流拠点体制の構築　１箇所

広域的な交流拠点体制の育成支援　１箇所

◎

107
H25
～

H26

農山漁村地域における交流人口の増加
に対応し、グリーン・ツーリズム実践者の
質の向上を図るため、実践者のニーズに
あった研修プログラムを作成し、実践者に
対する技術向上研修を実施する。実践者
が継続的かつ自主的に研修が行える仕
組みづくり及び構築に向けた検討を行な
う。

研修受講者　100名

自主的活用に向けた仕組の構築一式

研修受講者　255名

自主的活用に向けた仕組を構築
◎

126
H24
～

H33

　県内中小企業者の経営基盤強化及び
持続的発展を促進するため、中小企業者
等から広く公募・採択した有望プロジェク
トへの経営支援を行うとともにプロジェクト
推進に要する経費を補助する。

・プロジェクト実施による販売額増加見込額を
プロジェクト実施前との比較で1.5億円以上

・採択した県内中小企業者の新規雇用者数
38人増

・プロジェクト実施による販売額増加額をプロ
ジェクト実施前との比較で6.3億円

・採択した県内中小企業者の新規雇用者数
87人増

◎

155
H24
～

H28

　極めて特徴的な産業構造に対応するた
め、経済効果が大きいと見込まれる業界
を対象に調査･分析を実施し、沖縄県の
中小企業に最適なビジネスモデルを構築
し、地域特性等を活かせる企業の育成を
図る。

調査報告書「活用予定」回答割合　70％
（補足説明）
業界の調査・分析結果をとりまとめた報告書
について、業界の現状・課題の把握や今後の
方向性についてのヒントとして、今後、経営計
画策定等に活用しようと考えている企業の割
合を測定する。

調査報告書「活用予定」回答割合　76% ◎

221
H25
～

H28

　島嶼性・亜熱帯性等に起因する沖縄独
自の建設技術等を海外等に販売・展開す
る県内建設関連企業等のグローバル化
を推進するための支援（調査への補助や
事業計画などへの指導助言）を行い、建
設産業の活性化を図る。

建設産業グローバル化への課題克服への取
組（海外進出の障壁の克服）

建設産業グローバル化への課題克服への取
組（海外進出の障壁の克服）

◎

222
H26
～

H27

　米軍発注工事におけるボンド枠を確保
するため、県内建設業者によるテスト入
札を行い、在米ボンド会社等からボンドを
調達して工事に参入するためのマニュア
ル書を作成する。

在米ボンド会社等からのボンド調達
　３業者

在米ボンド会社等からのボンド調達
　０業者

未

139
H24
～

H26

　県内製造業の企業間連携を促し競争力
強化を図るため、研究開発（企業共同体
等による共同研究、試作品開発）・技術研
修（専門家招聘やマッチングセミナー）等
を実施する。

装置開発採択案件の実用化率　42% 装置開発採択案件の実用化率　100% ◎

140
H24
～

H26

　中小・零細企業の多い県内衣類縫製産
業の競争力強化を図るため、縫製技術力
向上研修、県外・海外展開の支援、コー
ディネーター配置による県外・海外メー
カーOEM提携先の誘致等を実施する。

縫製技術者の育成及び縫製技術力の向上
（新商品にかかる縫製技術の習得数１）

縫製技術者の育成及び縫製技術力の向上
（新商品にかかる縫製技術の習得数１）

◎

142
H24
～

H26

　競争力の高いものづくり産業の創出を
図るため、本県の地域資源や特性を活用
し、県内企業を中心とした産学官連携等
による付加価値の高い製品開発プロジェ
クトに対して開発費の助成を行うととも
に、プログラム・オフィサーによるハンズオ
ン支援を実施する。

　装置開発採択案件の実用化率　42% 　装置開発採択案件の実用化率　100% ◎

144
H24
～

H33

　中小ものづくり企業との資金調達手法
の多様化を図るため、地元金融機関と連
携して自由度の高い資金供給手法を構
築する。

　企業への投資実行件数　１件 　企業への投資実行件数　３件 ◎

計
画
期
間

農林水産業活性化推進拠点
整備事業

事　業　名

（
７

）
亜
熱
帯
性
気
候
を
生
か
し
た
農
林
水

産
業
の
振
興

沖縄型ビジネスモデル構築
事業

沖縄型ボンディングシステム
実証事業

（
９

）
も
の
づ
く
り
産
業
の
振
興
と
地
域
ブ
ラ
ン
ド
の
形
成

沖縄県縫製業新展開促進事
業

ｳ．建設産業の活
性化と新分野・新
市場の開拓

ｱ．ものづくり産業
の戦略的展開

H26成果目標（指標）

（
８

）
地
域
を
支
え
る
中
小
企
業
等
の
振
興

ｱ．中小企業等の
総合支援の推進

H26成果実績（指標） 評価

ｷ．フロンティア型
農林水産業の振興

基
本
施
策

施
策
展
開

事
業
番
号

グリーン・ツーリズム支援事
業

オキナワものづくりネットワー
ク構築事業

沖縄建設産業グローバル化
推進事業

中小企業課題解決・地域連
携プロジェクト推進事業

戦略的製品開発支援事業

沖縄中小ものづくり企業競争
力強化事業

将来像Ⅲ：希望と活力にあふれる豊かな島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰
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事業概要

H26事業内容

134
H24
～

H33

　県産品の商品特性の浸透を図るための
プロモーション事業を展開するほか、県外
のニーズに合った商品開発支援やビジネ
スマッチング、マーケティング専門アドバ
イザー等を設置し、県内事業者への指
導・助言を行う等、県産品の販路拡大の
総合的な支援を行う。

県内主要50社（食品加工業）の県外販売額
147億円

県内主要50社（食品加工業）の県外販売額
156億円

◎

135
H26
～

H28

　旬の県産食材等について、生産者、民
間事業者等が一丸となったプロモーション
等に取組むことにより、観光客を核とした
需要を掘り起こし、県内消費拡大及び県
産品の販路拡大を促進する。

１事業所あたりキャンペーンメニュー販売数80
件

１事業所あたりキャンペーンメニュー販売数
250件以上

◎

141
H24
～

H26

　泡盛のブランド力を向上させ、域外出荷
拡大を図るため、泡盛の持つ、商品特性
や歴史・文化的背景を活かして、商品開
発・販売展開支援、プロモーションによる
情報発信及び調査研究事業等を実施す
る。

泡盛の県外出荷数量　3,500kl 泡盛の県外出荷数量　2,919kl 未

143
H26
～

H33

　本県経済の牽引役として県内製造業の
活性化を図るため、県産工業製品の海外
展開について、製品の特性や流通の特徴
に応じた総合的な施策展開を実施する。

　本事業を活用した企業の海外売上額（支援
企業合計）　１億円

　本事業を活用した企業の海外売上額（支援
企業合計）　2.4億円

◎

169
H24
～

H26

　若年者・中高年・一人親家庭の親など、
様々な背景を持つ求職者に対応するた
め、これらのニーズに応じたきめ細かな
研修・訓練事業を実施することにより人材
育成を図りつつ、企業説明会・合同面接
会などマッチング機会を増やすことで、効
果的な雇用対策を行う。

　フォローアップ調査における事業の支援によ
る新規就職者数　445人

　フォローアップ調査における事業の支援によ
る新規就職者数　420人

○

172
H24
～

H26

　成長産業を担う人材を育成・確保するた
め、情報通信、国際物流、バイオ関連産
業などの成長産業を対象に、県内に新規
に立地する企業、又は業務拡大により従
業員を増やす企業が従業員を県外研修
のため派遣する費用の一部を支援する。

助成金活用企業における新規就職者数：70人 助成金活用企業における新規就職者数：70人 ◎

173
H24
～

H28

　県内企業の雇用環境を改善し、離職率
を抑制するため、人材育成企業認証制度
や人材育成推進者養成講座等を実施し、
企業の人材育成の取組みを促して支援
する。

・人材育成推進者養成人数：100名

・雇用環境改善等の取組企業数：100社

・人材育成推進者養成人数：75名

・雇用環境改善等の取組企業数：70社

○

175
H25
～

H33

　県内失業率の改善を図るため、求職者
で特に支援を必要とする者等に対し就労
支援を行う。

・パーソナルサポーターの就職支援による就
職者数：240名

・パーソナルサポーターの就職支援による就
職者数：366名

◎

168
H24
～

H26

　平成25年度に作成したプログラムを大
学に普及・展開（高校へは教育庁事業で
実施）するとともに、教員向け研修、シン
ポジウムを実施し、広くプログラムの周知
を図る。

キャリア形成支援プログラムの普及展開　４校 キャリア形成支援プログラムの普及展開　２校 未

170
H24
～

H33

　本県学卒者の就職内定率の向上を図る
ため、大学に就職支援コーディネーターを
配置し、求人開拓等を行うとともに、学生
には就職実践講座や合同説明会等を実
施する。併せて、大学生等を対象に県外
企業でのインターンシップ派遣等により就
職までを一貫して支援する。

事業の支援による新規就職者数　288人 事業の支援による新規就職者数　945人 ◎

171
H24
～

H26

　県内の離職率の低下を目指して、企業
経営者、採用１～３年の従業員、10年の
従業員など個別に定着支援研修を実施
するとともに、コンサルタントを企業内に
派遣することで、高い離職率の要因を特
定し除去する。併せて、取組事例の周知
を図る。

・参画企業の離職率改善に向けた独自取組
展開　20社

・参画企業の離職率改善に向けた独自取組
展開　20社 ◎

174
H24
～

H33

　アジアを中心とした海外の経済成長を
取り込むための国際ビジネス対応力を強
化し国内外での就業機会の拡大を図るた
め、県内若年者に海外での就業体験と訓
練を実施する。

・海外企業就職者数：10名 ・海外企業就職者数：17名
◎

ｲ．県産品の販路拡
大と地域ブランドの
形成

基
本
施
策

施
策
展
開

沖縄若年者グローバルジョブ
チャレンジ事業

（
９

）
も
の
づ
く
り
産
業
の
振
興
と
地
域
ブ
ラ
ン
ド
の
形
成

県産工業製品海外販路開拓
事業

計
画
期
間

H26成果目標（指標）

若年者定着支援実践プログ
ラム事業

成長産業等人材育成支援事
業

新規学卒者等総合就職支援
事業

泡盛域外出荷拡大支援事業

「旬」県産品消費拡大構築事
業

事　業　名 H26成果実績（指標） 評価

戦略的雇用対策事業

県産品拡大展開総合支援事
業

県内企業雇用環境改善支援
事業

パーソナル・サポート事業

高校生等のためのキャリア
形成支援プログラム事業

（
１
０

）
雇
用
対
策
と
多
様
な
人
材
の
確
保

事
業
番
号

ｱ．雇用機会の創
出・拡大と求職者
支援

ｲ．若年層の雇用促
進

将来像Ⅲ：希望と活力にあふれる豊かな島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰
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事業概要

H26事業内容

176
H26
～

H28

　沖縄県の新規高卒者の就職内定率、失
業率、離職率の改善を図るため、新規高
卒未就職者に対し、Off-JT、OJT訓練を
行うとともに、夏休み期間中に、高校生向
け企業説明会を実施する。

職場訓練等の支援による新規就職者数：56人 職場訓練等の支援による新規就職者数：39人 未

177
H26
～

H30

　若年者の就職促進を図るため、沖縄県
内の就職を希望する県内大学生等を対
象に、県内の中小企業において企業体験
等を実施することで中小企業への就職を
視野に入れた幅広い職業観の育成を図
る。

大学生等の企業体験者数　200人 大学生等の企業体験者数　165人 ○

179
H24
～

H28

　ニート等の若年無業者で就労支援が必
要な者へ、職業的自立を促し無業者状態
からの改善を図るため、基礎的な職業訓
練を実施する。

無業者状態からの改善者数   85名 無業者状態からの改善者数   63名 ○

エ．働きやすい環
境づくり

178
H26
～

H29

　中小・零細企業が多い本県の労働環境
の底上げを図り、働きやすい環境整備を
促進するため、労働環境の実態調査を行
う。

　県内中小企業の労働環境の現状分析と課
題の整理

　県内中小企業の労働環境の現状分析と課
題を整理

◎

ｶ．沖縄県産業。雇
用拡大県民運動の
推進

167
H24
～

H33

　県内各地域に就業意識向上を目的とす
る産学官・地域連携の仕組作りを推進す
るための事業を実施する。具体的には➀
沖縄型ジョブシャドウイングの実施を通じ
た仕組み作り、➁地域のニーズにあった
取り組みを通じての仕組み作りを実施す
る。併せて産業界と学校の交流を促進し
産業理解を促す③未来の産業人材育成
事業を実施する。

・ジョブシャドウイング実施後のアンケートにお
ける就業意識の改善　７割以上
・参加者数
➀ジョブシャドウイング参加者数　1,400名
➁就業意識向上支援事業参加者数　3,400名
③未来の産業人材育成事業参加者数　1,200
名

・ジョブシャドウイング実施後のアンケートにお
ける就業意識の改善　69.5%
・参加者数
➀ジョブシャドウイング参加者数　1,625名
➁就業意識向上支援事業参加者数　4,408名
③未来の産業人材育成事業参加者数　7,055
名

○

7
H24
～

H33

　離島の定住条件の整備を図るため、割
高な船賃及び航空賃を低減するための
一部負担を行うとともに、乗船システム導
入補助を行い、離島住民等の交通コスト
の負担を軽減する。

　離島住民等の交通コスト負担軽減による航
空路・航路の事業対象利用者数

・航空路
　197千人→233千人
　（基準値Ｈ23）
・航路
  418千人→439千人
　（基準値Ｈ23推計）

　離島住民等の交通コスト負担軽減による航
空路・航路の事業対象利用者数

・航空路
　197千人→234千人
　（基準値Ｈ23）
・航路
  418千人→523千人
　（基準値Ｈ23推計）

◎

22
H24
～

H26

　離島における割高な生活コストを低減
し、離島の定住条件の整備を図るため、
沖縄本島から小規模離島を中心とする県
内の有人離島へ輸送される生活必需品
の輸送経費等を助成する実証実験を行
う。

　沖縄本島と離島の生活必需品の価格差（那
覇市を100とした場合の指数）の縮小

　沖縄本島と離島の生活必需品の価格差（那
覇市を100とした場合の指数）を縮小

◎

18
H25
～

H28

　離島地区において、本島都市部との情
報格差を是正し、高度な情報通信技術の
利活用環境の形成を図るため、沖縄本島
と各離島を結ぶ高速大容量の中継伝送
路を整備し、安定的かつ高度な情報通信
基盤を構築する。

　離島地区における本島都市部との情報格差
是正に向けた海底光ケーブル整備進捗割合
３割

－ 繰

21
H25
～

H28

　離島地域で各分野におけるＩＣＴの利活
用促進を図るための利活用調査を実施
し、実証試験を行う。また、調査及び実証
実験の結果や検討委員会の提言等を踏
まえ、離島地域におけるＩＣＴの利活用促
進を図るためのシンポジウムを開催す
る。

・シンポジウム参加者アンケートによる同取組
　みへの県民満足度
　80％以上

・実証事業（医療福祉分野）の利用者満足度
　50％以上

・実証事業（教育分野）の利用者満足度
　50％以上

・シンポジウム参加者アンケートによる同取組
　みへの県民満足度
　89％

・実証事業（医療福祉分野）の利用者満足度
　90％

・実証事業（教育分野）の利用者満足度
　86％

◎

51
H24
～

H33

　離島・へき地における医療を確保するた
め、沖縄県病院事業局が実施する医師
派遣事業等に対し補助する。

特に医師確保が困難な県立離島診療所及び
県立離島へき地病院における医師確保

特に医師確保が困難な県立離島診療所及び
県立離島へき地病院における医師が確保さ
れた

◎

56
H24
～

H33

　離島に住む住人が、島内で専門医の診
察を受診できるようにするために、離島診
療所において専門医による巡回診療を実
施する。

巡回診療にかかる受診者数　1,000人 巡回診療にかかる受診者数　843人 ○

60
H24
～

H33

　水道広域化により、本島と離島の水道
サービスの格差を是正し、定住条件の整
備を図るため、関係機関からなる協議
会、シンポジウム等水道広域化推進に対
する県内コンセンサスを図る取組み及び
実証事業を実施する。

県内コンセンサスを得る活動をとおして水道
広域化の推進方針を確定し、当面の水道広
域化対象事業体８村から概ねコンセンサスを
得る。
実証事業においては、最適な運転管理、処理
方法の検討、確立する

県内コンセンサスを得る活動の実施
県、県企業局及び沖縄本島周辺離島８村と水
道広域化の推進方針についての基本合意の
覚書を締結
最適な運転管理、処理方法の検討及び水道
サービスの格差是正に向けて必用な水道施
設等の整備方針の確立

◎

ｲ．生活環境基盤の
整備及び教育・医

療・福祉における住
民サービスの向上

ｱ．交通・生活コスト
の低減

ｲ．若年層の雇用促
進

新規高卒就職アシスト事業

若年無業者職業基礎訓練事
業

沖縄型産学官・地域連携グッ
ジョブ事業

中小企業労働環境整備促進
事業

事　業　名

計
画
期
間

H26成果目標（指標） H26成果実績（指標） 評価

離島ＩＣＴ実証・促進事業

水道広域化推進事業費

おきなわ企業魅力発見事業

県立病院医師派遣補助事業

（
１
１

）
離
島
に
お
け
る
定
住
条
件
の
整
備

（
１
０

）
雇
用
対
策
と
多
様
な
人
材
の
確
保

基
本
施
策

施
策
展
開

事
業
番
号

沖縄離島住民等交通コスト
負担軽減事業

離島生活コスト低減実証事
業

離島地区情報通信基盤整備
推進事業

専門医派遣巡回診療支援事
業

将来像Ⅲ：希望と活力にあふれる豊かな島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰
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事業概要

H26事業内容

239
H24
～

H26

　高校のない離島出身者の経済的負担
の軽減を図るとともに、離島振興に資す
るため、高校進学する際の生徒の寄宿舎
（寮）及び小･中・高校生の交流の拠点と
しての機能等を併せ持つ施設を設置す
る。

離島児童・生徒支援センター（仮称）の建築工
事等実施

－ 繰

266
H26
～

H27

　南大東空港及び北大東空港において、
急患搬送を実施する航空機が夜間着陸
する際に必要とする照明設備を整備す
る。

実施設計完了数　２空港 － 繰

8
H24
～

H33

　離島住民のライフラインである離島船舶
を確保・維持することにより、離島の定住
条件の整備を図るため、航路事業者が船
舶を確保する際の建造費又は購入費を
補助する。

　船舶の確保により維持された県内離島航路
数
　
 24航路→24航路
（H25）　（H26）

－ 繰

265 H26
　伊平屋村と伊是名村を結ぶフェリーが
就航している運天港の機能強化を図るた
め、陸上電力供給施設を整備する。

港湾機能強化のための陸上電力供給施設の
整備完了

－ 繰

ｱ．観光リゾート産
業の振興

198
H24
～

H33

　離島への観光客の流入促進を図るた
め、離島国内チャーター便の運航、離島
観光の全般的な魅力の発信、旅行会社・
航空会社と連携したキャンペーン、主要
離島地域（八重山、宮古、久米島）観光協
会が主体となった地域プロモーション、国
内向け季節プロモーションと連携したキャ
ンペーン等を実施し、離島への誘客を図
る。

離島観光客の増
(圏域ごとの目標については、H26年度作成予
定）

本土-離島、離島-海外定期路線数、便数
８路線12便

離島観光客の増（181,860名増）

本土-離島、離島-海外定期路線数、便数
10路線10便

○

ｳ．特産品開発やプ
ロモーションなど
マーケティング支援
等の強化

20
H24
～

H33

　離島の特産品等の販売拡大を促進し、
産業の振興を図るため、外部専門家を効
果的に活用し、離島地域の企業等におい
て販売戦略を構築するほか、実施できる
人材を育成する。

・支援事業者の販売戦略の構築を目指す。

・新規取引先等の開拓
（１事業者あたり５件以上※成約見込み数を
含む）

・支援事業者の販売戦略を構築した。

・新規取引先等の開拓
（１事業者あたり7.6件※成約見込み数を含
む）

◎

ｵ．交流と貢献によ
る離島の新たな振
興

19
H24
～

H33

　将来を担う児童生徒が離島の重要性、
特殊性及び魅力に対する認識を深めると
ともに、沖縄本島と離島との交流促進に
よる離島地域の活性化を図るため、沖縄
本島の児童生徒を離島に派遣し、地域の
人々や児童生徒との交流のもと、体験学
習や民泊等を実施する。

　離島に派遣した沖縄本島の児童生徒の離
島の重要性、特殊性及び魅力に対する認識
が深まった生徒の割合 85％

　離島に派遣した沖縄本島の児童生徒の離
島の重要性、特殊性及び魅力に対する認識
が深まった生徒の割合 93％

◎

（
１
３

）
駐
留
軍
用
地
跡
地

の
有
効
利
用
の
推
進

－ 6
H24
～

H33

　普天間飛行場返還予定地をはじめとす
る駐留軍用地跡地等の利用推進を図る
ため、沖縄県が行う跡地利用計画の策定
に係る調査等を行う。

　各調査のとりまとめを行い、翌年度以降の
跡地利用計画の具体化に繋げる。

　各調査のとりまとめを行い、翌年度以降の
跡地利用計画の具体化に繋げた。
（文化財、自然環境等の文献及び現況調査等
実施）

◎

事業概要

H26事業内容

（
１

）
世
界
と
交
流
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク

の
形
成

ｱ．国際ネットワー
クの形成と多様な
交流の推進

83
H25
～

H29

　過疎地域や離島などの農業農村地域
の活性化を図るため、亜熱帯・島しょ性地
域に適合した沖縄独自の技術やノウハウ
等を有する農業分野において、アジア・太
平洋地域の途上国等からの研修生を受
け入れ、人材育成を行う。

・研修生の受入数　44名
　（H25年度：26名） ・研修生の受入数　42名 ○

（
１
１

）
離
島
に
お
け
る
定
住
条
件
の
整
備

ｳ．交通基盤の整
備と交通ネットワー
クの充実強化

事
業
番
号

離島児童・生徒支援センター
（仮称）整備事業

基
本
施
策

施
策
展
開

事
業
番
号

南北大東空港夜間照明整備
事業

運天港陸上電力供給施設整
備事業

離島観光活性化促進事業

事　業　名

離島特産品等マーケティング
支援事業

沖縄離島体験交流促進事業

大規模駐留軍用地跡地利用
推進費

離島航路運航安定化支援事
業

計
画
期
間

H26成果目標（指標） H26成果実績（指標） 評価

評価H26成果目標（指標） H26成果実績（指標）

計
画
期
間

（
１
２

）
離
島
の
特
色
を
生
か
し
た
産
業
振
興
と
新
た
な
展
開

事　業　名

海外研修受入による農業農
村活性化事業

基
本
施
策

施
策
展
開

ｲ．生活環境基盤の
整備及び教育・医

療・福祉における住
民サービスの向上

将来像Ⅳ：世界に開かれた交流と共生の島を目指して

将来像Ⅲ：希望と活力にあふれる豊かな島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰
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事業概要

H26事業内容

（
１

）
世
界
と
交
流
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
の
形
成

ｲ．世界と共生する
社会の形成

1
H25
～

H33

　国際協力に貢献できる人材を育成する
ため、国際協力出前授業を実施するとと
もに、県内学生を海外に派遣し、ＯＤＡ現
場の視察や現地の人々との交流等を体
験させる。

①出前授業の実施により国際協力の必要性
が理解できた生徒の割合100%

②開発途上国への派遣により将来、国際協力
活動に携わりたいと思うようになった生徒の割
合100%

①出前授業の実施により国際協力の必要性
が理解できた生徒の割合　97%

②開発途上国への派遣により将来、国際協力
活動に携わりたいと思うようになった生徒の割
合92%

○

（
２

）
国
際
協
力
・
貢
献
活
動
の

推
進

ｳ．アジア・太平洋
地域の安定と平和
に資する平和・人

権協力外交の展開

47 H26

　沖縄戦の歴史的教訓を正しく次代に伝
え、恒久平和の樹立に寄与するため、沖
縄戦に従軍した日系米国人等の戦争体
験を収録、成果報告展等で発信し、さら
に、日系米国人の戦争体験者を沖縄に招
きシンポジウムを開催する。

　沖縄戦の実相を明らかにし、沖縄戦の歴史
的教訓を次代に伝えるために日系米国人等
戦争体験の収録・編集（15件）とシンポジウム
(１回）・成果報告展（３ヵ所）の実施をとおし、
アンケート調査を実施する。「沖縄戦に対する
理解が深まったか」、「恒久平和の樹立に対す
る意識が高まったか」等の旨の回答で肯定的
評価の割合が７割以上を目標とする。

「沖縄戦に対する理解が深まったか」、「恒久
平和の樹立に対する意識が高まったか」等の
旨の回答で肯定的評価の割合　87％

◎

事業概要

H26事業内容

256
H26
～

H30

　基本的な生活習慣の確立やしつけな
ど、家庭教育の改善充実のため、家庭教
育に関する全体計画を作成し、広報活
動、支援活動、検証活動を行う。

家庭教育支援アドバイザー　30人 家庭教育支援アドバイザー　０人 未

258
H26
～

H28

　産業の振興及び生涯学習振興を図るた
め、県立図書館が関連機関と連携し、ビ
ジネスや就職に関する情報を収集提供
し、情報面で県民生活の下支えを行う。

ビジネスレファレンス回答件数
15件

ビジネスレファレンス回答件数
15件

◎

244
H24
～

H33

　個々の学力に応じたきめ細かな指導を
実現し、児童生徒の「確かな学力」の向上
のため、８名以上の複式学級を有する小
学校へ学習支援員としての非常勤講師を
配置する。

　個々の学力に応じたきめ細かな指導を実現
し、児童生徒の「確かな学力」の向上を図るた
め、すべての複式学級において教育環境が改
善される必要がある。
８名以上の複式学級において教育環境が改
善された割合　100％

H26対象学校数及び学級数
35校・52学級（４/１時点）

学校現場の負担軽減等を勘案し、アンケート
調査を隔年度に実施することとしたため、平成
26年度は未実施

未

253
H24
～

H27

　戦中戦後の混乱のために義務教育を修
了できなかった者のうち、学習機会の提
供を希望する者の学習支援の要望に対
応するため、県民への広報活動を行うと
ともに、ＮＰＯ法人等の民間教育施設等
へ業務委託し、対象者に応じた学習を実
施する。

学習支援希望者の地区内での就学率
H24年度までの実績：38％
H26年度目標：70％

学習支援希望者の地区内での就学率
H24年度までの実績：38％
H26年度実績：55％

○

イ．生涯学習社会
の実現

257
H26
～

H33

　県民の学習機会の拡充を図るため、遠
隔講義配信システム機能等をウェブサイ
ト「沖縄県生涯学習情報プラザ」に整備
し、離島等へ配信する。

生涯学習講座を離島等へ配信するためのシ
ステムの構築完了

生涯学習講座を離島等へ配信するためのシ
ステムの構築完了

◎

（
３

）
自
ら
学
ぶ
意
欲
を
育
む
教

育
の
充
実

ｱ．確かな学力を身
につける教育の推
進

251
H24
～

H28

　児童生徒の学力向上を図るため、教員
の指導力向上のための各種研修を実施
する。

県到達度調査の平均正答率より5ポイント以
上、下回っている学校数の縮小

小５　H25年度(実績)　50校　→　40校

中２　H25年度(実績)　39校　→　30校

県到達度調査の平均正答率より5ポイント以
上、下回っている学校数の縮小

小５　H25年度(実績)　50校　→　49校

中２　H25年度(実績)　39校　→　31校

未

施
策
展
開

事
業
番
号

基
本
施
策

（
１

）
沖
縄
ら
し
い
個
性
を
持

っ
た
人

づ
く
り
の
推
進

ｲ．家庭・地域の教
育機能の充実

事　業　名

遠隔講義配信システム等整
備充実事業

教員指導力向上事業

家庭教育力促進「やーな
れー」事業

県立図書館ビジネス支援充
実事業

戦中戦後の混乱期における
義務教育未修了者支援事業

複式学級教育環境改善事業

H26成果実績（指標） 評価H26成果目標（指標）

計
画
期
間

おきなわ国際協力人材育成
事業

日系米国人版戦争体験収録
事業

事　業　名

計
画
期
間

H26成果目標（指標） H26成果実績（指標）

（
２

）
公
平
な
教
育
機
会
の
享
受
に
向
け
た
環
境
整
備

ｱ．教育機会の拡
充

評価

基
本
施
策

施
策
展
開

事
業
番
号

将来像Ⅴ：多様な能力を発揮し、未来を拓く島を目指して

将来像Ⅳ：世界に開かれた交流と共生の島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰
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事業概要

H26事業内容

254
H24
～

H26

　児童生徒の学力の定着や学習意欲の
向上を図るため、個々の児童生徒の習熟
度に応じた学習支援を市町村への委託
により実施する。

事業実施校の沖縄県学力到達度調査におけ
る県平均との差を前年度より改善した学校の
割合
H25年度実績： 47.2％
H26年度目標： 100％

事業実施校の沖縄県学力到達度調査におけ
る県平均との差を前年度より改善した学校の
割合
H25年度実績： 47.2％
H26年度実績： 42.3％

未

255
H24
～

H26

　離島・へき地における進学に不利な条
件を改善し、進路の選択幅拡大及び進路
実現を図るため、学習支援員を配置して
生徒の進学を支援する事業を実施する離
島・へき地の市町村に対する支援を行う。

・高校入試の県平均点と支援する地域の平均
点の差
H24年度実績：-23点
H26年度目標：-10点以内
・支援する中３生徒全員が志望する高等学校
へ合格する

・高校入試の県平均点と支援する地域の平均
点の差
H24年度実績：-23点
H26年度実績：-7.7点
・支援する中３生徒全員が志望する高等学校
へ合格した。

◎

245
H24
～

H26

　県立高等学校における不登校や引きこ
もりなどの生徒を支援するため、社会福
祉士、臨床心理士等の就学支援員を学
校へ配置し、家庭訪問等の実施によるカ
ウンセリングを行う。

　カウンセリング等の支援を行ったケースの不
登校傾向からの改善率70％以上

・H24年度：改善率69.4%
・H25年度：改善率78.1%

　カウンセリング等の支援を行ったケースの不
登校傾向からの改善率　71%

◎

252
H24
～

H33

　不登校等の課題への対応として、小中
アシスト相談員を教育事務所に配置し、
問題が広域化している学校、課題を抱え
る学校へ派遣することで、学校や関係機
関と連携し課題対応、未然防止を図る。
また、中学校に「中学生いきいきサポート
相談員」を配置し、同学校区での生徒の
問題校等などの早期発見・対応や未然防
止に関する取り組みを推進し、不登校生
徒の登校復帰や、あそび非行生徒の立ち
直り支援の充実を図る。

児童生徒の不登校率の減少
平成24年度実績
小学校不登校率：0.35％
中学校不登校率：2.76％

平成26年度目標
小学校不登校率：0.31％
中学校不登校率：2.65％

児童生徒の不登校率の減少
平成24年度実績
小学校不登校率：0.35％
中学校不登校率：2.76％

平成26年度実績【暫定値】
小学校不登校率：0.46％
中学校不登校率：3.32％

未

5
H26
～

H29

　基礎学力の基盤となる言語能力の育成
に資するため、私立幼稚園34園に対し、
絵本等に親しむ環境整備にかかる費用を
補助する。

　各園における読書指導の充実

・読書指導に係る時間、回数の増加

・講演会、研修会等の満足度向上

・教員、保護者の読み聞かせに関する資質向
上

これまで読書指導に係る時間、回数の記録や
講演会等のアンケートを実施していないため、
基準値が無く、実績との比較が不可

未

240
H24
～

H33

　高校生を即戦力のある人材に育成し、
就職内定率を向上させるため、国家資格
の取得や校内実習での技術力向上に必
要な設備を整備する。

今年度整備を行った箇所における教育環境
が改善された割合　100％

今年度整備を行った箇所における教育環境
が改善された割合　100％

◎

241
H24
～

H33

　障害のある幼児児童生徒の自立し社会
参加する力を育成するため、個々の障害
に応じた自立活動学習や職業教育に必
要な教育備品を整備する。

今年度整備を行った学校における教育環境
が改善された割合　100%

今年度整備を行った学校における教育環境
が改善された割合　100%

◎

243
H24
～

H33

　塩害や紫外線により経年劣化の進行が
早い本県の県立学校施設等の長寿命化
を図るため、外壁補修、塗装改修及び屋
根防水改修を行う。

　10年間で長寿命化が必要な学校施設等の
延べ面積559,131㎡に対し、事業の実施によ
り、安全が維持された施設等の割合(延面積：
累積)

H25 14.6% (81,503㎡（30施設))
 → H26 21% (117,603㎡(48施設))

　10年間で長寿命化が必要な学校施設等の
延べ面積559,131㎡に対し、事業の実施によ
り、安全が維持された施設等の割合(延面積：
累積)

H25 14.6% (81,503㎡（30施設))
 → H26 20.4% (115,365㎡(46施設))

○

246
H24
～

H26

　本県の普通高校におけるキャリア教育
の取組の普及・推進を図るため、キャリア
教育コーディネーターの配置や教員に対
する研修会等を実施する。また、地域や
企業、大学との連携を深めるキャリア教
育フォーラムを実施する。

キャリア教育の取組の普及による
１、高校卒業時の進路決定者の割合H24年度
84.9％→H26年度87％以上

２、指定校7校における進路未定者の平均H24
年度1.1％
→H26年度1.0％以下

※県立学校教育課独自調査H25年度値は
H26.５月、H26年度値はH27.５月に判明。

キャリア教育の取組の普及による
１、高校卒業時の進路決定者の割合H24年度
84.9％→H26年度86.9%

２、指定校7校における進路未定者の平均H24
年度1.1％
→H26年度0.4%

※県立学校教育課独自調査H25年度値は
H26.５月、H26年度値はH27.５月に判明。

○

247
H26
～

H30

　就職内定率向上並びに早期離職の改
善のため、県立高校生就職希望者に対
し、社会人として必要な基礎的・基本的な
知識・態度の育成や取得を目的とした研
修を行う。

　平成26年度（平成27年３月卒業者）
　就職内定率　 91％以上

　平成26年度（平成27年３月卒業者）
　就職内定率　 92.7％

◎

250
H26
～

H33

　県内高等学校生徒の県外国公立大学
等への進学を推進するため、県外国公立
大学等合格支援プログラムや教員指導
力向上プログラムを行う。

大学等進学率
39.0％

大学等進学率
37.3%【県立学校のみ】

○

ｲ．豊かな心とたく
ましい体を育む教
育の推進

ｳ．時代に対応する
魅力ある学校づくり
の推進

教育相談・就学支援事業

私立幼稚園読書環境整備事
業

県立学校施設等塩害防止・
長寿命化事業

進学力グレードアップ推進事
業

離島・へき地における学習支
援事業

キャリア教育マネジメント事
業

就職活動キックオフ事業

小・中学生いきいき支援事業

即戦力アップ教育環境整備
事業

自立を目指す特別支援教育
環境整備事業

ｱ．確かな学力を身
につける教育の推
進

（
３

）
自
ら
学
ぶ
意
欲
を
育
む
教
育
の
充
実

夢・実現学力向上研究事業

基
本
施
策

施
策
展
開

事
業
番
号

事　業　名

計
画
期
間

H26成果目標（指標） H26成果実績（指標） 評価

将来像Ⅴ：多様な能力を発揮し、未来を拓く島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰
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事業概要

H26事業内容

248
H24
～

H33

　国際性と個性を涵養し、グローバルに
活躍できる人材の育成を図るため、高校
生70名をアメリカ、欧州、アジア諸国へ１
年間、大学生等30名を海外諸国へ６ヶ月
～２年間派遣する。また、アジア太平洋諸
国とのネットワーク形成を図るため、ハワ
イ東西センターへ２名派遣する。

グローバルに活躍できる人材育成に向けた国
際性と個性の涵養

①高校生
　海外大学への進学や再度海外への留学を
目指したいと考えている生徒の割合
　70％以上　（H25）→85％以上

②大学生等
　留学での研修成果を今後の活動または現在
の職に活かしていきたいと考えている者の割
合
　70％以上（H25）→85％以上

③ハワイ東西センターに派遣された社会人等
についてコミュニケーション能力が向上したと
実感できた者の割合　50%以上（新規）

グローバルに活躍できる人材育成に向けた国
際性と個性の涵養

①高校生
　海外大学への進学や再度海外への留学を
目指したいと考えている生徒の割合
　70％以上　（H25）→88％

②大学生等
　留学での研修成果を今後の活動または現在
の職に活かしていきたいと考えている者の割
合
　70％以上（H25）→100％

③ハワイ東西センターに派遣された社会人等
についてコミュニケーション能力が向上したと
実感できた者の割合　100%

◎

249
H24
～

H33

　グローバルな視点を持った世界で主体
的に活躍できるリーダーを育成する基礎
作りのため、①アメリカ高等教育体験研
修、②海外サイエンス体験短期研修、③
中国教育交流研修、④沖縄県高校生芸
術文化国際交流プログラム、⑤専門高校
生国外研修を実施する。

長期留学（国際性に富む人材育成留学事業）
への応募者数　30人

長期留学（国際性に富む人材育成留学事業）
への応募者数　22人

○

（
６

）
地
域
社
会
を
支
え
る
人
材

の
育
成

ｱ．県民生活を支え
る人材の育成

36
H24
～

H26

　資質の高い福祉・介護人材の継続的な
確保を図るため、人材育成ガイドラインの
作成等を行うとともに、各圏域ごとに人材
育成コーディネーターの配置や、モデル
施設を選定した人材育成の取組みなどを
実践し、地域完結型の人材育成・確保の
体制を構築する。

　地域社会を支える人材（介護・福祉）の継続
的な育成（ガイドライン最終案の策定）

　地域社会を支える人材（介護・福祉）の継続
的な育成（ガイドライン最終案を策定）

◎

23
H24
～

H33

　財政力の弱い23町村に対して、沖縄振
興特別推進交付金の町村負担分の一部
について財政支援を行う。

　町村のうち財政力の弱い町村の沖縄振興特
別推進交付金の円滑な活用が図られること
で、地域間の格差なく沖縄振興が推進され
る。

－ 繰

（
４

）
国
際
性
と
多
様
な
能
力
を
涵
養
す
る
教
育
シ
ス
テ
ム
の
構
築

基
本
施
策

施
策
展
開

事
業
番
号

ｱ．国際社会、情報
社会に対応した教
育の推進

沖縄振興特別推進交付金町
村支援事業

事　業　名

国際性に富む人材育成留学
事業

福祉・介護人材育成基盤整
備事業

グローバル・リーダー育成海
外短期研修事業

評価H26成果目標（指標）

計
画
期
間

H26成果実績（指標）

将来像Ⅴ：多様な能力を発揮し、未来を拓く島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰
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平成25年度繰越事業の評価結果について

平成25年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金交付対象事業の成果目標の達成状
況は、評価対象の約９割の事業で「達成」及び「概ね達成」となりました。

平成25年度に完了した247事業に、繰越事業分を含めると、約９割の事業が成果
目標を「達成」または「概ね達成」となりました。

【参考】H25年度評価結果（全体）

※（ ）は繰越事業分で内数

27
23

うち達成20

概ね達成3

0 2 2

85%
うち達成74%

概ね達成11%

0% 7% 7%

達成・
概ね達成

一部達成 未達成

評価対象
事業数 繰越

評価

241
（27）

208（23）
うち達成169（20）

概ね達成39（3）

9（0） 22（2） 2(2)

86%
うち達成70%

概ね達成16%

4% 9% 1%

達成・
概ね達成

一部達成 未達成

評価対象
事業数

評価

繰越

46



※（　）は繰越事業分で内数

平成25年度 評価結果一覧表（沖縄２１世紀ビジョン基本計画基本施策別）

14 10 4 0 0 0

2(1) 0 0 0 2(1) 0

4 1 1 1 1 0

7(1) 6(1) 1 0 0 0

5 3 1 0 1 0

2 1 1 0 0 0

1(1) 1(1) 0 0 0 0

35(3) 22(2) 8 1 4(1) 0

63% 23% 3% 11% 0%

5(1) 3(1) 0 1 1 0

6 2 1 0 3 0

11 9 0 0 2 0

7(1) 3 2(1) 1 1 0

1 1 0 0 0 0

1 1 0 0 0 0

31(2) 19(1) 3(1) 2 7 0

61% 10% 6% 23% 0%

8(5) 7(4) 0 0 1(1) 0

26 17 7 1 1 0

10(2) 5(1) 4 0 0 1(1)

6(1) 6(1) 0 0 0 0

14 9 3 1 1 0

5 4 0 0 1 0

53(9) 47(8) 3(1) 0 3 0

3 3 0 0 0 0

8(1) 5 3(1) 0 0 0

10 5 4 0 1 0

9(3) 5(2) 2 1 0 1(1)

3 1 1 1 0 0

1 1 0 0 0 0

156(21) 115(16) 27(2) 4 8(1) 2(2)

74% 17% 3% 5% 1%

2 1 1 0 0 0

1 1 0 0 0 0

3 2 1 0 0 0

67% 33% 0% 0% 0%

3 2 0 0 1 0

8 4 0 2 2 0

2 2 0 0 0 0

1 1 0 0 0 0

1 1 0 0 0 0

1(1) 1(1) 0 0 0 0

16(1) 11(1) 0 2 3 0

69% 0% 12% 19% 0%

241(27) 169(20) 39(3) 9 22(2) 2(2)

70% 16% 4% 9% 1%

沖縄２１世紀ビジョン基本計画基本施策
評価対象
事業数

評価

繰越
達成 概ね達成 一部達成 未達成

将来像Ⅰ：沖縄らしい自然と歴史、伝統、文化を大切にする島を目指して

　　（１）自然環境の保全・再生・適正利用

　　（２）持続可能な循環型社会の構築

　　（３）低炭素島しょ社会の実現

　　（４）伝統文化の保全・継承及び新たな文化の創造

　　（５）文化産業の戦略的な創出・育成

　　（６）価値創造のまちづくり

　　（７）人間優先のまちづくり

計

割合（％）

将来像Ⅱ：心豊かで、安全・安心に暮らせる島を目指して

　　（１）健康長寿おきなわの推進

　　（２）子育てセーフティーネットの充実

　　（３）健康福祉セーフティーネットの充実

　　（４）社会リスクセーフティーネットの充実

　　（５）米軍基地から派生する諸問題及び戦後処理

　　（７）共助・共創型地域づくりの推進

計

割合（％）

将来像Ⅲ：希望と活力にあふれる豊かな島を目指して

　　（１）自立型経済の構築に向けた基盤の整備

　　（２）世界基準の観光リゾート地の形成

　　（３）情報通信関連産業の高度化・多様化

　　（４）アジアと日本の架け橋となる国際物流拠点

　　（５）科学技術の振興と知的・産業クラスター形成

　　（12）離島の特色を生かした産業振興と新たな展開

　　（13）駐留軍用地跡地の有効利用の推進

計

割合（％）

将来像Ⅳ：世界に開かれた交流と共生の島を目指して

　　（１）国際ネットワークの形成と多様な交流の推進

　　（６）沖縄の魅力や優位性を生かした新たな産業

　　（７）亜熱帯性気候等を生かした農林水産業振興

　　（８）地域を支える中小企業等の振興

　　（９）ものづくり産業の振興と地域ブランド形成

　　（10）雇用対策と多用な人材の育成

　　（11）離島における定住条件の整備

　　（７）その他

計

割合（％）

総　計

割合（％）

　　（２）国際協力・貢献活動の推進

計

割合（％）

将来像Ⅴ：多様な能力を発揮し、未来を拓く島を目指して

　　（２）公平な教育機会の享受に向けた環境整備

　　（３）自ら学ぶ意欲を育む教育の充実

　　（４）国際性と多様な能力を涵養する教育システム

　　（５）産業振興を担う人材の育成

　　（６）地域社会を支える人材の育成
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事業概要

H25事業内容

（
２

）
持
続
可
能
な
循
環
型
社
会
の
構
築

ｱ．３Rの推進 94
H25
～

H26

　養豚における環境問題の改善効果に優れ、効率的な豚ふ
ん尿の再利用が図れるオガコ養豚方式の普及を促進する。
平成25年度は、オガコ養豚の実証展示豚舎を設置し、課題
の検証やデータ収集を行うほか、豚舎改修などオガコ養豚
方式導入に係る費用を助成する。

・オガコ養豚方式導入農家数
6戸
(県内養豚農家のうち、オガコ養豚方式
採用農家割合　5％→7％)

・オガコ養豚方式導入農家数
2戸
(県内養豚農家のうち、オガコ養豚方式
採用農家割合　5％→6％)

未

（
４

）
伝
統
文
化
の
保
全
・
継
承
及
び
新
た
な
文

化
の
創
造

ｴ．文化の発信・交流 184
H25
～

H27

　沖縄を発祥の地とする沖縄伝統空手を、独自の文化遺産
として保存・継承・発展させるための拠点として、空手道会
館（仮称）の建設を実施する。
　平成25年度は、事業活動、管理運営手法、収支計画、広
報計画、展示計画等を盛り込んだ「管理運営及び展示計
画」を策定するほか、建設用地買収のための不動産鑑定及
び物件調査等を行う。
　加えて、建設用地の買収及び物件補償を行うほか、実施
設計にも着手し、必要なボーリング調査を行う。

・空手道会館（仮称）建設に向けた管理
運営及び展示計画の策定

・建設用地買収に向けた不動産鑑定及
び物件調査の完了

・用地買収及び物件補償の完了

・実施設計のうち、ボーリング調査の完
了

・空手道会館（仮称）建設に向けた管理
運営及び展示計画を策定

・建設用地買収に向けた不動産鑑定及
び物件調査を完了

・用地買収及び物件補償を完了

・実施設計のうち、ボーリング調査を完
了

◎

（
７

）
人
間
優
先
の
ま
ち
づ
く
り

ウ．人に優しい交通手
段の確保

6
H25
～

H28

　外国人を含めた観光客及び県民の移動利便性向上に資
する公共交通の利用環境改善を図るため、ＩＣ乗車券システ
ム及びノンステップバスの導入等を支援する。

・沖縄県における低床バスの導入率
　4.39％　→　15.72％
　（H23）　　　 （H25）

・ＩＣ乗車券システム導入意思決定事業
者数　５社

・沖縄県における低床バスの導入率
　4.39％　→　18.76％
　（H23）　　　 （H25）

・ＩＣ乗車券システム導入意思決定事業
者数　５社

◎

事業概要

H25事業内容

（
１

）
健
康
・
長
寿
お
き
な
わ
の

推
進

ｲ．「スポーツアイラン
ド沖縄」の形成

204
H24
～

H27

プロサッカーを通した観光振興や人材育成等のため、沖縄
県総合運動公園陸上競技場でJ2規格サッカー公式戦を開
催できるように改修する。
平成25年度は、実施設計及びバックスタンド等の新設工事
を実施する。

県総合運動公園陸上競技場改修の一
部完成（バックスタンド施設完成）

県総合運動公園陸上競技場改修の一
部完成（バックスタンド施設完成）

◎

（
４

）
社
会
リ
ス
ク
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ

ッ
ト
の

確
立

ｲ．災害に強い県土づ
くりと防災体制の強化

195
H25
～

H33

台風襲来時の電柱倒壊による緊急輸送道路の寸断を防ぐ
こと及び沖縄のリーディング産業である観光リゾート産業の
更なる発展を図るため、無電柱化を推進する。
平成25年度は、要請者負担分の実施設計を行う。

災害時の緊急輸送道路確保及び観光
地周辺の景観の向上を目的とした無電
柱化推進（設計Ｌ＝４ｋｍ）

災害時の緊急輸送道路確保及び観光
地周辺の景観の向上を目的とした無電
柱化推進（設計Ｌ＝3.4ｋｍ）

○

H25成果実績（指標） 評価

オガコ養豚普及促進事業

無電柱化推進事業（要請者負担
方式）

空手道会館（仮称）建設事業

公共交通利用環境改善事業

事　業　名 H25成果実績（指標） 評価

沖縄県総合運動公園プロサッ
カースタジアム事業

計
画
期
間

H25成果目標（指標）

事　業　名

計
画
期
間

H25成果目標（指標）

基
本
施
策

施
策
展
開

事
業
番
号

基
本
施
策

施
策
展
開

事
業
番
号

平成２５年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業成果一覧（沖縄２１世紀ビジョン体系別）

将来像Ⅰ：沖縄らしい自然と歴史、伝統、文化を大切にする島を目指して

将来像Ⅱ：心豊かで、安全・安心に暮らせる島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
「繰越」 ・・・・ 繰
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事業概要

H25事業内容

196
H25
～

H26

産業振興の基盤である那覇港の機能強化と臨港型産業の
育成に繋げるため、コンテナの取扱能力を増大し、サ－ビス
水準の大幅な向上となるガントリークレーンの増設を実施す
る。

コンテナ取扱能力増大等に向けた港湾
機能強化
ガントリークレーン
○3号機製作完了
○4号機製作工事着手

コンテナ取扱能力増大等に向けた港湾
機能強化
ガントリークレーン
○3号機製作完了
○4号機製作工事着手

◎

197 H25

沖縄県の観光振興に寄与するため、観光客を迎えるに相応
しい旅客ターミナルビルとクルーズ船とを直結するボーディ
ングブリッジを整備し、クルーズ船寄港回数の増加を図り、
観光客のさらなる増加を目指すとともに、那覇港（新港ふ頭
地区）における港湾物流機能を改善し、県全体の物流の効
率化に資する那覇港総合物流センターの建設に、向けた基
本設計を実施する。

・クルーズ観光客の安全性・利便性の
確保に向けた施設の強化(ボーディン
グブリッジ設置　1基)

・総合物流センターの基本設計業務の
完了

・クルーズ観光客の安全性・利便性の
確保に向けた施設の強化(ボーディン
グブリッジ設置　1基)

・総合物流センターの基本設計業務を
完了

◎

199
H25
～

H26

　沖縄本島東海岸（中城湾港西原与那原地区）に海洋性レ
ジャー拠点を創出するため、マリーナ用地に、プレジャー
ボート等を保管するための浮桟橋等を整備する。
　平成25年度は、桟橋の整備を実施する。

海洋性レジャー拠点の通年対応に向
けた係留施設等の完成

海洋性レジャー拠点の通年対応に向
けた係留施設等を完成

◎

200
H25
～

H26

　流通加工港湾機能の強化を図るため、平成23年度から実
施している志布志港、鹿児島港及び新港地区間の実証実
験に加え、大都市圏（大阪）への航路拡充を実施しており、
平成25年度は、鹿児島航路及び大都市圏航路を継続し定
期船就航を目指す。

実証実験1航海当たりの平均取扱貨物
量　3,000t/月
（実験前　約226t/月
　→実験後　約1,370t/月）

実証実験1航海当たりの平均取扱貨物
量　2,066t/月

未

201
H25
～

H26

　中城湾港新港地区に流通加工港湾機能の強化を図るた
め、上屋の増設を図る。
　平成25年度は、上屋の実施設計を行う。

物流拠点港の形成促進に向けた機能
強化（上屋整備の設計完了）

物流拠点港の形成促進に向けた機能
強化（上屋整備の設計完了）

◎

150 H25

クラウド･コンピューティング等の新たな高付加価値サービス
の創出や国内外のバックアップ／リスク分散化拠点を形成
し、企業立地の促進や情報通信関連産業の振興等を図る
ため、クラウド・データセンターの集積に必要な共通基盤と
データセンターを整備する。

・データセンター施設の整備完了 － 繰

231 H25
沖縄クラウドネットワーク（仮称）の拠点拡充及び冗長化
（バックアップ）を図るため、光ケーブルを敷設する。

沖縄クラウドネットワーク（仮称）の拠点
拡充及び冗長化による安全性・信頼性
の高いネットワークサービスの提供

沖縄クラウドネットワーク（仮称）の拠点
拡充及び冗長化による安全性・信頼性
の高いネットワークサービスを提供

◎

（
４

）
ア
ジ
ア
と
日
本
の
架
け
橋
と
な
る
国
際
物

流
拠
点
の
形
成

ｱ．臨空・臨港型産業
の集積による国際物
流拠点の形成

144 H25

国際航空貨物ハブ事業の機能等を活かし、臨空・臨港型産
業の早期集積を図るため、国際物流拠点産業集積地域那
覇地区を拡張し、国際物流拠点施設（ロジスティクスセン
ター）を整備する。

臨空・臨港型産業の早期集積に向けた
ロジスティクスセンター完成

臨空・臨港型産業の早期集積に向けた
ロジスティクスセンター完成

◎

基
本
施
策

施
策
展
開

事
業
番
号

H25成果実績（指標） 評価事　業　名

沖縄型クラウド基盤構築事業

沖縄型クラウド基盤拡充整備事
業

計
画
期
間

H25成果目標（指標）

那覇港物流機能等強化事業

那覇港における人流・物流拠点
港湾整備事業

中城湾港新港地区物流拠点化促
進整備事業

東海岸における海洋性レジャー
拠点創出事業

（
３

）
情
報
通
信
関
連
産
業
の
高
度
化
・
多
様
化

エ．情報通信基盤の
整備

（
１

）
自
立
型
経
済
の
構
築
に
向
け
た
基
盤
の
整
備

ｲ．人流・物流を支える
港湾の整備

中城湾港新港地区物流拠点化促
進調査

国際物流拠点施設整備事業

将来像Ⅲ：希望と活力にあふれる豊かな島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
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事業概要

H25事業内容

85
H25
～

H27

県産マンゴーやパインアップルのブランドを確立するため、
既存糖度センサーのデータを活用した現場用携帯型糖度セ
ンサーと現場での生産環境要因などの調査による生産シス
テムの構築を図る。あわせて、現場での環境要因の改善に
よる高品質果実生産にむけたモデル事業を行う。

・生産指導カルテ作成に向けたシステ
ムの構築

・栽培環境改善に向けた施設機械等の
整備

・生産指導カルテ作成に向けたシステ
ムを構築

・栽培環境改善に向けた施設機械等を
整備

◎

86
H25
～

H29

　県内茶産業の再生のため、紅茶やフレーバーティーの安
定生産技術に関する研究を行い、県内茶生産者への研究
成果の普及を通して、県産紅茶の生産・品質の安定化を図
り、ブランド化を促進する。
　平成25年度は、紅茶加工技術研究施設を整備する。

・紅茶加工技術研究体制の構築（紅茶
加工技術研究施設の完成）

・フレーバーティーに適した素材の選定
に向けた基礎データの把握（1品目）

・紅茶加工技術研究体制の構築（紅茶
加工技術研究施設の完成）

・フレーバーティーに適した素材の選定
に向けた基礎データの把握（1品目）

◎

92
Ｈ25
～

Ｈ28

　生産性の高い効率的な養豚経営を支援するため、市町村
が行う優良種豚の貸付事業における、種豚購入に対して補
助を行うとともに、種豚の安定供給のため、豚舎を整備す
る。

系統造成豚等を年１３５頭貸し付けるこ
とによる、養豚農家の生産性向上に向
けた種豚改良の推進

系統造成豚の安定供給体制の強化
（安定供給用豚舎の完成）

系統造成豚等を９５頭貸し付け

系統造成豚の安定供給体制の強化
（安定供給用豚舎の完成）

○

88
H25
～

H33

　分みつ糖製造事業者の経営安定を目的に、
①気象災害等によるコスト増嵩分
②省エネルギーまたは環境対策に資する施設整備
③離島等においてさとうきび原料の取扱量などから現状の
コストが著しく高く、急激なコスト低減が困難な場合
について、製糖業者に対して経費の一部助成を行う。

地域社会の維持・形成を目指した製糖
企業の経営安定　10工場

地域社会の維持・形成を目指した製糖
企業の経営安定　10工場

◎

89
H25
～

H33

　製糖事業者の安定操業を確保し、地域の基幹産業「さとう
きび・糖業」の持続的振興を図るため、製糖事業者の経営
体質強化のための製糖事業者が取り組む製造コストの低
減、品質の向上及び衛生管理の徹底等のための施設整備
等を支援する。
　平成25年度は、西表工場（竹富町）の建て替えを行う。

安全・安心で高品質な黒糖の生産力
向上
　現状処理量 80t/d　→
　施設整備後処理量100t/d

安全・安心で高品質な黒糖の生産力向
上
　現状処理量 80t/d　→
　施設整備後処理量100t/d

◎

ｳ．農林水産物の安
全・安心の確立

96 H25

安心・安全・高品質な県産食肉の安定供給体制の維持を図
り、名護市が推進する「金融IT国際みらい都市構想」を実現
するため、同市豊原地区に位置するブロイラー肥育施設の
名護市田井等地区への移転を支援する。

・県産食肉の安定供給体制の維持（ブ
ロイラー肥育施設の完成）

・県産食肉の安定供給体制の維持（ブ
ロイラー肥育施設の完成）

◎

エ．農林漁業の担い
手の育成・確保及び
経営安定対策等の強
化

74
H25
～

H33

　農業担い手の育成・確保を図るため、就農相談体制の充
実や研修農場の整備、初期投資や６次産業化のための支
援等を行い、相談から定着まで一貫した支援システムを構
築する。
　平成25年度は、新規就農者の定着を図るための研修施設
整備をはじめ、農業経営に必要な機械・施設等の助成やき
め細かな就農相談を行う就農コーディネーターの配置等を
行う。

新規就農者数　300名 新規就農者数　357名 ◎

オ．農林水産技術の
開発と普及

60
H25
～

H29

　ゴーヤー、キク、マンゴー等の沖縄ブランド作物の市場競
争力強化を図るため、高品質、省力化品種の開発とともに、
社会ニーズに即応した品種開発を可能にするオンデマンド
育種システムを構築する。また、ブランド作物の有利性、安
定供給生産体制強化を図るための栽培技術や肥培管理技
術、病害虫防除管理技術、加工技術、権利保護技術等を開
発する。
　平成25年度は、ブランド強化に直結するニガウリ、トウガ
ン、キク、紅イモ、果樹類の県オリジナル品種育成と生産力
向上技術の開発、県産農産物の特性評価、ゲノム解読等を
実施する。

○次世代ブランド品種の開発とブラン
ド力強化支援
1)野菜、花き等のオリジナル品種を１
品種開発する。

2)高品質・高収益生産技術を確立する
(１品目）。

3)沖縄ブランド農産物特性を明らかに
する(２品目)。

○オンデマンド育種システムの構築
1)主要園芸作物のゲノムを解読する。

2)重要形質決定遺伝子を特定する。

3)重要形質と連鎖するDNAマーカーを
開発する。

○次世代ブランド品種の開発とブランド
力強化支援
1)野菜、花き等のオリジナル品種を１品
種開発した。

2)高品質・高収益生産技術を確立した
(１品目）。

3)沖縄ブランド農産物特性を明らかに
した(２品目)。

○オンデマンド育種システムの構築
1)主要園芸作物のゲノムを解読した。

2)重要形質決定遺伝子を特定した。

3)重要形質と連鎖するDNAマーカーを
開発した。

◎

（
７

）
亜
熱
帯
性
気
候
を
生
か
し
た
農
林
水
産
業
の
振
興

評価事　業　名

計
画
期
間

H25成果目標（指標） H25成果実績（指標）

基
本
施
策

施
策
展
開

沖縄県新規就農一貫支援事業

次世代沖縄ブランド作物特産化
推進事業

ｲ．流通・販売・加工対
策の強化

分みつ糖振興対策支援事業費

含みつ糖製糖施設近代化事業

ｱ．おきなわブランドの
確立と生産供給体制
の整備

果樹生産イノベーション事業

おきなわ紅茶ブランド化支援事業

系統造成豚等利活用推進事業

事
業
番
号

畜産環境基盤整備事業

将来像Ⅲ：希望と活力にあふれる豊かな島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
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事業概要

H25事業内容

（
７

）
亜
熱
帯
性
気
候
を
生
か

し
た
農
林
水
産
業
の
振
興

カ．亜熱帯・島しょ性
に適合した農林水産
業の基盤整備

101 H25

　石灰岩地域等の農業用水の確保が困難な地域におい
て、よりかんがい効率の高いかんがい技術の導入や自然湖
沼の利活用等による新たな水源確保手法の検討及び事業
の導入の可能性に向けた各種調査を実施する。
　平成25年度は、試験ほ場での各種調査(かんがい諸元に
関する調査や作物生育調査等)を継続して行うとともに、県
内の未活用水源の利活用調査等を行う。

新たな水源確保手法の確立に向けた
データの蓄積及び課題の把握

新たな水源確保手法の確立に向けた
データの蓄積及び課題を把握

◎

（
９

）
も
の
づ
く
り
産
業
の
振
興
と
地
域
ブ

ラ
ン
ド
の
形
成

ｱ．ものづくり産業の戦
略的展開

145 H25

うるま市の国際物流拠点産業集積地域において、立地する
企業の初期投資の軽減や早期操業を支援することにより企
業誘致を促進するため、賃貸工場を整備する。また、企業を
立地させることにより県内の製造業及び関連産業の振興を
図る。

企業誘致促進に向けた賃貸工場の完
成　６棟

企業誘致促進に向けた賃貸工場の完
成　５棟

○

15
H25
～

H27

離島地区において、都市部との情報格差を是正し、高度な
情報通信技術の利活用環境の形成を図るため、沖縄本島
と各離島を結ぶ高速大容量の中継伝送路を整備し、安定的
かつ高度な情報通信基盤を構築する。

H25年度は、海底光ケーブル敷設に係る実施設計（海洋調
査、工事設計等）を実施する。また、並行して外部有識者に
よる事業適正化委員会を設置し、技術的仕様、費用積算
等、多方面から妥当性を検証する。

海底光ケーブル敷設に係る設計の完
了

海底光ケーブル敷設に係る設計を完
了

◎

207
H25
～

H26

高校のない離島出身者の経済的負担の軽減を図るととも
に、離島振興に資するため、高校進学する際の生徒の寄宿
舎（寮）及び小･中・高校生の交流の拠点としての機能等を
併せ持つ施設の整備に向けて設計及び工事等を実施す
る。

・設計の完了
・建築工事着手

－ 繰

ｳ．交通基盤の整備と
交通ネットワークの充
実強化

5
H25
～

H33

離島住民のライフラインである離島船舶を確保・維持する
ことにより、離島の定住条件の整備を図るため、航路事業
者が船舶を確保する際の建造費又は購入費を補助する。

平成25年度は、伊平屋及び与那国航路の船舶建造、渡
嘉敷航路の船舶購入を支援する。

・3航路について船の新設等完了
・県内離島航路数の維持・確保（24航
路）

・3航路について船の新設等完了
・県内離島航路数の維持・確保（24航
路）

◎

事業概要

H25事業内容

19
H25
～

H33

財政力の弱い離島・過疎地域等の町村が、沖縄振興特別
推進交付金を活用して、地域の実情に応じた振興策を積極
的に展開できるよう、当該町村負担分について財政支援を
行う。

離島・過疎地域等の町村への財政支
援により、沖縄振興特別推進交付金を
活用した均衡ある沖縄振興を推進

離島・過疎地域等の町村への財政支
援により、沖縄振興特別推進交付金を
活用した均衡ある沖縄振興を推進

◎

事　業　名

計
画
期
間

H25成果目標（指標）

基
本
施
策

施
策
展
開

事
業
番
号

沖縄振興特別推進交付金町村支
援事業

評価

離島航路運航安定化支援事業

基
本
施
策

施
策
展
開

事
業
番
号

事　業　名

国際物流拠点産業集積地域賃貸
工場整備事業

離島地区情報通信基盤整備推進
事業

離島児童・生徒支援センター（仮
称）整備事業

（
１
１

）
離
島
に
お
け
る
定
住
条
件
の
整
備

イ．生活環境基盤の
整備及び教育・医療・
福祉における住民
サービスの向上

地域水源利活用調査事業

H25成果実績（指標）

計
画
期
間

H25成果目標（指標） H25成果実績（指標） 評価

将来像Ⅴ：多様な能力を発揮し、未来を拓く島を目指して

将来像Ⅲ：希望と活力にあふれる豊かな島を目指して

【凡例】
「達成」 ・・・・・・・ ◎ 「概ね達成」 ・・・ ○
「一部達成」 ・・・ △ 「未達成」 ・・・・ 未
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